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論文の要旨 
 
中国では、改革開放政策が実施されて以来、経済が急成長してきた。経済の急速な
発展に伴う用地に対する大きな需要を確保するために、土地収用が広範に行われてい
る。政府が恣意的に国民から生活の基盤である土地及び家屋等を奪ったことを要因と
する紛争や悪性事件も頻発しており、深刻な社会問題となった。当時の法制度は、そ
の状況に十分に対応することができなかった。2004 年の憲法改正をはじめとする土
地利用に関する法令の改正や新規制定により、土地収用に関する「公共の目的」及び
「適当な補償」という原則が確立された。しかし、現行の土地収用制度も、その状況
を改善するのに十分に機能しているとは言えない。現在経済大国となった中国は、未
だに土地収用の問題で苦悩しているのである。 
中国の土地収用については、損失補償の面でも改善すべき重大な問題があるが、本
稿は土地収用における公共性に専ら着目して検討する。土地収用における公共性につ
いて、日本においては、長い歴史的経緯を経て、優れた認定制度が確立されてきた。
本稿は、中国における土地収用法制度の現状及び問題点を整理した上で、日本土地収
用における公共性の認定制度を考察することを通じて、中国における土地収用法制度
を改善するために、日本法からどのような示唆があるかについて検討する。 
本稿は５章から構成される。それぞれの内容は次のとおりである。 
第１章では、研究の目的、対象を簡単に述べた上で、本研究の特徴を指摘する。 
第２章では、中国における土地収用法制度の現状及び問題点を分析する。中国では、
土地所有権の二元的構造の下で、土地収用については、「土地徴収」と「国有地上の建
築物の収用」とが区別され、前者の「土地徴収」は「計画的収用」と「単独的収用」
に分類できる。この「計画的収用」は本質的に問題を抱えた制度であり、本稿は主に
その特徴及び問題点を分析する。「国有地上の建築物の収用」については、裁判例の
考察を通じて、その公共性認定の実質的要件の問題点を分析した後、その手続的要件
である社会安定性リスクアセスメントの内容を紹介する。 
第３章では、日本土地収用における公共性の認定制度を考察する。同章第１節は、
日本土地収用法の沿革、現行土地収用法における事業認定制度を概観する。続いて第
２節は、本案審査の場面を念頭に置いて、事業認定の実体的要件の解釈と事業認定庁
の判断に対する司法審査の手法に関して検討する。日本において、土地収用の公共性
判断について最も重要な役割を演じてきた３号要件の該当性についての検討が中心
となる。第３節は、原告適格判断の場面における問題を分析する。事業認定の性格に
ついては、それが専ら公共の利益の増進と私有財産との二つの対立する利益の調整を
目的とするものであるという見解と、それに加えて公共事業を規制する性格も併有す
るものであるという見解との基本的な対立がありうるが、この理論的対立は、第三者
の原告適格の判断に関連する。前者の見解は３号要件の解釈に関する日光太郎杉判例
法理と緊張関係にある。本稿は、土地収用は、本来、公共の利益の増進と私有財産と
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の二つの対立する利益の調整を目的とするものであるが、現実に存在する現行土地収
用法制度の下における事業認定は、実際に公共事業自体を規制する性格も併有するも
のとなっていると論じる。また本稿は、藤田宙靖の指摘を受けて、本来の問題は収用
であれ任意買収であれ、一定の公共事業を計画し実施するに当たっての総合的利益調
整をどう行うか、ということだと論じる。圏央道事業のように都市施設に関する都市
計画決定が先行する事業については、都市計画手続において総合的利益調整が行われ
る筈であるが、本稿は、その場合の都市計画決定と事業認定の関係についても検討す
る。 
以上の検討を受けて、第４章では、日中土地収用制度における公共性の比較を試み
る。第１節は、土地徴収制度の改革について検討する。計画的収用の問題性を解決す
るアプローチとして、集団所有地の使用権について市場取引を認めることが提唱され
てきた。これにより、計画的収用を廃止して政府が収用権を発動する目的を公共の利
益のみに縮小することが可能になるし、農民の経済的利益に対する保障も強まる。本
稿は、2017年 5月 23日に国土資源部が公表した土地管理法改正案を考察し、それに
よっては、計画的収用の問題性は抜本的には解決されないことを指摘する。第２節は、
国有地上の建築物の収用における公共性認定について、それを改善するために、日本
法からどのような示唆があるかについて検討する。系統的な検討を加えることまでは
できず、いくつかの指摘に止めざるを得ない。 
 第５章は、本稿の検討をまとめる。 
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第１章 はじめに 
 
中国では、改革開放政策が実施されて以来、経済が急成長してきた。経済の急速な
発展に伴う用地に対する大きな需要を確保するために、土地収用が広範に行われてい
る。政府が恣意的に国民から生活の基盤である土地及び家屋等を奪ったことを要因と
する紛争や悪性事件も頻発しており、深刻な社会問題となった。当時の法制度は、そ
の状況に十分に対応することができなかった。2004年の憲法の改正をはじめとして、
土地利用に関する法令の改正や新規制定により、土地収用に関する「公共の目的」及
び「適当な補償」という原則が確立された。しかし、現行の土地収用制度も、その状
況を改善するのに十分に機能しているとは言えない。現在経済大国となった中国は、
未だに土地収用の問題で苦悩しているのである。 
中国の土地収用については、損失補償の面でも改善すべき重大な問題があるが、本
稿は土地収用における公共性 1に専ら着目して、検討する。 
 土地収用における公共性について、日本においては、長い歴史的経緯を経て、優れ
た認定制度が確立されてきた。本稿は、中国における土地収用法制度の現状及び問題
点を整理した上で、日本土地収用における公共性の認定制度を考察することを通じて、
中国における土地収用法制度を改善するために、日本法からどのような示唆があるか
について検討する。 
本稿は５章から構成される。それぞれの内容は次のとおりである。 
第１章では、研究の目的、対象を簡単に述べた上で、本研究の特徴を指摘する。 
第２章では、中国における土地収用法制度の現状及び問題点を分析する。中国では、
土地所有権の二元的構造の下で、土地収用については、「土地徴収」と「国有地上の建
築物の収用」とが区別され、前者の「土地徴収」は「計画的収用」と「単独的収用」
に分類できる。この「計画的収用」は本質的に問題を抱えた制度であり、本稿は主に
その特徴及び問題点を分析する。「国有地上の建築物の収用」については、裁判例の
考察を通じて、その公共性認定の実質的要件の問題点を分析した後、その手続的要件
である社会安定性リスクアセスメント（社会穏定風険評估）の内容を紹介する。 
第３章では、日本土地収用における公共性の認定制度を考察する。同章第１節は、
日本土地収用法の沿革、現行土地収用法における事業認定制度を概観する。続いて第
２節は、本案審査の場面を念頭に置いて、事業認定の実体的要件の解釈と事業認定庁
の判断に対する司法審査の手法に関して検討する。日本において、土地収用の公共性
判断について最も重要な役割を演じてきた３号要件の該当性についての検討が中心
となる。第３節は、原告適格判断の場面における問題を分析する。事業認定の性格に
ついては、それが専ら公共の利益の増進と私有財産との二つの対立する利益の調整を
目的とするものであるという見解と、それに加えて公共事業を規制する性格も併有す                                                        
1 中国においては、主に「公共の利益」という言葉が用いられているが、本論文は、それと公共性、公益とを区別
せず、互換的に用いる。 
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るものであるという見解との基本的な対立があるが、これが第三者の原告適格の判断
に影響を与えている。前者の見解は３号要件の解釈に関する日光太郎杉判例法理と緊
張関係にある。本稿は、土地収用は、本来、公共の利益の増進と私有財産との二つの
対立する利益の調整を目的とするものであるが、現実に存在する現行土地収用法制度
の下における事業認定は、実際に公共事業自体を規制する性格も併有するものとなっ
ていると論じる。また本稿は、藤田宙靖の指摘を受けて、本来の問題は、収用であれ
任意買収であれ、一定の公共事業を計画し実施するに当たっての総合的利益調整をど
う行うか、ということだと論じる。圏央道事業のように都市施設に関する都市計画決
定が先行する事業については、都市計画手続において総合的利益調整が行われる筈で
あるが、本稿は、その場合の都市計画決定と事業認定の関係についても検討する。 
以上の検討を受けて、第４章では、日中土地収用制度における公共性の比較を試み
る。第１節は、土地徴収制度の改革について検討する。計画的収用の問題性を解決す
るアプローチとして、集団所有地の使用権について市場取引を認めることが提唱され
てきた。これにより、計画的収用を廃止して政府が収用権を発動する目的を公共の利
益のみに縮小することが可能になるし、農民の経済的利益に対する保障も強まる。本
稿は、2017年 5月 23日に国土資源部が公表した土地管理法改正案を考察し、それに
よっては、計画的収用の問題性は抜本的には解決されないことを指摘する。第２節は、
国有地上の建築物の収用における公共性認定について、それを改善するために、日本
法からどのような示唆があるかについて検討する。系統的な検討を加えることまでは
できず、いくつかの指摘に止めざるを得ない。 
 第５章は、本稿の検討をまとめる。 
 
土地収用に関する日本法と中国法との比較については既に先行研究があるが 2、そ
れらと比べて、本研究の特徴は以下の点に認められる。 
（1） 中国の土地収用については、「土地徴収」——集団所有地の所有権を奪う
——と「国有地上の建築物の収用」（房屋徴収）——国有地における建築物の所
有権を奪い、同時に当該土地の使用権も回収する——とが区別されるが、前
者の「土地徴収」について、「計画的収用」と「単独的収用」という二つの
類型を提示した点、そして「計画的収用」は本質的に問題を抱えた制度であ
ることを指摘している点は、本稿の独自性である。 
（2） 中国における「国有地上の建築物の収用」における公共性認定の要件に
ついて、これまで十分な考察がなされてきたとは言えない。本稿は、この点
についての裁判例の分析を通じてこの問題の検討を試みる。                                                         
2 日本語の文献として、江利紅「中国における土地収用制度とその改善に向けた課題（1）（2）」（比較法雑誌第
46卷 4号 157－188頁、第 47卷 1号 75－117頁）、楊官鵬「公共事業の認定及び土地収用の手続—日中両
国の土地収用制度を中心とする比較法的考察」（早稲田大学学位論文（博士(法学)）、
http://hdl.handle.net/2065/51046）（参照、同「中国の土地収用制度における公共利益―公益認定の制度と学
説に関する比較法的考察(1)(2)」早稲田大学大学院法研論集 149号 361-386頁、150号 443-465頁）、田衛衛
「中国土地収用制度における公益性認定の比較法的分析—日本土地収用法を参考として」（京都大学学位論文
（博士（法学））https://dx.doi.org/10.14989/doctor.k18739）等がある。 
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（3） 日本収用法における事業認定の性格について、それが専ら公共の利益の
増進と私有財産との二つの対立する利益の調整を目的とするものであると
いう見解と、それに加えて公共事業を規制する性格も併有するものでるとい
う見解との基本的な対立があり、それが第三者の原告適格の有無の判断に影
響している 3ことを確認し、その点を意識した上で中国法との比較を行う。 
  
                                                        
3 後述するように、この点は角松生史及び興津征雄の研究が指摘する「『対立的公益観』と『調整的公益観』との
区別」から示唆を受けたものである。 
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第２章 中国の土地収用における公共性 
 
第１節 土地徴収及び国有地上の建築物の収用 
中国憲法 10条においては、土地の公有制が確立されている。具体的に言えば、 
(一) 「都市の土地は国家所有に属する」（10条１項）。 
(二) 「農村及び都市郊外地区の土地は、法律により国家所有に属すると定められ
たものを除き、集団所有に属する。宅地、自留地及び自留山も、集団所有に属
する」（10条２項）。 
とされている。つまり、土地の国家所有と土地の集団所有という二つの形が併存して
いる（以下国有地、集団所有地という）。 
 具体的に言えば、国有地については、「国務院が国家を代表してその所有権を行使
する（土地管理法２条２項、物権法 45 条２項）」、また、集団所有地については、村
の農民たちが共同に所有するものであり、「村の集団経済組織又は村民委員会がそれ
を経営し又は管理する」とされている（土地管理法 10条、物権法 60条）4。また、土
地公有制の下で、私人の間で、土地所有権の譲渡しは一切禁止されているが、国有地
及び集団所有地には「農地請負経営権」、「農村宅地使用権」、「建設用地使用権」が設
定されており（物権法第３編用益物権）、法律の定めにより、それを譲り渡すことが
許される 5。 
 憲法 10条３項は、「国家は公共の利益のために、法律の規定に基づき、土地を収用
し又は使用することができ、併せて補償する」と定めている 6。この規定は、集団所
有地のみを対象とするものであることは明らかである。つまり、中国において、土地
所有権を奪うものとしての土地収用は、専ら集団所有地を対象として国有地に転換す
ることを指す。法律上の概念としては、「土地徴収」が用いられている。 
都市の土地は国有地であり、それが公共事業の用に供するために必要とされる場合
に、当該国有建設用地の所有権の代わりに、そこにある私人財産である建築物の所有
権を収用するとともに、当該国有建設用地の使用権も付随的に回収することができる
とされている。この建築物の収用と使用権回収とは同時に行わなければならない7。 
                                                        
4 土地の集団所有について、物権法 60条は、土地管理法 10条と些か異なっており、「村の集団経済組織又は
村民委員会は集団を代表して所有権を行使する」と規定している。 
5 物権法第３編（用益物権）においては、土地の使用権について、「農地請負経営権」、「農村宅地の使用権」、
「建設用地の使用権」と分類されて、それぞれ規定されている。土地の使用権は物権とされているが、土地管理
制度の下で、様々な制約があって、物権としての法理が適用される場面はごく限定されたものであることに注意
しなければならない。 
6 これは、2004年に改正されたものである。土地を収用することと土地を使用することが区別され、法概念とし
て、前者は「土地徴収」と定義されていることに対して、後者は「土地徴用」（土地管理法 57条で規定している、
いわば「土地の臨時的な使用」を指す）とされている。また、補償の規定も補充されている。 
7 国有建設用地の使用権とは、国有建設用地の使用権者は、国家所有する土地を占有する、使用する又は収
益することができることを指す（物権法 135条）。土地管理法 58条は、国有地の使用権を回収することができる
場合を幾つか列挙しているが、こういう建築物の収用に付随する使用権の回収については、その要件、手続き
等が、「房地一体」（建築物と土地の使用権を同時に譲渡しなければならない（物権法第 146条、147条））原則
によって、建築物の収用と統合されているため、本論文の検討からは省略する。 
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国有地上の建築物の収用の憲法上の根拠は、10条３項ではなく、私有財産権の保障
を規定している13条にある8。憲法13条は、「公民の合法的私有財産は侵されない。国
家は、法律の規定に基づき公民の私有財産の所有権および相続権を保護する。国家は、
公共の利益のために、法律の規定に基づき、公民の私有財産を収用し又は使用するこ
とができ、併せて補償する」と規定している9。 
要するに、中国では、土地所有権の二元的構造の下で、土地収用については、「土
地徴収」——集団所有地の所有権を奪う——と「国有地上の建築物の収用」（房屋徴収）
——国有地における建築物の所有権を奪い、同時に当該土地の使用権も回収する——と
が区別されている。後者については、その要件、手続き並びに損失の補償等が、「国有
地上における房屋の徴収及び補償条例」10（以下「徴収・補償条例」という）でまと
めて規定されているのに対して、前者に関する規定は、土地管理法、土地管理法実施
条例11等に散在しており、非常に不完全なものである。 
以下、収用における公共性の観点から、この二つの収用類型の法現状を検討する。 
 
第２節 「土地徴収」における公共性の法現状 
中国では、専ら「土地徴収」を対象として規律する法律は存在しない。それは、土
地利用を管理するものとしての土地管理法の中で規定されている。同法は、主に「土
地の所有権及び使用権」、「土地利用の全体的計画」、「耕地の保護」、「建設用地」とい
った事項を規定している12。そして、「土地徴収」については、土地管理法の総則で、
「国家は公共の利益のために、法律の規定に基づき、土地を収用し又は使用すること
ができ、併せて補償する」（土地管理法２条４項）と定めつつ、 
 （一）土地徴収計画案の審査・批准（土地管理法45条） 
 （二）土地徴収の実施機関、土地徴収計画案の公告及び補償登記（土地管理法46条） 
 （三）補償及び安置の基準（土地管理法47条） 
 （四）補償計画案の公告、意見聴取（土地管理法48条） 
といった極めてわずかな内容を「建設用地」という事項の下で規定している。そのよ
り詳しい内容は、土地管理法実施条例をはじめとする「行政法規」及び「行政規章」
で定められている13。 
                                                        
8 叶芳『冲突与平衡：土地征收中的权力与权利（衝突及び平衡：土地徴収における権力及び権利）』（上海社会
科学院出版社 2011年）８頁。 
9 2004年の改正により規定されるもの。 
10 2011年 1月 21日政令第 590号。 
11 1998年 12月 27日政令第 256号。2011年 1月 8日に改正される。 
12 土地管理法の内容は、「第 1章総則」、「第 2章土地の所有権及び使用権」、「第 3章土地利用の全体計
画」、「第 4章耕地の保護」、「第 5章建設用地」、「第 6章監督検査」、「第 7章法律責任」、「第 8章附則」と分
けられている。 
13 「行政法規」は、国務院が憲法及び法律に基づき、「法律を執行するために行政法規を制定する必要がある
事項」及び「憲法 89条の定めている国務院の権限に属する事項」について、制定するものを指し（立法法 56
条）、一般「条例」と呼ばれる。「行政規章」は、国務院に属する、部門・委員会・中国人民銀行・審計審計署（会
計監査局）・行政管理機能を有する直属機関は、法律及び国務院の行政法規・決定・命令に基づき、自分の権
限範囲内で制定するものを指し（立法法 80条）、一般「弁法」と呼ばれる。 
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さて、以下、土地利用管理法システムの下で、「土地徴収」が一体どのように行わ
れているかについて説明する。 
 
一、 収用権の機能拡大 
土地管理法４条に基づき、中国では、土地の用途規制が行われている。すなわち、
国家は、土地利用の全体的計画（以下全体計画という）を策定し、そこでは、①農用
地（農業生産に直接的に使われる土地をいい、耕地、林地、牧草地、農地水利施設用
地、養殖の水面等を含める）、②建設用地（建築物、構造物を建造する土地をいい、都
市・農村部の住宅及び公共施設用地、工場及び鉱業用地、交通及び水利施設用地、観
光用地、軍事施設用地等を含める）、及び③未利用地（農用地及び建設用地以外の土
地を指す）といった三つの土地用途を定めなければならないとされている（土地管理
法４条２項、３項）。 
また、土地管理法43条１項により、「郷鎮企業の設立、村民の住宅建設、及び郷（鎮）
の公共施設または公益事業の建設で、法に基づき許認可を受けて、集団所有地を使用
する場合を除き、如何なる単位（単位は、機関、企業、団体等の総称である——引用者
注）や個人といえども建設により土地を使用する必要のある場合に、法によって国有
地の使用を申請しなければならない」とされている。ここでいう国有地は、従前は集
団が所有していたが収用された土地も含まれるとされる（土地管理法43条２項）。他
方で、集団所有地の使用権を、農地請負経営権の移転に伴う移転、法に照らして集団
所有地の建設用地使用権をすでに取得した企業の破産、合併等の事情による移転を除
いて、譲り渡すまたは貸し出すことは禁止されている（土地管理法63条）。 
上記の規定をまとめると、以下のようなことになる。 
43条１項の規定している例外を除き、すべての建設は、国有建設用地で行わなけれ
ばならない。国有建設用地は有限の資源であり、経済発展に伴う土地に対する需要の
急増等に対応することができないため、集団所有地が必要となる。なお、集団所有地
の使用権の取得について、そこで建設しようとする者（以下事業者という）とその所
有者との任意の交渉によることは許されず、政府が収用権を発動して、集団所有地を
国有建設用地に転化した後、事業者に譲り渡すという方法しかできない。すなわち、
中国における「土地徴収」は、日本法において事業者と土地所有者との間の合意によ
る用地取得が果たす機能を代替している点に特徴がある。道路やダムといった、公共
の利益となると考えられる事業だけではなく、住宅や工場といった、私的利益を目的
とする事業についても、「土地徴収」によって全ての用地を取得するしかないのであ
る。 
 
二、 収用権の発動：計画的収用と単独的収用 
土地利用管理法システムの下で、「土地徴収」は、以下で述べるように、計画的収用
と単独的収用といった二つの形で発動されるものと整理できる14。                                                         
14 「計画的収用」と「単独的収用」というこの分類は本稿独自のものであるが、彭錞は、中国の土地徴収を「批次
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1.計画的収用 
計画的収用は、全体計画で確定されている都市建設用地の範囲内で、都市計画を実
施するために行われるものである。この概念を理解するためには、まず中国における
土地利用計画制度の概略を理解しなければならない。 
 
1)土地利用の全体計画及び年度計画 
土地利用を管理する基本的な手段として、全体計画は、「国民経済及び社会発展の
計画に基づき、国土の整理及び資源、環境保護の要請に満足し、土地供給の能力及び
土地に対する需要に対応するものである」（土地管理法17条１項）。 
i. 全体計画の内容 
国務院、省・自治区・直轄市、市、県、郷の人民政府は、それぞれの全体計画を編
成しなければならない（土地利用全体的計画編成審査弁法６条）。 
これら全体計画の共通の内容としては、 
(一) 現に実施されている計画の実施状況に対する評価 
(二) 計画の背景及び土地の需要供給状況についての分析 
(三) 土地利用に関する戦略 
(四) 耕地の保有量、保護される基本耕地の面積、建設用地の規模、土地の整理、開発
といった計画の目標を明確にすること 
(五) 土地の集約的な利用 
(六) 土地利用の差別化政策 
(七) 計画の実施に関する責任及びその保障 
といったことが規定されなければならない。 
 郷の全体計画においては、実状に応じて、上記の内容を簡略化することができると
されている（土地利用全体的計画編成審査弁法16条）。また、それぞれの独自な内容
として、例えば、市の全体計画においては、重要なプロジェクトの建設について定め
ねばならない（土地利用の全体的計画の編成審査弁法18条１項の（六））。県の全体計
画においては、城・鎮・村の用地範囲の画定が明確にされるべきである（土地利用の
全体的計画の編成審査弁法19条の（四））等も規定されている。 
全体計画は、農用地、とりわけ耕地を保護すること、それを収用し国有の建設用地
にすることを抑制するものとして機能しているものとされている15。そのために最も
重要なのは、耕地及び建設用地の規模を確定することである。土地管理法により、「下                                                        
（幾つかのまとまりに分けると意味する——引用者注）徴収」と「個別徴収」と区別している。この点で、本稿と同じで
ある。彭錞「中国集体土地征收决策机制：现状、由来与前景（中国で集団所有地徴収の決定し方：現状、由来
及び未来）」（華政学報、2017年第１号）46−59頁（47頁）。また、学説上、この二つの形の収用を、それぞれ「城
市分批次建设用地」と「単独選址項目建設用地」に関する収用と捉えて、その手続きを紹介するものがある。徐
鳳真、章彦英、何翠鳳『集体土地征收制度创新研究（集団所有地収用制度の創新研究）』（法律出版社、2012
年）223−224頁。 
15 1998年に、土地管理法改正案に関する説明において、「耕地保護」が改正の重点であると明確に指摘され
た。 
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級政府の全体計画で定めている建設用地の総量が、その上級政府の全体計画で定めて
いる指標を上回ってはならない」、また、「下級政府の全体計画で定めている耕地の保
有量が、その上級政府の全体計画で定めている指標を下回ってはならない」とされて
いる（土地管理法18条２項）。すなわち、国の全体計画で定めている耕地及び建設用
地総量の指標が、上級から下級まで各級政府の間で配分されるのである。 
 
ii. 全体計画の批准 
全体計画は、編成された後に批准を受けなければならない。具体的に言えば、「省・
自治区・直轄市の全体計画については、国務院の審査、批准を受ける」、「省・自治区
の人民政府が所在する市、人口の百万以上の市、国務院の指定する市の全体計画につ
いては、省・自治区の人民政府の審査及び同意を経て、国務院の審査、批准を受ける」、
その以外の全体計画については、「順次で上級の政府に報告し、省・自治区・直轄市の
人民政府の審査、批准を受ける」、そのうち、郷（鎮）の全体計画については、「省人
民政府に権限を受けた市・自治州の人民政府の審査、批准を受けることができる」と
されている（土地管理法21条）。 
 
iii. 年度計画 
全体計画の計画期限は15年である（土地管理法実施条例９条）。各級政府は、「国民経
済及び社会発展計画、国の産業政策、建設用地及び土地利用の実状等に応じて」、土
地利用の年度計画（以下年度計画）を編成して、全体計画を実施しなければならない
（土地管理法24条２項）。年度計画においては、１年以内に、「新しく増加する建設用
地の指標、土地が開発された後、造成する耕地の数量、及び保有する耕地の数量」と
三つの事項が定められる（土地管理法実施条例13条２項）。年度計画が編成された後、
全体計画と同じように、審査、批准も受けなければならない。 
また、省・自治区・直轄市の人民政府は、年度計画の執行状況を、国民経済及び社
会発展計画の執行状況の内容として、同級の人民代表大会に報告しなければならない
とされている（土地管理法25条）。 
 
2)都市・鎮計画 
土地の利用に関しては、都市・農村計画法もある16。同法によって、都市・農村計
画は、「城（都市を意味する）鎮17体系計画、都市計画、鎮計画、郷計画及び村計画」
を含むとされている（都市・農村計画法２条２項）。郷計画及び村計画を実施するた
めには、直ちに集団所有地を使用することができ（土地管理法43条１項）、収用の問
題にはならないから、本稿ではそれを取り扱わない18。                                                         
16 2007年 10月 28日に制定され、2008年 1月 1日に施行されたものである。 
17 ここでいう鎮は、行政区画として、都市より人口の少ない人口集中区域であり、そこで都市の機能が集中し、
土地も国有地に属する。 
18 土地管理法の規定によれば、郷計画及び村計画を実施するために、集団所有の農用地を使用しようとすると
きには、農地転用の手続きをとらなければならない。 
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城鎮体系計画については、国務院に属する都市・農村計画の主管部門は、省の城鎮
体系計画及び都市マスタープラン（城市総体規劃）の編成を指導するために、全国の
城鎮体系計画を編成しなければならない（都市・農村計画法12条１項）。全国の城鎮
体系計画は、国家的な視点から、都市・鎮の発展を中心にして、空間の利用を規制す
るものである19。そして、省・自治区人民政府は、省の城鎮体系計画を編成して、そ
こでは、「当該省・自治区は国の城鎮化過程または省境を超えた連携においてどのよ
うに位置付けられるか」を明確にした上で、「都市及び鎮の規模、重大なインフラ施
設の建設、生態環境、資源を保護するために、建設を禁止する・控える区域の確定」
等の事項について定めるべきであるとされている（都市・農村計画法12条１項、省の
城鎮体系計画編成審査弁法24条）。 
都市・鎮計画は、マスタープランと詳細計画という二つの段階に分けられる（都市・
農村計画法２条２項）。都市の人民政府は都市マスタープランを編成する（都市・農
村計画法14条１項）。県の人民政府は、自分が所在する鎮のマスタープランを編成す
る、その他の鎮のマスタープランは鎮の人民政府によって編成されるとされている
（都市・農村計画法15条）。 
詳細計画は更に控制型詳細計画と修建型詳細計画に分けられている。市・県の人民
政府の都市・農村計画の主管部門及び鎮の人民政府は、マスタープランに基づき、控
制型詳細計画を編成すべきであり、また、重要なゾーンについては、控制型詳細計画
に基づき、修建型詳細計画を編成することができるとされている（都市・農村計画法
19条、20条、21条）。 
 
             都市計画の内容 
都市マスタープ
ラン 
市の都市・鎮体系計画の概要、計画区域の画定、都市の機能、都市の発
展目標、建設を禁止する区域・控える地域の画定、人口規模の予測、都
心部の発展する規模、都市建設用地の規模及び範囲、交通の発展戦略、
交通基盤の整備、インフラ施設及び公共サービス施設についての発展目
標、防災体系の建設（都市計画編成弁法29条） 
都
市
詳
細
計
画 
控制型詳細
計画 
地域の土地の用途を決めること（例えば、第一種住宅地、第二種住宅地、
学校用地、病院用地、商業サービス用地、工場用地等）、容積率・建ぺい
率の制限、景観設計の指導原則、道路関係（バス停の位置、駐車場の整
備等）、水道、下水道、ガス供給施設といったパイプの位置、直径等（都
市計画編成弁法41条） 
修建型詳細
計画 
建設条件の分析、建設の総合的分析（経済的・技術的）、景観設計、採光、
排水等（都市計画編成弁法43条） 
【表】 
 
                                                        
19 王凱「全国城镇规划体系的历史与现实（全国の都市・鎮体系計画の歴史及び現実）」（計画研究、2007年第
4号）９−15頁（９頁）。 
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【表】は都市計画編成弁法に基づき、都市マスタープラン、控制型詳細計画及び修
建型詳細計画それぞれの内容を簡単に整理したものである20。都市・農村計画法にお
いて、都市計画と鎮計画とはその内容及び機能があまり区別されていない。 
 
また、都市及び鎮のマスタープランの編成は、土地利用の全体計画と接合すべきで
あり（土地管理法22条２項、都市・農村計画法５条）、都市・鎮計画で規定する建設用
地の規模は、全体計画で画定した建設用地の規模を上回ってはならないとされている
（土地管理法22条２項）。 
城鎮体系計画、都市計画、鎮計画が編成された後、審査、批准を受けるべきであ
る。審査、批准を受ける前に、その計画草案を公表して、公聴会または他の方式
で、それについて、専門家及び一般公衆の意見を聴取しなければならない（都市・
農村計画法26条）。 
 都市及び鎮のマスタープランの計画期限は15年である（都市・農村計画法17条３
項）。都市、県、鎮の人民政府は、都市、鎮のマスタープラン、全体計画、年度計
画、国民経済及び社会発展計画に基づき、5年を計画期限とする建設計画を制定し
て、建設の優先度を決めなければならない（都市・農村計画法34条）。 
 
3)計画的収用 
都市・農村計画法は、用地確保については直接に規定していないが、「計画区域にお
いて、建設を行う際に、土地管理の法律及び行政法規に従わなければならない」と規
定している（都市・農村計画法4条２項）。そして、土地管理法実施条例20条１項によ
り、全体計画で画定した都市建設用地の範囲内で、都市計画を施行するために、集団
所有の土地を必要とする場合に、収用権の発動ができ、そして、年度計画に従って実
施するとされている（以下「計画的収用」という）。ここでいう都市計画は、都市・農
村計画法における都市計画、鎮計画の両者を包括することに注意すべきである21。 
計画的収用は、収用手続自体と具体的事業に対する用地の供給の手続きとが完全
に切り離されているという点に特徴がある。土地管理法実施条例20条1項により、計
画的収用は、 
(一) 市、県の人民政府は、土地利用の年度計画に基づき、１年間収用して都市建
設用地に変えようとする集団所有地の位置、面積または補償基準等につい
て、農地転用計画案、耕地造成計画案、土地徴収計画案を策定して、幾つか
のまとまりに分けて、それぞれ批准権を有する人民政府に提出する 
                                                        
20 県の人民政府が所在する鎮の鎮計画は、都市計画編成弁法を適用するとされている（都市計画編成弁法 45
条）。 
21 2008年都市・農村計画法の施行より、廃止された城市計画法は、「この法律において、「城市」とは、行政区
画の直轄市、市、鎮を指す」と規定していた（城市計画法３条１項）。2004年に改正された土地管理法の定め
は、廃止された城市計画法と対応しているものである。土地管理法実施条例が用いる概念は、土地管理法と一
致している。 
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(二) それらの計画案については、「批准権を有する人民政府の土地管理機関が、
審査を行い、意見を提出して、批准権を有する人民政府に報告して批准を受
ける」 
(三) 市・県の人民政府は批准を受けた後、それらの計画案を実施する 
といった流れで行われている。 
ここまでで、収用の手続が終わり、続いて、具体的な事業に用地を提供する手続が
始まる。それについては、 
(一) 具体的な事業の計画段階で、その用地について、土地管理機関22が予備審査を
行う、そして、事業の実施について、行政機関の批准を受けるときに、その審
査意見を添付資料として、提出する 
(二) 事業者は、「具体的な事業の実施について、批准を受けた後、市・県の人民政
府の土地管理機関に建設用地の申請を提出する」、後者はその申請を審査して、
用地供給計画案を策定して、市・県の人民政府に報告して批准を受ける 
(三) 市・県の人民政府は、用地供給計画案を批准した後、事業者に建設用地使用権
の許可を与える 
と規定されている（土地管理法実施条例22条１項）。国有建設用地の提供について、
入札、競売の方式もある。 
既に述べたように、道路やダムといった公共利益となる事業にせよ、住宅や工場と
いった私的利益を目的とする事業にせよ、それを建設するために必要な集団所有地の
使用権は任意の交渉によって取得することができず、「土地徴収」によって、いった
ん国有地にされた後に事業者に譲り渡されるしかない。そして、計画的収用は、事業
の性質及び内容を問わず、実際に都市の拡大する規模（マスタープランの段階で規定
されている）が確定された時点で、その発動が決められるとされている。土地を使用
する具体的事業の性質及び内容は、控制型詳細計画の段階で決められるのである。 
そして、市・県の人民政府は、都市・鎮のマスタープランで定められている都市の
拡大する規模を根拠として、１年間収用して都市建設用地に変えようとする集団所有
地の位置、面積または補償基準等について、土地徴収計画案、農地転用計画案及び耕
地造成計画案を制定し、それらの土地を更に幾つかのまとまりに分けて、それぞれ批
准権を有する人民政府に提出し、審査、批准を受けるとされている。また、１年間に
都市建設用地として転用される集団所有地の面積は、年度計画で定められている新し
く増加する建設用地の指標を上回ってはならない。 
集団所有地は、いったん国有化された後に、その使用権が事業者に譲渡される。そ
こにおいて、都市・鎮の控制型詳細計画で定められている具体的な土地の用途の規定
に従い、インフラ施設の建設や工業団地、住宅団地、さらに新市街地の造成等が行わ
れるのである。なお、収用された集団所有地を事業者に譲り渡さず、土地の需要供給
を平衡させるため、（市・県の人民政府の土地管理機関、財政部門、人民銀行の支部                                                        
22 ここでいう土地管理機関は、当該事業の実施を許可する権限を有する政府に属する国土資源管理部門を指
す（建設用地予備審査管理弁法 4条 2項）。計画的収用の場合は、同じである。 
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が、国民経済及び社会発展計画、全体計画、都市計画、年度計画、土地の需要供給の
状況等に基づき、制定する）土地備蓄計画に基づき、備蓄することもできるとされて
いる23（土地備蓄管理弁法10条）。 
要するに、計画的収用は、都市建設用地の拡大規模が確定された時点で決定される
点、及び具体的な事業の存在を前提とせず両者の手続きが切り離されている点に特徴
がある24。 
 
2.単独的収用 
具体的な事業を行うために土地を使用しようとする場合には、全体計画で確定した
都市の建設用地の使用を申請しなければならないとされているが、エネルギー資源、
交通、水利、鉱業、軍事といった事業の用に供するために、全体計画で画定した都市
建設用地の範囲以外で、集団所有地を必要とする場合に、それを収用することもでき
るとされている（以下「単独的収用」という）（土地管理法実施条例23条１項）。                                           
 単独的収用に関しては、 
(一) 具体的な事業の計画段階では、「その用地について、土地管理機関が予備審査
を行うべき」であり、そして、具体的な事業の実施について、行政機関の批准
を受けるとき、その審査意見を添付資料として提出しなければならない 
(二) 事業者は、「具体的な事業の建設について、批准を受けた後、市・県の人民政
府の土地管理機関に建設用地の申請を提出する」、後者は「その申請を審査し
て、農地転用計画案、耕地造成計画案、土地徴収計画案及び用地供給計画案を
策定する」、市・県の人民政府は、それらの計画案を審査して同意した後、そ
れぞれ批准権を持っている上級の人民政府に報告して批准を受ける 
(三) それらの計画案が批准された後、市・県の人民政府はそれらの計画案を実施し
て、事業者に建設用地使用権の許可を与える 
といった手続きがある（土地管理法実施条例23条１項）。 
単独的収用は、事前に全体計画または都市・鎮計画で定めることが難しい事業等に
用地を供するために行われるものであり、具体的事業の存在を前提とする点で計画的
収用と異なっている25。しかも、両者における公共性の内容及びその判定も異なって
いる。この点について、後に詳細に分析する。 
エネルギー資源、交通、水利、鉱業、軍事といった具体的な事業の建設が批准され
た後には、全体計画を変更しなければならない（土地管理法26条２項、３項）。 
 
三、 農地転用及び「土地徴収」の批准                                                         
23 土地備蓄の手段として、法律による国有地の使用権の回収、企業等から国有地の使用権の買収、優先権の
行使による国有地の使用権の買収、その他の法律による土地の取得も規定されている。 
24 彭錞は、中国の土地徴収についての決定は、「個別的、地元的なものではなく、空間についての計画を実施
するものである。そのため、例えばアメリカといった西方の諸国とは根幹的に異なっている」と論じる。彭錞・前出
注（14）51－52頁。 
25 彭錞は土地徴収を批次徴収と個別徴収と区別しているが、彼の関心はどのように批次徴収を決定するかとい
うことにあり、個別徴収（単独的収用）についてはあまり議論を展開していないのである。 
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土地徴収計画案については、審査、批准を受けなければならない。具体的に言えば、
「基本耕地、基本耕地以外の耕地で 35ヘクタールを超えるもの、その他の土地で 70
ヘクタールを超えるもの」を収用しようとするときは、国務院の批准を受ける、その
他の土地を収用しようとするとき、省・自治区・直轄市人民政府の批准を受けて、国
務院に届けを出す」とされている（土地管理法 45条１項、２項）。 
建設用地審査批准管理弁法 14 条により、土地徴収計画案については、その批准権
を有する人民政府の土地管理機関は、それが「①収用対象地の位置、面積、所有者に
ついて争議がないこと、②補償基準が法律、行政法規に適合すること、③安置計画案
が実行できるものであること」といった三つの要件を満たすと判断したとき、批准権
を有する人民政府に報告して批准を受けることができるとされている。 
収用される集団所有地の中に農用地がある場合には、土地利用規制により、農地転
用計画案を策定して、先にそれについて審査、批准を受けなければならないとされて
いる。具体的に言えば、 
(一) 省・自治区・直轄市人民政府が批准した、道路、パイプライン及び大型インフ
ラ施設の事業、または、国務院が批准した事業の用に供することを目的として、
農用地を建設用地に転用しようとするときには、国務院の批准が必要である。
この場合には、その土地徴収の批准も同時に行われる。 
(二) 土地の全体計画で画定した都市、農村、鎮の建設用地規模の範囲内において、
その計画を実施するために農用地を建設用地に転用しようとするときには、全
体計画を批准した機関による農地転用の批准が必要である。そして、省・自治
区・直轄市人民政府が農地転用の批准機関である場合には、その土地徴収の批
准も同時に行い、別に批准を受ける必要はないが、土地徴収の批准権限を超え
るものについては、国務院の批准を受けなければならない。国務院が農地転用
の批准機関である場合には、その土地徴収の批准も同時に行う。 
とされている（土地管理法44条、土地管理法45条３項）。 
建設用地審査批准管理弁法13条により、農地転用計画案については、その批准権
を有する人民政府の土地管理機関は、計画的収用の場合に、それが「全体計画に適
合すること、年度計画で定められている指標に適合する」と判断したとき、単独的
収用の場合に、それが「単独的に建設用地を申請する要件」を満たすと判断したと
き、批准権を有する人民政府に報告して批准を受けることができるとされている。 
なお、「単独的に建設用地を申請する要件」が一体どのようなものであるかについ
ては、建設用地審査批准管理弁法は明確に説明していない。同弁法５条により、事
業者は、全体計画で画定した都市建設用地以外の土地の使用を申請するとき、「事業
者が当該事業の建設を遂行する能力を有することに関する証明、当該事業の実施に
ついての批准、当該事業の建設用地に対する予備審査、当該事業の設計図について
の批准」等を提出すべきであるとされている。「単独的に建設用地を申請する要件」
は上記の事項に関するものを指すだろう。 
土地徴収計画案、農地転用計画案の批准については、批准権を有する人民政府は、
その土地管理機関は、それらの計画案が建設用地審査批准管理弁法13条、14条が規定
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している要件が満たされると判断したとき、直ちに批准をするか、或いは、その上で、
それらの計画案において公共性が十分にあるかと判断して批准を行うかは、明確に規
定されていないのである。 
 
四、 土地徴収計画案の実施 
土地徴収計画案が批准された後、市・県の人民政府は、「土地徴収計画案の批准機
関、批准の番号、批准された収用対象地の用途26、収用対象地の所有者、位置及び面
積、補償基準、安置方法、補償登記の期限、場所」といった事項を告示しなければ
ならないとされている（土地徴収告示弁法４条、５条）。収用対象地にかかわる村の
集団経済組織、その成員、またはその他の権利を有する者（以下地権者という）
は、告示された期限以内に、補償登記の手続きをとるものとされている（土地徴収
告示弁法６条）。 
「土地徴収」に関する事項が告示された後、市・県の人民政府の土地管理機関
は、補償及び安置計画案を策定して、告示しなければならない（土地徴収告示弁法
７条、８条）。地権者は、補償及び安置計画について、意見を提出すること、または
公聴会の開催を要求することができ、市・県の人民政府の土地管理機関は、補償及
び安置計画案について、市・県の人民政府に批准を受けるとき、地権者の意見、公
聴会を開催した場合に、その記録も添付しなければならない（土地徴収告示弁法10
条）。 
補償及び安置計画案が批准された後、市・県の土地管理機関は、村の集団経済組
織又は村民委員会と「徴収土地協議」を結んで、その計画案を具体的に実施する。
土地の引渡しを拒否する者に対して、土地管理機関は、土地の引渡しを命令して、
裁判所に強制執行を申請することができるとされている（土地管理法実施条例45
条）。 
 
五、 「土地徴収」における公共性の担保 
1. 計画的収用における公共性の担保 
上述したように、計画的収用は具体的な事業の存在を前提としないものであり、収
用の手続が終わってから、具体的な事業に土地を供用する手続が始まるとされている。
すなわち、計画的収用は、事業によってもたらされる具体的な公益に直ちに資するも
のではない。そのため、計画的収用については、日本の土地収用法が規定しているよ
うな公共性の判断は行われない。 
また、計画的収用は、都市・鎮のマスタープランを制定した時点で都市の拡大する
規模が定められ、その発動がすでに決定したものとされている。このような計画的収
用の制度化が正当化されるためには、少なくとも、都市・鎮計画において、都市の拡
大する規模が、経済の急速な発展及びそれと伴う人口の都市への集中に対応して、適
切に定められることが要求されるだろう。しかも、この都市化見込地を収用し開発す                                                        
26 計画的収用の場合に、収用対象地の用途は「都市建設用地」と告示されている。 
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る時間、順番も合理的に確定されるべきである。この点については、都市・農村計画
法は、都市の拡大する規模及びその開発の時間シーケンス（時序）を合理的に確定す
べきである（都市・農村計画法 30 条１項）と明確に規定している。しかし、どのよ
うにその合理性を確保するかということに関しては、何も規定されていない。 
都市・鎮計画における都市建設用地の規模について、土地管理法は、それが全体計
画で定めている都市建設用地の規模を上回ってはならないという具体的な制限を加
える。しかし、以下論じるように、現行の土地管理制度の下では、この規定は、都市
の拡大する規模を適切に確定するのにあまり機能していない。 
土地管理法により、「国家機関・軍事の用地、都市のインフラ施設・公益事業の用
地、重点的なエネルギー資源・交通・水利施設等の用地、法規命令で定めるその他
の用地」の使用権が無償で割当てられる場合を除き、国有土地の使用権について
は、有償の使用制度を実施するとされている27（土地管理法54条）。つまり、単独的
収用で取得した建設用地の使用権は、ほぼ無償で譲り渡されるのに対して、計画的
収用で取得した土地の使用権の多くは、工場・倉庫用地、住宅用地及び商業サービ
スに供するために、有償で譲り渡される28。土地は非常に貴重な資源であり、地方政
府は、一方では、唯一の土地使用権の提供者として、土地の一級市場で29、土地の使
用者から高額な「土地使用権出譲金」等を受け取り、他方で農民に対しては低い補
償基準30で補償金を支払う31。しかも、「土地使用権出譲金」は、全部地方政府の基
金予算に算入して（国有土地使用権出譲収支管理方法4条）、地方政府の財政の主な
収入源になってきた。このような制度の下で、地方政府は巨大な経済利益を追い求
めるために、過大な都市の規模を画定して、集団所有地を収用しようとする傾向が
強くなる。他方では、すでに紹介したように、国の全体計画で定めている建設用地
総量の指標は、上から下まで各級政府の間に配分される。建設用地総量の指標は、
都市の拡大する規模を最終的に決めることとなり、結果として地方政府の財政収入
にも影響を及ぼすから、下級政府はなんとかして上級政府から大きい指標を得よう
とする。その結果、建設用地の指標は各地方政府の間に平均的に配分される32。それ                                                        
27 国有土地の有償使用の方式は、「使用権の払下げ」、「土地の賃借り」、「出資」を含める（土地管理法実施条
例 29条）。 
28 国土資源部が近年公表した国土資源公報により、都市及び農村の建設用地の多くは、工場・倉庫用地、住
宅用地及び商業サービス用地として、譲り渡される。
http://www.mlr.gov.cn/zwgk/tjxx/201604/P020160421532279160618.pdf 
29 土地の所有者である国と使用者との間で形成する市場。 
30 土地管理法 47条により、耕地を収用する場合に、その補償金は、土地の補償金、安置補助金、及び地上付
着物、未収穫作物の補償金を含む。土地の補償金は、当該耕地が収用される前の３年間の年平均生産高の 6
〜10倍とする。安置補償金は、「（収用された耕地の面積÷収用前当該集団の一人当たり農地の面積）×収用
される前の３年間の年平均生産の 4−6倍」によって、算定される。地上付着物、未収穫作物の補償金は、各省・
自治区・直轄市によって規定される。耕地以外の土地について、その土地の補償金及び安置補助金は、各省・
自治区・直轄市が耕地の補償基準を参照として規定するとされている。 
31 農民に支払う補償金は、「土地使用権出譲金」の５％−10％を占める。安体富、窦欣「我が国の土地出譲金—
—現状、問題及び政策建議」（中国経済転型及び発展研究 2011年１号 24頁）。 
32 陳銀蓉、梅昀、汪如民、趙冬「城市化过程中土地利用总体规划与城市规划协调的思考（都市化過程におい
て土地利用全体計画と都市計画との協調に関する考え）」（中国人口、資源及び環境、2006年第１号）30-34頁
（32頁）。顧京涛、尹強「从城市规划视角审视新一轮土地利用总体规划（都市計画の視点から見る土地利用の
全体計画）」（計画研究、2005年第９号）９-13頁（11頁）。 
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ゆえに、一方では経済の発達した人口の流入地において、土地の不足が都市の発展
を抑制するという問題が生じ33、他方で、建設用地総量の指標は人口の流入地ではな
い都市が必要な規模以上で拡大されることを防ぐのに機能しないという状況にな
る。 
市・県の人民政府は、土地徴収計画案及び農地転用計画案を作って、合理的な順番
で具体的な開発地域を決めなければならない。なお、土地徴収計画案及び農地転用計
画案について批准権を有する人民政府は、批准を行うにあたっては、その合理性につ
いて判断を行うかどうかは明確にされていないのである。 
 
2. 単独的収用における公共性の担保 
単独的収用については、土地管理法実施条例23条は、その手続きを規定していると
ともに、その適用範囲を「エネルギー資源、交通、水利、鉱業、軍事」に限定してい
る。ちなみに、石炭法20条、鉄道法36条、電力法16条、軍事施設保護法13条などのよ
うに、それぞれの事業のために「土地徴収」を行うことができると規定しているもの
もある。それらの個別法も、単独的収用の根拠となる。 
 
 
 
 
【図１】 
                                                         
33 陳銀蓉、梅昀、汪如民、趙冬・前出注（32）、32頁。 
 18 
上記の事業は【図１】が示すように行われる。まず事業者は行政機関から事業の
実施について批准を受けなければならない。国務院の投資体制改革に関する決定
（国発（2004）20号）により、事業の批准については、投資の主体、事業の性質に
よって、三種類がある34。具体的に言えば、 
(一) 政府による投資は、主に「国家安全、インフラの施設、環境及び生態保護、
発達していない地域の経済及び社会発展の促進、科学技術の促進、ハイテク
ノロジーの産業化」といったことを目的とする。そういう政府の投資する事
業の実施については、いわゆる「審批制」がとられている。ここでいう「審
批制」は、「行政機関は、申請事項について審査を行い、批准の可否を判断す
ることを指す、しかし、申請事項がすべての要件を満たしても、行政機関は
批准を拒否することはできる」と説明されている35。なお、この「審批制」
概念は、次の「核准制」及び「届出制」と区別するために、定義されるもの
にすぎず、計画経済時代から残されたものとして、「審批」は様々な行政活動
の分野で行われており、その実態については統一的な認識がなされていない
ことに注意しなければならない36。 
(二) 政府の投資しない事業については、それが「政府核准事業目録」（以下事業目
録という）で列挙している事業に該当する場合に、いわゆる「核准制」がと
られている。すなわち、行政機関は、「法律、行政法規、国家の制定する発展
計画、産業政策、用地政策、環境保護政策」等を審査の基準として37、当該
事業はそれらの基準を満たすと判断する場合に、その実施を批准すべきであ
るとされている。2014年に公表された事業目録によって38、「水利（ダム
等）、エネルギー（発電所、配電、ガス、石油パイプライン等）、交通（鉄
道、道路、空港等）、鉱業（鉄、非鉄金属、レアアース等）」といった単独的
収用が適用する事業はすべて列挙されており、国務院または省の政府の核准
を受けなければならない。 
(三) 政府の投資しない事業の中、事業目録で列挙されていない事業については、
「届出制」がとられている。 
単独的収用が適用する事業の実施については、「審批制」（政府が投資する場合）ま
たは、「核准制」がとられている。行政機関は、事業の実施について審査を行うに際し                                                        
34 計画経済時代には、公有制の下で、国家は、生産、分配、流通、金融といった各経済活動の分野で統制を行
っていた。「審批」は、その統制の基本的な手段であった。改革開放によって、市場経済が導入されるが、「審
批」は、その計画経済時代と一緒に終わらなかった。本来市場経済によって支配されるべき領域においても、そ
れはしばしば行われており、経済の自由を阻害するようになってしまっている。そこで、「審批」を行う事項を削減
する、「審批」の手続きを簡単化する、「審批」の基準を明確化するといったこと等を内容としている行政改革が現
に行われている。国務院の投資体制改革に関する決定は、その行政改革に関するものであって、政府の投資行
為を規範化する一方で、政府の投資しない事業に対して、従来の「審批制」の代わりに、事業の性質によって、
「核准制」或いは「届出制」をとるとする。 
35 行政審批事項の削減に関する通知（国審改弁発（2001）2号） 
36 王克穏「我国行政審批制度的改革及其法律規制（わが国における行政審批制度の改革及び法律による統
制）」（法学研究、2014年第 2号）３−19頁（11-12頁）。 
37 政府核准事業目録の公表に関する通知（国発（2014）53号） 
38 国務院は、2004年、2013年及び 2014年に事業目録を公表した。 
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て、具体的な事業の公共性を審査はずである。また、当該事業の用地については、土
地管理機関が予備審査を行い、建設の批准を受けるとき、その審査の意見も、添付資
料として、提出される。行政機関は、事業の実施について審査を行うにあたっては、
その具体的な事業の公共性が、土地を収用するのに十分であるかどうかについても、
審査を行うものとされている。 
事業の実施について、批准を受けた事業者は、建設用地を申請するとき、「事業者
が当該事業を遂行する能力を有することに関する証明、当該事業の実施についての
批准、当該事業の建設用地についての予備審査、当該事業の設計図についての批
准」等を市・県の人民政府の土地管理機関に提出するものとされている。後者は、
農地転用計画案、土地徴収計画案を制定する。それらの計画案については、批准を
受けなければならないが、すでに紹介したように、その批准権を有する人民政府
が、具体的な事業の公共性が土地を収用するのに十分であるかどうかについて再び
審査を行うかどうかは明確にされていないのである。 
 
六、「土地徴収」に関する司法救済 
 紹介したように、市・県の人民政府（計画的収用の場合）又は市・県の人民政府
の土地管理機関（単独的収用の場合）は、具体的に収用しようとする土地の位置、
面積または補償基準等について、土地徴収計画案、農地転用計画案を制定する。土
地徴収計画案が批准された後、市・県の人民政府は、それを実施して、地権者に対
して、補償の手続きを始める。その際、市・県の人民政府の土地管理機関と村の集
団経済組織又は村民委員会とは「徴収土地協議」を結ぶ。村の集団経済組織又は村
民委員会の成員である農民、またはその他の権利を有する者は、「徴収土地協議」を
拒否する権利を有しないが、行政訴訟を提起しその適法性を争う権利を有すること
を認める裁判例がある（（2014）許行初字第36号、中国裁判文書ウェブサイトに登
載）。また、すでに紹介したように、土地の引渡しを拒否する地権者に対して、土地
管理機関は土地の引渡しを命令することができる。その命令について、地権者は、
行政訴訟を提起しその適法性を争うこともできる。 
なお、「徴収土地協議」及び土地の引渡し命令に対する司法審査に際して、当該協議
ないし命令の根拠である土地徴収計画案の審査批准には、司法審査が及ばないという
のが裁判所の立場である（（2014）楽行終字第 22号、（2015）通中行終字第 3 号、中
国裁判文書ウェブサイトに登載）39。 
すなわち、当該土地徴収が公共の利益のために行われるものではなく、土地徴収計
画案の批准が違法であるという理由で、「徴収土地協議」又は土地の引渡しの命令が                                                        
39 （2014）楽行終字第 22号控訴審判決において、控訴人は、当該土地徴収は公共の利益のために行われるも
のではないと主張して、根拠になる四川省人民政府の批准行為の適法性を審査すると要求するが、裁判所は
「土地徴収についての国務院又は省人民政府の批准行為は、専ら行政機関に属して、司法審査を受けないの
である」と述べる。（2015）通中行終字第 3号控訴審判決において、裁判所は、「当該土地徴収は公共の利益の
ために行われるものではない」という控訴人の主張に対して、「公共の利益のために行われるものであるか否か
については、吉林省人民政府は審査・批准をするに際して、すでにそれを判断する。なお、吉林省人民政府の
審査批准行為の合法性は司法審査の対象にならない」と述べる。 
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違法であると判断することはできず、それが土地徴収計画案に適合するもの、かつ法
律、行政法規で規定している手続きで行われるものであれば、その適法性が十分に認
められるとされている。 
 
第３節 国有地上の建築物の収用における公共性に関する法現状 
 
国有地上の建築物の収用の要件、手続き、補償、救済等は、徴収・補償条例で定め
られており、集団所有地の収用との法的言説は大きく異なっている。 
 
一、 立退き制度 
徴収・補償条例が制定される前に、国有地上の建築物の取得を規制するものとして
は、「都市房屋取り壊し立退き管理条例」（1991 年制定、2011 年廃止。以下「立退き
条例」という。）があった。同条例により、都市の土地を利用しようとする者（以下事
業者という。）は、そこにおける建築物を取り壊し立ち退くことについて、「事業の建
設許可」、「都市・農村計画による建設用地の許可」、「国有地の使用権許可」、「取り壊
し立退きの計画案」、「金融機関による補償金証明」をもって、建築物の取り壊し立退
きを管理する機関（以下「立退き管理機関」という。）40に提出して、許可を受けて（立
退き条例 6・7 条、以下「立退き許可」という。）、その許可で定めている期限以内に
建築物の所有者と「補償安置契約」を結び、建築物の取壊し立退きを実施する（立退
き条例 9 条 1 項・13 条 1 項）。「補償安置契約」を結ぶことに達すことができない場
合に、上記の行政庁に裁決の申請を出すことができる（立退き条例 16 条 1 項）とさ
れている。建築物の所有者が裁決で定められている期限で立ち退いていない場合には、
市・県の人民政府は係わる機関にその強制的な執行を命令すること、または、立退き
管理機関が裁判所に強制的な執行を申請することができる（立退き条例 17 条 1 項）。 
建築物の収用と取壊し立退きとの関係については、前者が後者に先行するはずであ
り 41、立退き条例は、建築物所有権の取得に関して直ちに規制していないが、上で紹
介したように、実際に収用権限を発動するという法効果を持っていた 42。しかも、同
条例は、事業者に立退き許可を与えることができる事業について、何も制限していな
い。つまり、立退き制度の下では、公共事業だけではなく、本来自由市場で任意の交
渉によって土地の使用権が取得可能であり、また本来そうすべきである私的利益を目
的とする事業についても、公権力に頼ってそれを施行することができるのである。 
中国で、収用制度の代わりに、上記のような立退き制度が採用された原因は、以下                                                        
40 土地管理機関とする（立退き条例 5条 3項）。 
41 王克穏は両者の区別を論じる。王克穏「城市房屋拆迁的实质－兼论公益拆迁与非公益拆迁（都市房屋取り
壊し立退きの本質－兼ねて公益的取り壊し立退きと非公益的取り壊し立退きを論じる）」（行政管理改革、2010
年 9号）39−40頁。なお、2007年に制定する「物権法」は両者を同一視する（同法 42条３項は、「房屋及びその
他の不動産を収用する場合に、法律に従って取り壊し立退きの補償を支払うべきである」と定めている）。 
42 王克穏は立退き条例で定めている建築物の取り壊し立退きの本質は、建築物の所有権を強制的に奪うことに
あると指摘する。王克穏「论房屋征收行政争议的司法审查（房屋取り壊し立退きに関する行政争議に対する司
法審査）」（中国法学、2004年 4号）76−84頁（75頁）。 
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にあると考えられる。20世紀 80年代から、政府が都市を経営するという観念の下で、
大規模な都市改造及び再開発が急速に進められてきて、そのためには、都市インフラ
建設のような公共事業が行われることは当然として、私的利益を目的とする商業的な
開発も必要に迫られる。公共事業に限定して収用制度を施行すれば、商業的な開発が
できなくなる。他方では、中央と地方政府との間の財政税収分配制度の不合理のせい
で、地方政府の主導する建設は、その税収から十分な資金の支持が得られないため、
商業的な開発 43を通じて、資金の問題を解決するしかない 44。したがって、公共事業
に限定せずに、「地方政府の主導する建設が順調に進むことを促進し保障する」とい
うような土地の取得制度が必要になったのである 45。 
立退き条例の下では、私有財産権が十分に保護されなかったと言える。経済の急速
な発展に伴い、建築物の取り壊し立退きに起因した悪性な権利侵害事件も相次ぎ起こ
ってきた。2004年憲法の改正及び 2007年物権法の制定により、私有財産の収用は公
共の利益のために行われるものでなければならない（憲法 13条、物権法 42条）とい
う原則が明確にされる。立退き条例は、憲法及び物権法に抵触するようになったと考
えられたが 46、その後も立退き条例の適法性を認めた裁判例があった（（2011）通中行
終字第 0109号、中国裁判文書ウェブサイトに登載）。 
2011年の徴収・補償条例の制定により、立退き条例はようやく廃止された。 
 
二、 現行国有地上の建築物の収用制度 
繰り返して審議したり、二回一般意見を聴取したりすることを経て、2011年に、徴
収・補償条例はついに国務院の常務会を通過した。徴収・補償条例は、憲法 13 条及
び物権法 42条の受け皿として、初めて公共利益要件の内容を具体化するという点で、
画期的なものだとは言える。しかし、同条例は、国有地上の建築物の収用の分野で、
従来存在している、収用権の濫用——本来自由市場で任意の交渉によって土地の使用権
を取得すべき事業（私的利益を目的とする事業）について、収用権も行使できる——と
いう問題を徹底的に解決するという制定時の期待に資するものではない。 
 
1. 徴収・補償条例の内容 
 さて、以下公共性をめぐって徴収・補償条例の内容を検討する。また、その特徴又
は問題点を明らかにするために、徴収・補償条例の草案 47、その草案についての一般
的意見、及びそれらの意見に対する国務院の説明 48（以下草案に関する意見説明とい                                                        
43 「集団所有地の収用における公共性に関する法現状」のところで既に紹介したように、商業的開発のような事
業については、土地を有償で使用するとされる。しかも、その「土地使用権出譲金」は、全部地方政府の基金予
算に算入する。 
44 王克穏「房屋征收与房屋拆迁的含义与关系辨证（房屋徴収と房屋取り壊し立退きの意味及び関係の分析）」
（蘇州大学学報、2011年 1号）14−17頁（15−16頁）。 
45 立退き条例は「事業の建設が順調に進むことを保障する」ことを同条例の目的とする（立退き条例 1条）。 
46 瀋岿「系统性困境中的违宪难题及其出路—以城市房屋征拆迁制度为视角（系統的な苦境における違憲難
題及び活路——都市房屋徴収・立退き制度を視点に）」（政治及び法律、2010年 12号）2−16頁（3−４頁）。 
47 2010年 1月 29日に公表された。 
48 2010年 12月 15日に公表された。徴収及び補償条例二回目の草案もそれと同時に公表されたが、公共利
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う）も検討の対象に含める。 
 
1) 徴収・補償条例の目的 
徴収・補償条例 1条は、同条の目的を「国有地上の建築物に関する収用及び補償の
活動を規範化して、公共利益の促進、並び建築物所有者の権利利益の保護に寄与する
こと」とする。 
草案に関する意見説明において、「現在は、改革発展の重要な時期であるし、工業
化、城鎮化の重要な時期でもある。この我が国の実情に立って、どのようにして、工
業化、城鎮化のプロセスを着実に推進しつつ建築物所有者の合法的な権利利益を適切
に保護するかということに本条例の出発点及び目的がある」と述べられた 49。すなわ
ち、徴収・補償条例は、公共利益を具体化するに際して、その内容を工業化、城鎮化
の推進に資するようにさせるのである。 
 
2) 収用の主体 
収用の主体について、徴収・補償条例は、「市・県の人民政府が当該行政区域内の
建築物の収用に責任を負う（徴収・補償条例 4条 1 項）」、「市・県の人民政府の指定
する行政機関は当該行政区域内の建築物の収用を実施する（徴収・補償条例 4条 2項、
以下収用の実施機関）」、「収用の実施機関は、その実施に関する具体的な仕事を第三
者に委託することができる（徴収・補償条例 5条）」と規定している。 
従来の学説において、国有地上の建築物の収用は、「公権力を行使するものである
ため、それを行う主体及び補償の責任を負う主体は、国家を代表する資格を有する政
府しかありえない」という見解が通説である 50。徴収・補償条例によって、立退き制
度の下における事業者、建築物所有者、行政機関の３者間の法律関係が、収用制度の
下における行政機関と建築物の所有者との間の法律関係に変わり、前者の歪みが修正
されたと考えられている。 
 
3) 収用適格事業——不完全制限列挙主義 
徴収・補償条例 8条は、収用適格事業について、具体的に列挙している。それとと
もに、同条の最後は「法律及び法規命令で規定している他の公共の利益のため」も規
定しており、いわば不完全な制限列記主義が採られている。そして、収用適格事業は
以下のようなものとされている。 
(一) 国防及び外交 
(二) 政府が組織して実施するエネルギー資源、交通、水利等のインフラ施設の建設 
(三) 政府が組織して実施する科学技術、教育、文化、衛生、体育、環境及び資源の保
護、防災減災、文化遺産の保護、社会福祉、市政公用等に関する公共事業                                                         
益の要件について、確定文とあまり異ならないので、この二回目の草案は省略する。 
49 「国有土地上房屋征收与补偿条例征求意见稿及说明（徴収及び補償条例草案及び聴取した意見に関する
説明）」http://news.xinhuanet.com/legal/2010-12/15/c_12883986_2.htm 
50 王克穏前出注（44）・15頁。 
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(四) 政府が組織して実施する低所得者向けの公営住宅事業の建設 
(五) 政府が都市・農村計画法の関わる規定に基づき、危険な建築物集中しているまた
はインフラの施設が不完備な地域に対して行う旧市街地の再開発 
徴収・補償条例 8 条は、具体的な例を挙げるに際して、「インフラ施設」、「公共事
業」といった包括的概念を用いている。すなわち、収用適格事業の範囲は同条で挙げ
られている例に限定されないようになった。しかも、同条は、具体的な例について、
「科学技術」や「文化」といった範囲の広い概念も用いており、そのような公共事業
の範囲がどのように画定されるかということも難問だった。 
徴収・補償条例を制定するに際して、旧市街地の再開発が収用適格事業に該当する
かどうかをめぐって、論争となった。反対意見の主な論拠は、「旧市街地の再開発は、
商業的開発とは区別しがたい」ということにある 51。しかし、国務院は、「旧市街地の
再開発によってもたらされる生活環境及び居住環境の改善や都市機能の向上も公共
利益の要求を満たす」と説明して 52、同条例において、旧市街地の再開発を収用適格
事業として定めた。 
 
4) 徴収決定及びその実質的要件 
徴収・補償条例 8条によって、国家安全又は国民経済および社会発展といった公共
利益を保障し又は促進する収用適格事業の用に供するため、建築物を収用する必要が
あると判断する場合に、市・県の人民政府は「徴収決定」をすべきであるとされてい
る。 
また、徴収・補償条例 9 条１項によって、当該収用適格事業の建設は、「国民経済
及び社会発展計画、土地利用の全体計画、都市計画、専門計画」に適合すべきである
とされている、また、低所得者向けの公営住宅プロジェクト、旧市街の再開発は、市・
県の国民経済及び社会発展年度計画の中に含められなければならないと規定されて
いる。 
都市計画がもともと全体計画に基づき制定されるものであるため、本稿は国有地上
の建築物の収用と全体計画との接合について検討を行わない。また、全ての収用適格
事業について専門計画が制定されるわけではないため、本稿は専門計画についても検
討を行わない。 
以下、検討の便宜のために、本稿は、「徴収決定」の実質的要件を、 
要件１——徴収・補償条例 8条の列挙している収用適格事業に該当すること 
要件２——国家安全又は国民経済および社会発展といった公共利益を保障し又は
促進するために建築物を収用する必要があること 
要件３——国民経済及び社会発展計画に適合すること、低所得者向けの公営住宅プ
ロジェクトの建設及び旧市街地の再開発については、市・県の国民経済及び社会
発展年度計画の中で入れられなければならないこと                                                         
51 前出注（49）。 
52 前出注（49）。 
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要件４——都市計画に適合すること 
と整理する。 
草案について一般意見を聴取するに際して、「例えば、教育、科学技術、文化、衛
生、体育等の名のもとに行われる事業は、最終的に商業的な利用にも供する場合には、
公共利益要件を満たさないとすべきであるという制限を加える」ことが提唱された 53。
この意見について、国務院は、「社会主義市場経済の下で、公共サービス供給主体の
多元化は社会発展の必然的な動きであり、その過程において、市場メカニズムの導入
も必要である。市場メカニズムの導入によって、商業的要素が存在することは公共利
益の判断基準にはならない」と述べ、それを否定しつつ、「国民経済及び社会発展計
画、土地利用の全体計画、都市・農村計画、専門計画のコントロール機能を通じて、
土地の節約的且つ合理的な利用ができる」54といった考えに基づき、最後の確定文で、
要件３、要件４（徴収・補償条例９条）を規定し、いわば「計画的なコントロール」
55を加える。  
他方で、徴収・補償条例 8 条（二）（政府が組織して実施するエネルギー資源、交
通、水利等のインフラ施設の建設）、（三）収用適格事業（政府が組織して実施する科
学技術、教育、文化、衛生、体育、環境及び資源の保護、防災減災、文化遺産の保護、
社会福祉、市政公用等に関する公共事業）について、草案においては、「国家が重点的
に支持する且つ計画に入れる」という限定が加えられていたが、確定文で「政府が組
織して実施する」という限定に変わった。この点について、草案に関する意見説明に
おいては、何らの説明もないが、この修正は、政府を収用適格事業の組織者と位置づ
けつつ、他の主体が事業に参加することを拒否しない趣旨と理解できるかもしれない。 
 
5) 要件２と要件３の関係 
草案で、「公共利益のために、県及びその以上の地方人民政府は、建築物を収用しよ
うとするとき、徴収決定を行うべきである」と規定していた。確定文でそれは要件２
に変わった。要件２も曖昧なものであるが、その内容は国民経済及び社会発展計画に
が策定される時期において決められるだろう。 
中国で、国務院及び県以上の各級人民政府は、国民経済及び社会発展計画を制定し
て、同級の人民代表大会（又は人民代表大会の常務委員会）は、それを審議して批准
するとされている（憲法 62 条の（九）、89条の（五）、99 条２項）。国民経済及び社
会発展計画は、「国家戦略の意図を説明し、経済及び社会発展の目標、主な任務、政府
作業の重点を明確にし、市場主体行動をガイドするものであり、政府が職責を履行す
る重要な依拠である」と位置付けられており、非常に重要な役割を演じている 56。そ                                                        
53 前出注（49）。 
54 前出注（49）。 
55 朱建新「制度变革的司法应对与思维更新——析房屋征收行政审判的新形势与新思路（制度変革に関する
司法上の対応及び考え方の更新——房屋徴収に対する司法審査の動き）」（法律適用、2011年第６号）24−27頁
（27頁）。 
56 「国民経済と社会発展第十三次五ヶ年計画要綱」http://news.xinhuanet.com/fortune/2016-
03/17/c_1118366322.htm 
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こにおいて、ある領域に関して、その発展の目標だけではなく、具体的な事業も定め
られている。 
また、国民経済及び社会発展計画は、長期的計画（計画期限は 10 年以上である）、
中期的計画（計画期限は 5 年である）、年度計画に分けられている。年度計画は、１
年間で実現しようとする経済及び社会発展の目標、政府の主な活動等を定めるもので
ある。低所得者向けの公営住宅プロジェクト、旧市街の再開発が年度計画で定められ
た場合、その具体的な実施を開始しなければならない。 
 
6) 国有地上の建築物の収用と都市計画との接合 
徴収・補償条例 8条において、旧市街地の再開発は、都市・農村計画法の関係する
規定に基づき行われるものとされている。都市計画編成弁法 20 条により、都市マス
タープランは、市の都市・鎮体系計画及び都心部の計画を含む。都心部の計画におい
ては、「旧市街地の範囲を画定して、それを更新する原則、方法、その生活環境を改善
する基準を明確にする」ことを定めるべきであるとされている（都市計画編成弁法 31
条の（十六））。すなわち、旧市街地の再開発の具体的な内容は、都市マスタープラン
で定めねばならない。 
 また、都市計画編成弁法 32 条により、都市マスタープランにおいては、道路、軌
道、水源地及びその保護区といったインフラ施設、文化、教育、衛生、体育等の公共
サービス施設、都市文化遺産の保護、環境保護、汚染対策、都市防災プロジェクトと
いった事業が、必ず定められなければならないとされている。すなわち、徴収・補償
条例 8条の（二）、（三）が列挙している収用適格事業の多くも、都市マスタープラン
で定めねばならないのである。 
 すでに紹介したように、控制型詳細計画は都市マスタープランに基づき制定され
るものであり、そこにおいては、地域の土地の用途を明確にせねばならない。都市
マスタープランで定められていない収用適格事業についても、その土地用途の規定
に適合しなければならないとされている。 
 
7) 収用の手続き 
徴収・補償条例の草案においては、県及びその上級地方人民政府は、徴収決定をす
る前に、発展改革、都市・農村計画、国土資源、環境保護、文化遺産保護、建設等の
主管部門を合わせて、徴収の目的、徴収対象の範囲、実施の時間等の事項について、
論証を行った後、それらの事項を公表して、論証会、公聴会、またはその他の手段を
通じて、収用される建築物の所有者、公衆及び専門家の意見を聴取すべきであるとい
った手続きが措置されていた 57。しかし、成立した徴収・補償条例においては、上記
の手続きが削除され、その代わりに、市・県の人民政府が徴収決定をする前に、かか
わる規定に従い、「社会安定性リスクアセスメント（社会穏定風険評估）」を行わなけ                                                        
57 「国有土地上房屋征收与补偿条例（征求意见稿）（国有地房屋徴収及び補償条例一般意見聴取草案）」
http://www.china.com.cn/policy/txt/2010-01/29/content_19328383.htm 
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ればならないとされている（徴収・補償条例 12条 1 項）。すなわち、「徴収決定」の
手続的要件として、社会安定性リスクアセスメントを行うことのみが要求されている。
これについて、次の部分で具体的に検討する。 
また、「徴収決定」をする前に、徴収補償計画案の作成は済むはずであり、見積も
りによる補償金も金融機関に供託しなければならない（徴収・補償条例 12 条 2 項）。
徴収補償計画案の作成については、収用の実施機関が計画案を策定し、市・県の人民
政府に提出する（徴収・補償条例 10条 1項）、後者はそれを論証したり、公表したり
して、一般的意見を聴取しなければならない（徴収・補償条例 10条 2項）、収集した
一般的意見及びそれに基づき改正された徴収補償計画案を遅滞なく公表すべきであ
る（徴収・補償条例 11条 1 項）とされている。また、危険な建築物集中しているま
たはインフラの施設が不完備な地域の再開発の用に供するため、建築物を収用する場
合、建築物所有者の多くは、徴収補償計画案が本条例に違反すると考えれば、市・県
の人民政府は、公聴会を行って、そこで収集した意見に基づき計画案を改正しなけれ
ばならない（徴収・補償条例 11条 2項）。 
 市・県の人民政府は、「徴収決定」をした後、遅滞なく、事業の種類、収用対象と
なる者の範囲、「徴収補償協議」を結ぶ期限、収用を実施する機関、徴収補償計画
案、「徴収決定」に対して行政不服審査又は行政訴訟を提出する権利を有すること等
を告示しなければならないとされている58。 
「徴収決定」が告示された後、その法効果として、建築物の所有者は、告示され
た期限以内に、徴収補償計画案による補償の方式、金額、支払期限等の事項につい
て、収用の実施機関と「徴収補償協議」を結ぶものとされ（徴収・補償条例25条1
項）、その期限以内に、収用の実施機関と建築物の所有者との間で、「徴収補償協
議」を結ぶに至っていない、または、建築物の所有者が不明である場合に、収用の
実施機関が市・県の人民政府に申請を提出して、後者は徴収補償計画案に基づき、
「補償決定」を行うことができるとされている（徴収・補償条例26条1項）。「補償決
定」も告示しなければならない。建築物の所有者は、「補償決定」について、行政不
服審査又は行政訴訟を提出することができる（徴収・補償条例26条3項）。 
要するに、収用の流れとしては、「徴収決定」が告示されたとき、収用権が発動さ
れるのであって、「徴収補償協議」及び「補償決定」は収用権を行使する手段にすぎな
い。 
また、徴収・補償条例において、「徴収補償計画案」の妥当性を確保するためには、
計画案の公表、一般意見の収集、公聴会の開催といった手続きが措置されていること
に対して、「徴収決定」をする前には、社会安定性リスクアセスメントを行うことの
みが要求されているに過ぎない。 
 
三、 徴収決定の実質的要件についての司法審査                                                         
58 告示の内容について、徴収及び補償条例 13条１項は、補償計画案、行政不服審査又は訴訟を提出する権
利しか規定していない。他の事項については、収用対象の範囲、「徴収補償協議」を結ぶ期限、収用を実施する
機関は一般的に告示されているが、事業の種類等は必ずしもそうではない。 
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徴収・補償条例の制定により、公共利益が具体化され、裁判所が初めてそれを審査
することができるようになった。すなわち、裁判所は、行政機関の行う「徴収決定」
が、徴収・補償条例の規定している実質的要件及び手続的要件を満たすかどうかを審
査することを通じて、公共利益要件の該当性について判断できる。 
すでに述べたように、徴収・補償条例 8 条は、収用適格事業を列挙するに際して、
「インフラ施設」、「公共事業」といった包括的概念、又は「科学技術」や「文化」と
いった範囲の広い概念を用いており、そのような概念について、裁判例がどのように
収用適格事業の該当性を判断するかが問題となる。また、旧市街地の再開発について
は、そもそもそれ自体として商業的開発と区別され難いし、旧市街地の範囲の画定も
難点になるため、それが公共利益要件を満たすかどうかをめぐる争論も少なくない。 
以下、中国裁判文書ウェブサイトで登載されている具体的な裁判例に目を転じ、そ
れらの裁判例を考察しながら、公共利益の実質的要件の問題点を分析してみる。なお、
中国は、判例の統一性を求めるためにいろいろと工夫しているが 59、現在その統一性
はほとんど実現されていないことに注意しなければならない。 
 
1. 不確定な概念についての司法審査 
1) 総合物流園は「インフラ施設」に該当するか（以下「物流園判決」という） 
2012 年 12 月 31 日に赣州市人民政府が「赣州開発区総合物流園に関する国有地上
建築物徴収決定」を告示した。収用対象である建築物を所有する原告は、本件の「徴
収決定」は公共利益要件を満たさないと主張して、「徴収決定」の取り消しを求めた
訴訟を提起した。 
物流という事業は、徴収・補償条例 8条で具体的に列挙されていないし、それが「公
共利益」となる事業に該当すると規定する法律或いは行政法規も存在しない。しかも、
本件計画案によって、当該総合物流園においては、物流の他に、貿易、産業交流とい
った機能も集中しているのである。 
一審判決（（2013）赣中行初字第 3 号）は、当該総合物流園の建設は、徴収・補償
条例 8条の（二）で規定している「インフラの建設」に該当するものであり、現代の
物流業を発展させたり、投資の環境を改善したりするのに役に立つと判断して、公共
利益要件の該当性を認めた。原告は控訴した。 
控訴審判決（（2013）赣行終字第 37号、中国裁判文書ウェブサイトに登載）は一審
判決の判断を認めた上で、「物流業は、産業構造の調整、経済発展の方式の変転、経済
競争力の強化といった場面で極めて重要な機能を有するものである。その故に、国務
院及びそれに属する部門、委員会は、相次いで物流業の調整及び振興計画、物流業の
発展を促進する政策及び措置に関する意見、全国物流園の発展計画を公布して、各級
政府に、大いに力をこめて、物流業の発展及び物流園の建設に推進すると明確に要求
する。それに応じて、赣州市国民経済及び社会発展第十一次、第十二次五カ年計画に                                                        
59 例えば、最高裁は、司法審査の基準等を統一するために、「最高人民法院の判例指導の仕事に関する規定」
に基づき、いわば「指導判例」を公表している。 
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おいて物流業の発展、及び総合物流園の建設が明確に提出され、赣州市創新区控制型
詳細計画において当該総合物流園の位置、範囲などが具体的に定められている。また、
専門計画も制定される」と説明した。 
本件において、物流、貿易、産業交流といった機能が集中している総合物流園が、
徴収・補償条例８条（二）にいう「インフラ施設」に該当するかどうかということが
問題になったが、控訴審判決は、「インフラ施設」の概念を具体的に解釈せずに、要件
１（収用適格事業該当性）の充足を認めた。そして、要件２（公共利益の保障・促進）
については、「物流業は、産業構造の調整、経済発展の方式の変転、経済競争力の強化
といった場面で極めて重要な機能を有するものである」、要件３（国民経済及び社会
発展計画への適合）については、「総合物流園の建設は、国民経済及び社会発展計画
に適合する」とし、要件４（都市計画への適合）についても認められるという判断を
行なった上で、公共利益要件の該当性を認めた。 
 
2) 科学技術園は公共利益要件を満たすか（以下「科学技術園判決」という） 
2013年 5月 13日に温州市甌海区人民政府は「温州市大学科学技術園（一期）に関
する国有地上建築物徴収決定」を告示した。収用対象地で企業を持っている原告らは、
その徴収決定の取り消しを求めた訴訟を提起した。公共利益要件について、一審判決
（（2013）浙温行初字第 56 号）は、「温州市大学科学技術園（一期）は、都市経済の
発展を促進するために行われるものであり、それによって、本来小規模な軽工業を主
な産業としていた地域が、ハイテクノロジー産業及び新エネルギー産業が集中してい
る地域に転換する」と述べ、その該当性を認めた。原告らは控訴した。 
原告らは、「一審判決は、本件収用は産業構造のアップグレーディングを目的とす
るものであると判断し、公共利益要件の該当性を認めたが、それは実際に、経済的利
益を目的とするものであり、政府の財政収入を増加することを目的とするものに過ぎ
ない。収用対象地は、徴収・補償条例 8条の（三）で定めている科学技術……等の公
共事業の用に供するわけではなく、そこでは、オフィスビル等が計画され、本件収用
は、公共利益のために行うものではない」と主張した。 
原告らの主張に対して、控訴審判決（（2014）浙行終字第 58号判決、中国裁判文書
ウェブサイトに登載）は、「温州市大学科学技術園は、ハイテクノロジー企業の創立、
科学技術成果の実用化及びイノベーション人材の育成に供する基地として、産業構造
の調整及びハイテクノロジー産業の発展といった場面で働いて、温州市の経済発展を
促進する」と強調した上で、「科学技術園においては、オフィスビル、ホテル、広場、
道路、公園が計画されるが、オフィスビル、ホテルを建てることを理由で、公共利益
要件の該当性を否定することはできない、本件科学技術園は、徴収・補償条例 8条の
（三）で定めている科学技術の公共事業に当たる」と判断した。また、控訴審判決は、
「科学技術園の建設は、2012年及び 2013年の甌海区人民代表会議の審議を経て、重
要なプロジェクトとして、甌海区国民経済及び社会発展の年度計画で定められている」
ことを指摘した。 
本件科学技術園の位置、範囲については都市計画では具体的に定められていないが、
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同市茶白区梧慈地域の控制型詳細計画においては、収用対象とされる土地が商業サー
ビス用地と予定されていることがわかる。そして、裁判所は、科学技術園の建設は、
その土地用途の規定に適合すると判断して、要件４（都市計画への適合）の該当性を
認めた。 
本件一審判決及び控訴審判決は、科学技術園が徴収・補償条例 8 条の（三）「科学
技術の公共事業」として収用適格事業に該当する（要件１）と認めた理由について、
何も説明していない。その上で、要件２（公共利益の保障・促進）については、「産業
構造の調整及びハイテクノロジー産業の発展といった場面で働いて、温州市の経済発
展を促進する」、要件３（国民経済及び社会発展計画への適合）については、国民経済
及び社会発展計画で定められていることを重視して、公共利益要件の該当性を認めた。 
 
2. 旧市街地の再開発に関する公共利益要件の判断 
旧市街地の再開発の場合には、物流園判決及び科学技術園判決のように、不確定概
念が問題となるわけではない。それについての争点は、主に、当該旧市街地の再開発
を行う必要性があるか（以下争点１という）、または、旧市街地の再開発自体の必要
性については疑問がないが、具体的な建築物が、旧市街地の再開発の対象となるか（以
下争点２という）といった二つの点にある。 
 
1) 争点１（当該旧市街地の再開発を行う必要性があるか）についての司法審査 
従来の裁判例において、旧市街地の再開発を行う必要性の有無について、三つの判
断方法が見られる。 
i. 判断方法１ 
「石柱県棉花坝蔵経寺民族体育場地域再開発に関する国有地上建築物徴収決定」
（2013 年 5 月 14 日に告示された）取消訴訟の控訴審判決（（2014）渝高法行終字第
00089号、中国裁判文書ウェブサイトに登載、以下「棉花坝地域再開発判決」という）
において、裁判所は、要件１（収用適格事業該当性）——棉花坝地域が「危険な建築物
集中しているまたはインフラの施設が不完備な地域」に該当するかどうか——について、
2012 年に石柱県市政局が同県国土管理機関に送った「棉花坝蔵経寺民族体育場地域
におけるインフラ施設の状況に関する説明」、棉花坝地域における建築物の写真、及
び棉花坝地域における建築物の安全評価報告といった証拠を審査して、その該当性を
認めた。 
また、同判決は、石柱県の発展及び改革委員会は、本件再開発の建設が国民経済及
び社会発展計画及び年度計画で定められていると確認すること、同県の都市・農村計
画局は、新しい都市計画において、その再開発を定めると同意することを指摘して、
要件３（国民経済及び社会発展計画への適合）、要件４（都市計画への適合）の該当性
も認めて、本件徴収決定が適法なものであると判断したが、後に検討するように、要
件４（都市計画への適合）の該当性を認めることについては疑問が残る。 
なお、「危険な建築物が集中しているまたはインフラの施設が不完備な地域」に該
当するかどうかについて審査を行ったのは、この判決しかない。 
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ii. 判断方法２ 
要件１（収用適格事業該当性）の該当性を審査せずに、要件２——当該再開発が国家
安全、国民経済および社会発展といった公共利益を保障し又は促進するかどうか——の
該当性を審査して判断を行う裁判例が多い。例えば、「普安県経貿地域再開発に関す
る国有地上建築物徴収決定」（2014 年 9 月 18 日に告示された）取消訴訟の控訴審判
決（（2015）黔高行終字第 498 号、中国裁判文書ウェブサイトに登載、以下経貿地域
再開発判決という）において、裁判所は、「本件再開発は、土地を活用させたり、都市
の機能を向上させたりして、経済発展を促進するのに役に立つものでる。また、本件
再開発によって、生活環境及び居住環境が改善され、地域住民がその利益を享受する」
と述べ、要件２の該当性を認めた。    
また、裁判所は、普安県国民経済及び社会発展第十二次五カ年計画概要（2011年か
ら 2015 年まで）において、旧市街地を再開発して、県の都心部を重点として都市の
建設を行うと定められていること、2013年年度計画において、旧市街地の再開発を推
進することが主な任務とされていること、普安県マスタープラン（2007 年から 2020
年まで）の 2010 年変更計画案において、旧市街地の再開発について、方針が定めら
れていることを指摘して、要件３（国民経済及び社会発展計画への適合）、要件４（都
市計画への適合）の該当性を認めて、本件徴収決定が適法なものであると判断した。 
 
iii. 判断方法３ 
要件３（国民経済及び社会発展計画への適合）の該当性のみについて審査して判断
を行う裁判例もある。例えば、「眉山市東坡区三蘇像広場及びその東側地域再開発に
関する国有地上建築物徴収決定」控訴審判決（（2014）川行終字第 128 号、中国裁判
文書ウェブサイトに登載）において、裁判所は、「本件再開発は、2011年東坡区国民
経済及び社会発展年度計画で定められて……しかも、人民代表大会の審議を経て批准
を受けた」ことしか述べず、本件徴収決定が適法なものであると判断した。 
 
2) 争点２（具体的な建築物が、旧市街地の再開発の対象となるか）についての司法
審査 
具体的な建築物が、旧市街地の再開発の対象とされるべきではないという理由で、
その再開発が違法であると主張して、建築物徴収決定の取消を求めた訴訟もある。 
2013年 11月 16日に、奎文区政府は、「濰坊市老市委地域の再開発に関する国有地
上建築物徴収変更決定」を告示した。そこで家屋を有する原告は、「自分が住んでい
るマンションは、危険な建築物ではないし、インフラ施設の不完備な状況もない」と
主張して、徴収変更決定の取消を求めた訴訟を提起した。その主張に対して、一審判
決（（2014）濰行初字第 17 号、以下老市委地域再開発判決という）は、「原告の住ん
でいるマンションが所在する地域においては、多数の建築物は、１９７０年代ないし
８０年代に建てられたものであり、インフラ施設も不完備であり、地域住民の生活環
境は、経済発展に合わない。少数の建築物は、９０年代に建てられたものであり、イ
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ンフラ施設が不完備な状況は存在しないが……（都市——引用者注）計画の視点から、
地域全体として計画したほうがよい」と述べた。そして、本件再開発は、その範囲、
改善する基準等が「濰坊市奎文区国民経済及び社会発展第十二次五カ年計画概要
（2011年から 2015年まで）」で定められており、奎文区第十六次人民代表大会がその
計画概要を審議して批准したこと、土地利用の全体計画（2006 年から 2020 年まで）
及び濰坊市都市マスタープラン（2011年から 2020年まで）に適合すること、本件再
開発の建設は濰坊市奎文区国民経済及び社会発展 2013 年年度計画で定められている
ことを指摘して、要件３（国民経済及び社会発展計画への適合）及び要件４（都市計
画への適合）の該当性を認めて、本件徴収変更決定が適法なものであると判断した。
原告は控訴した。控訴審判決（（2014）魯行終字第 139 号、中国裁判文書ウェブサイ
トに登載）は一審判決の判断を認めた。 
また、「奉化市中山地域の再開発に関する国有地上建築物徴収変更決定」（2013年 5
月 13 日に告示された）取消訴訟控訴審判決（（2014）浙行終字第 54 号、中国裁判文
書ウェブサイトに登載、以下中山地域再開発判決という）において、「自分が住んで
いる建物は 10 年前に建てられて、インフラ施設が完備しているし、周辺の環境も美
しいため、危険な建築物の集中しているまたはインフラの施設が不完備な地域に当た
らない」という控訴人（原審原告）の主張に対して、裁判所は、具体的な建築物が旧
市街地の範囲内に画定されるべきかどうかについての判断基準を、当該旧市街地の画
定が「都市・農村計画法のかかわる規定に適合するかどうか、且つ国民経済及び社会
発展年度計画に入れられ、人民代表大会の審議を経て批准を受けるかどうか」とした。 
 
3. 裁判例から見る公共利益の実質的要件 
1) 要件１（収用適格事業該当性）の形骸化 
 要件１は、収用適格事業該当性を要求するが、収用適格事業の具体的な範囲を画定
する徴収・補償条例 8条は「インフラ施設」、「公共事業」といった包括的概念、又は
「科学技術」、「文化」といった範囲の広い概念を用いており、非常に漠然としたもの
である。総合物流園判決及び科学技術園判決が示しているように、裁判所は、要件１
の該当性について、行政庁の判断に対する審査を行わず、直ちに認めた。 
 しかし、科学技術の公共事業といっても、例えば科学技術館の場合であれば、それ
が科学技術や産業技術に関する知識を広く国民に対して普及・啓発することを目的と
して、公共利益のために行われるものであると認めることができるだろう。しかし本
件の科学技術園はそれとは大きく異なり、企業の創立やオフィスビル、ホテルの建設
を主な事業の内容とするものであり、何故科学技術の公共事業とみなせるのかという
疑問が生じる。裁判所は、事業の内容・性質等の判断基準に従い、科学技術園を科学
技術の公共事業から排除することも可能だったと思われる。 
 旧市街地の再開発の場合には、不確定概念は問題とならない。旧市街地の再開発と
商業的開発との区別、言い換えれば、旧市街地の再開発に公共性が認められるのは、
「危険な建築物の集中しているまたはインフラの施設の不完備な地域」においては、
再開発によって、生活環境及び居住環境が改善され、不特定多数の住民がその利益を
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享受することである。「危険な建築物の集中しているまたはインフラの施設の不完備
な地域」に該当するかどうか（要件１の該当性）について審査する裁判例（棉花坝地
域再開発判決）がある。しかし、裁判所は、要件１(収用適格事業該当性)について、
それが司法審査の対象となるものと認識しながら、積極的に審査を行うわけではない
ことに注意しなければならない。 
 また、棉花坝地域再開発事業については、その範囲、更新のあり方、及び改善する
基準等はまだ都市計画で定められてはいない。都市・農村計画局が、新しい都市計画
において、その再開発を定めると同意してはいるが、当該都市計画については未だ上
級政府の批准を受けていないため、その同意に依拠して、要件４（都市計画への適合）
の該当性を認めることについても、やはり疑問が残る。戦略的選択肢として、行政側
は、棉花坝地域が「危険な建築物の集中しているまたはインフラの施設の不完備な地
域」であると強調して、証拠を提出しただろう。それにもかかわらず、裁判所が行政
庁の提出した証拠に注目し審査して、当該再開発事業に正当性をつける。 
 要するに、要件１(収用適格事業該当性)については、徴収・補償条例 8条の規定自
体漠然としているし、裁判所もそれについて積極的に審査するわけではない。結局の
ところ、要件１は徴収決定の公共性を保障するためには形骸化していると言える。 
 
2) 国民経済及び社会発展計画によるコントロール（要件２・要件３） 
 上で紹介した裁判例において、裁判所は事業が国家安全又は国民経済および社会発
展といった公共利益を保障し又は促進するものであるか（要件２）にも注目して審査
している。しかし、要件２については、裁判所がどのような事実に基づき、又はどの
ような方法を用いて審査を行うかが明確にされていない。裁判所は、ただ結論を出す
のみなのである。 
 旧市街地の再開発は、国民経済及び社会発展年度計画で定めなければならないこと
はすでに述べた。また、上記の総合物流園、科学技術園の建設も、国民経済及び社会
発展計画または年度計画で定められている。このような（要件３が満たされる）場合
に、事業は、人民代表大会の審議を経た上で、実施されるものとなる。人民代表大会
は、国家の権力機関と位置付けられる（憲法 57、96 条）ことを前提として、具体的
な事業の建設は、人民代表大会から批准を得た国民経済及び社会発展計画または年度
計画で定められれば、要件２を当然に満たすとされる。この場合、裁判所が、要件２
について行う判断は形式的なものに過ぎない。 
 また、要件２の内容は国民経済及び社会発展計画が策定される時期において定まる
ことに鑑みれば、具体的な事業の建設が国民経済及び社会発展計画または年度計画で
定められていない場合にも、裁判所は、当該事業が国民経済及び社会発展計画で定め
られる発展の目標に適合するものであるか否か（要件３）について審査を行うことを
通じて、要件２の該当性を判断することになるだろう。 
 要するに、要件２については、具体的な判断基準が明確にされていない。また、そ
の該当性についての司法審査は形式的なものであり、要件３の司法審査とも実際のと
ころ共通している。結局のところ、徴収決定の公共性を保障する上で、国民経済及び
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社会発展計画によるコントロール（要件３）が最も重要な役割を演じるのである。 
 
3) 旧市街地の再開発についての仕組み 
中山地域再開発判決は、旧市街地の再開発に関する徴収決定の判断基準を、「都市・
農村計画法のかかわる規定に適合するかどうか、且つ国民経済及び社会発展年度計画
に入れられ、人民代表大会の審議を経て批准を受けるかどうか」とした。紹介したよ
うに、都市・農村計画法のかかわる規定により、都心部の計画において、旧市街地の
再開発の範囲、更新のあり方、及び改善する基準といった具体的な内容が定められる
べきであるとされている。また、徴収・補償条例９条により、旧市街地の再開発は、
国民経済及び社会発展計画に適合することに加えて、市・県の人民政府は、それを国
民経済及び社会発展の年度計画に入れて、人民代表大会の審議を経て批准を受けなけ
ればならないとされている。しかし、これらの規定によれば、旧市街地の再開発につ
いてそれらの計画がそれぞれどのような機能を持っているか、または、それらの計画
はどのように接合するのかが明確にされるわけではない。そして、これらの問題につ
いて、以下のような理解がありうる。 
一つの理解は、経貿地域再開発判決が示すものである。市・県の人民政府は、2007
年から 2020 年にわたる都市計画において、旧市街地の再開発について、その内容を
定めて、そして、国民経済及び社会発展第十二次五カ年計画（2011年から 2015年ま
で）において、それをこの５年間で実施することを決めて、2013年の国民経済及び社
会発展の年度計画において、その実施を始めようとした。すなわち、旧市街地の再開
発については、都市計画が先行して、国民経済及び社会発展計画または年度計画が一
定の時期でそれを具体的に実施することを決めるとする。しかし、市・県の人民代表
大会は、国民経済及び社会発展計画または年度計画を審議するに際して、旧市街地の
再開発事業について、その範囲、更新のあり方、及び改善する基準等の具体的な内容
についても審議を行うかどうかを明確にしていない。 
これに対して、旧市街地の再開発事業について、国民経済及び社会発展計画が都市
計画に先行することもある。国民経済及び社会発展計画において、旧市街地の再開発
事業を行う旨しか決められず、その具体的な内容が都市計画で定められることとして、
市・県人民政府は、都市計画を制定した後、当該再開発事業を年度計画に入れてその
実施を決めるということがあり得る。この場合に、市・県の人民代表大会は、国民経
済及び社会発展の年度計画を審議するに際して、旧市街地の再開発事業の具体的な内
容を審議するのかということが問題となる。また、国民経済及び社会発展計画におい
て、旧市街地の再開発事業の具体的な内容が定められている場合もあり得る。この場
合には、旧市街地の再開発について、都市計画は、国民経済及び社会発展計画に従わ
なければならないだろう。そうであれば、都市計画に適合すると規定すること（要件
４）が一体どのような意味を有するかについては、疑問が生じる。 
 要するに、現行の法システムの下で、旧市街地の再開発事業について、国民経済及
び社会発展計画及びその年度計画、都市計画が、どのように接合するか、それぞれど
のように機能しているかは明確にされていない。そして、旧市街地の再開発事業の公
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共性はどのように保障されるかについては疑問が残る。 
 
四、 国有地上の建築物の収用に関する社会安定性リスクアセスメント 
1. 国有地上の建築物の収用に関する社会安定性リスクアセスメントの経緯 
2011 年徴収・補償条例の制定により、社会安定性リスクアセスメント制度が導入
された。しかし、同条例はその具体的な内容について何も規定していない。 
社会安定性リスクアセスメント制度は、四川省遂寧市をもって嚆矢として、全国で
広めて実行されてきたものである 60。2005年の年初、遂寧市は、悪性事件、群体性事
件(集団的抗議行動)を引き起こしやすい旧市街地の再開発、房屋の立退き、土地徴収
といった事項に対して、「重大なプロジェクトの建設に関する安定性社会安定性リス
クの予測評価制度」を確立した。その制度により、社会安定性リスクアセスメントを
経ないプロジェクト、又は、社会安定性リスクアセスメントを経て、予測された問題
を解決しないプロジェクトについては、着工することができないとされている。同年
の 9月に、遂寧市は社会安定性リスクアセスメント制度を改善して、その適用範囲を
国有企業の労働者の利益、年金、医療、といったような国民の利益に密接する事項に
拡大した。 
遂寧市の確立した社会安定性リスクアセスメント制度は、従来の社会安定性を保つ
手段を代替するものとして、事件が起こった後、暴力手段を頼りにしてその解決を求
めるという考え方を一変して、アンケート、懇談、公聴会といった柔軟な手法を通じ
て、社会安定性に影響を及ぼすリスク要素を弁別して政府と国民との衝突を事前的に
解決することを目的として機能しており、好ましい効果を得た 61。その制度を導入す
る地方政府も増えてきた。 
社会安定性リスクアセスメント制度が全国に広まり実施される過程において、専ら
建築物の取り壊し立退きを評価の対象とするものが現れた。「南京市都市房屋の取り
壊し立退きに関する社会安定性リスクアセスメント施行規則」（以下「南京市社会安
定性リスクアセスメント施行規則」）がその例である 62。2011年徴収・補償条例の制
定後、専ら国有地上の建築物の収用を評価の対象とする社会安定性リスクアセスメン
ト制度も相次いで出てきた。例えば、「西安市国有地上の建築物の収用に関する社会
安定性リスクアセスメント施行規則」（以下「西安市社会安定性リスクアセスメント
施行規則」）、「塩城市国有地上の建築物の収用に関する社会安定性リスクアセスメン
ト（暫定的）施行規則」（以下「塩城市社会安定性リスクアセスメント（暫定的）施行
規則」がその例である。 
ちなみに、専ら建築物の取り壊し立退き又は収用を対象とする社会安定性リスクア
セスメント制度の中で、政策の制定及び具体的な事業の実施の両方について社会安定                                                        
60 社会安定性リスクアセスメント制度の経緯は、顧大松「论我国房屋征收的社会稳定风险评估机制的功能定
位及其架构－一个风险规制的行政法学视角（わが国の建築物収用に関する社会安定性の社会安定性リスクア
セスメントシステムの機能及び構造－社会安定性リスク規制の行政法学視点）」（江蘇行政学院学報、2012年 4
号）130−136頁（131−132頁）を参照。 
61 顧大松前出注（60）・131頁。 
62 徴収及び補償事例が制定された後、まだ施行されている。 
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性リスクアセスメントを行わなければならないと規定しているものもある。前に挙げ
た南京市の社会安定性リスクアセスメント施行規則、及び「塩城市都心部国有地上の
建築物の収用に関する社会安定性リスクアセスメント（暫定的）施行規則」（以下「塩
城市社会安定性リスクアセスメント（暫定的）施行規則」はその例である。 
要するに、徴収・補償条例は、「徴収決定」をする前に、社会安定性リスクアセス
メントを行わなければならいないと規定しているが、それに関して、統一的な法律又
は行政法規はなく、地方政府はそれぞれ制定する行政規則に従って、社会安定性リス
クアセスメントを行うのである。 
  
2. 社会安定性リスクアセスメント制度の内容 
各地で施行されている社会安定性リスクアセスメント制度の内容において、異なっ
ている箇所があることは当然であるが、以下では、一般的・典型的と思われるものを
紹介する。 
 
1) 社会安定性リスクアセスメントの主体 
社会安定性リスクアセスメントの主体については、大雑把に三種類に分けられてい
る。 
第 1 に、「徴収決定」を行う機関——市・県の人民政府——の設立する社会安定性リス
クアセスメント機関が社会安定性リスクアセスメントを行うものである。その社会安
定性リスクアセスメント機関は一般的に、陳情機関、維穏（社会安定の維持）機関、
収用の実施機関、裁判所、警察局、検察院、専門家等に構成される。市・県の人民政
府は、社会安定性リスクアセスメントに責任を負う。「鎮江市国有地上の建築物の収
用に関する社会安定性リスクアセスメント施行規則」（以下鎮江市社会安定性リスク
アセスメント施行規則）、「西安市社会安定性リスクアセスメント施行規則」等はその
例である。 
第 2に、収用の実施機関が社会安定性リスクアセスメントを行うとされているもの
である。「荊門市国有地上の建築物の収用に関する社会安定性リスクアセスメント施
行規則」（以下「荊門市社会安定性リスクアセスメント施行規則」）、「塩城市社会安定
性リスクアセスメント（暫定的）施行規則」はその例である。 
多くの社会安定性リスクアセスメント制度は、上記の二つの形を採るが、収用の主
体と独立している機関を社会安定性リスクアセスメントの主体に該当するとするも
のもある。例えば、「常徳市国有地上の建築物の収用に関する社会安定性リスクアセ
スメント施行規則」（以下「常徳市社会安定性リスクアセスメント施行規則」）は、事
業の性質によってそれを主管すべき行政機関が社会安定性リスクアセスメントの主
体に該当する、その主管機関がない場合に、当該事業の所在する街道弁事処（人民政
府の派出機関）又は人民政府の指定する機関が社会安定性リスクアセスメントの主体
に該当すると規定している。 
また、社会安定性リスクアセスメントに関する具体的な仕事を、許可を受けて、中
立性を有する、専ら評価を行う社会組織に委託することができるとされている社会安
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定性リスクアセスメント制度も少なくない。 
 
2) 社会安定性リスクアセスメントの事項 
多くの社会安定性リスクアセスメント施行規則は、社会安定性リスクアセスメント
を行うにあたっては考慮すべき事項を「合法性」、「合理性」、「実行性」、「コントロー
ルできる程度」に分けて規定している。その内容は、一般的に、次のようなものとさ
れている。 
(一) 合法性。当該収用は、関わる法律、法規命令、政策等に適合するかどうか 
(二) 合理性。当該収用は、多数の国民の基本的権利が侵害されるかどうか、多数の国
民の利益に叶い、彼らの支持が得られるかどうか等 
(三) 実行性。徴収補償計画案が公平かつ合理的なものであるかどうか、建築物の所有
者に対する補償金の額は、当地の経済及び社会の発展に合うかどうか、収用への
資金の支持が十分に保障されるかどうか等 
(四) コントロールできる程度。悪影響をもたらすかどうか、群体性事件を引き起こす
要因があるかどうか、社会安定性リスクに対応する措置があるかどうか、又はそ
の社会安定性リスクをコントロールすることができるかどうか等 
社会安定性リスクアセスメントの事項について、具体的な事案によって、考慮要
素となるものが異なって、それを社会安定性リスクアセスメント主体の判断に任せ
る。具体的な考慮要素について、理論的研究はわずかであるが、その中では次のよ
うな提案がある。 
例えば、「合理性」については、「生態系に重大な影響を与えるかどうか」、「周辺
に汚染、騒音をもたらすかどうか」、「地域住民の生活習慣を変える程度」、「利益の
関わる者の生産、生活、就学、通勤等にコストを加えるかどうか」といった具体的
な要素を考慮しなければならないと考えられる63。 
難点は、「コントロールできる程度」を判断するにあたって、どのような要素を考
慮すべきであろうかということにある。それに関しては、「収用対象となる者の世帯
数、人数、年齢、性別、学歴、職歴、勤務先、また、その中で、失業・レイオフ者
の人数、生活保護費を受けている者の人数、認知障害のある者の人数、刑罰を受け
た者の人数、暴力的傾向のある者の人数といった基本情報について、統計をとった
上で、社会の安定性を脅かす事件を作り出す恐れがある者、事件に積極的に参加す
る恐れがある者について分析を行うべきである」という提案がある64。 
  
3) 社会安定性リスクアセスメントの流れ 
 社会安定性リスクアセスメントは一般的に次のような流れで行われる。                                                         
63 陳瑩瑩「浅谈城市房屋征收社会稳定风险评估（都市房屋収用に関する社会安定性リスクアセスメントについ
ての議論）」（江蘇省不動産価格評価及び仲介協会ウェブサイトに登載、2013年 12月 18日）
http://www.jsrea.cn/1169 
64 王春生「房屋征收的社会稳定风险评估（都市房屋収用に関する社会安定性リスクアセスメント）」（中国弁護
士、2011年 6号）70－71頁（70－71頁）。 
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(一) 評価の準備。評価の具体的な内容、手段、期限等を明確し、評価の計画案を制
定する。 
(二) 情報の収集。アンケート、懇談会等の手段を通じて、第三者機関、収用の対象
となる者、及び一般大衆の意見を聴取する。必要があった時、一般大衆の代
表、専門家、人大代表、政協委員等65を参加者とする公聴会を開催して、上記
の事項について論証を行う。公聴会を開催しなければならないと規定している
もの又は公聴会の開催を規定しないものもある。 
(三) 社会安定性リスクの分析及び対策の提案。情報を収集した上で、社会安定性に
影響を及ぼす社会安定性リスクを分析して、対策を提案する。 
(四) 社会安定性リスクアセスメント報告の作成。社会安定性リスクアセスメント報
告を作成して、そこにおいて、リスクの程度を判断して、当該事業が実施でき
るか、実施を一時見合わせるか、または実施できないかとの結論を出す。 
 
4) 社会安定性リスクアセスメントの効力 
徴収・補償条例が制定された後、専ら国有地上の建築物の収用を対象とする社会
安定性リスクアセスメント制度の中で、社会安定性リスクアセスメントの結論が
「徴収決定」にどのような効力を持っているかについて明確に規定しているものも
ある。 
例えば、荊門市社会安定性リスクアセスメント施行規則によれば、収用の実施機
関が社会安定性リスクアセスメント報告を同級の陳情機関及び維穏機関に提出して
審査を受けた後、同級の人民政府に提出して、後者は社会安定性リスクアセスメン
ト報告を審査する。そして、実施を一時見合わせる又は実施できないと評価された
事業については、社会安定に影響を及ぼすリスクが高くて、一時に解決することが
できないと認める場合に、「徴収決定」を一時見合わせる、または「徴収決定」をし
ないとすべきであるとされている。すなわち、市・県の人民政府は「徴収決定」を
行うかどうかを判断するに当たっては、社会安定性リスクアセスメントの結論をそ
の判断の依拠とすべきであるとされている。 
また、「徴収決定」は、社会安定性リスクアセスメントの結論に直ちに拘束される
と規定しているものもある。例えば、鎮江市社会安定性リスクアセスメント施行規
則によれば、社会安定性リスクアセスメント報告で、（１）実施を一時見合わせると
評価された事業については、３か月以内に「徴収決定」を行うことができない、
（２）実施できないと評価された事業については、６か月以内に「徴収決定」を行
うことができない、（３）公共利益のため収用を行う必要が確かにある場合に、６か
月後再び社会安定性リスクアセスメントを行うべきであるとされている。 
  
3. 社会安定性リスクアセスメントの機能 
                                                        
65 政協は、政治協議会議の略称である。 
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前述したように、徴収・補償条例の草案で規定していた論証会、公聴会等の手続
きは、最終的に社会安定性リスクアセスメントと変更された。その理由について
は、何も説明されなかったが、国民の意志を問わず、彼らの生活基盤を強制的に奪
うものとして、収用の分野では、悪性事件、群体性事件が頻発しており、社会安定
性リスクアセスメント制度が確立された最初からそこで機能してきて、経験が積み
重なったし、好ましい効果も得た、その故に、社会安定性リスクアセスメント制度
が重視されてきて、2010年に国務院が「法治政府作りに関する意見」で「行政政策
決定に関する社会安定性リスクアセスメント制度の改善」を明確に提出した、ま
た、2011年に公布した「中華人民共和国国民経済及び社会発展第十二次五カ年計画
概要」において、社会問題調停メカニズムの一環として、「重大事業プロジェクト
の建設と重大政策の制定における社会安定社会安定性リスクアセスメント制度を構
築する」ことが要求されているといったようなことにあると推測することができる
だろう。 
社会安定性リスクアセスメントは、収用の分野における社会矛盾を調停して、そ
れに起因する悪性事件、群体性事件を防ぐのに機能している。徴収・補償条例が制
定された後、社会安定性リスクアセスメントの結論が「徴収決定」を拘束するとさ
れているものも出てきて、社会安定性リスクアセスメントの機能について、新しい
方向性を示している。すなわち、荊門市や鎮江市の社会安定性リスクアセスメント
施行規則によって、社会安定性リスクアセスメントの結果は、「徴収決定」の判断も
左右するとされている。 
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第３章 日本の土地収用制度における公共性 
 
これから、日本の土地収用制度に目を転じて、その公共性がどのように保障される
かを中心に議論を展開していく。 
 
第１節 日本の土地収用制度の概観 
一、 日本土地収用法の沿革 
1. 明治憲法制定前 
1) 地券渡方規則第 20条 
日本において、土地収用法制の整備は土地所有権の確立を前提とする。「土地所有
権が確立されると、公共・公益事業のためにこれを強制的に取得することを必要とす
る事態が生じることは当然予想される」からである 66。1872年（明治５年）に地券渡
方規則が改正され、その 20条において、「総テ人民所持ノ地所後来御用ノ節ハ地券ニ
記セル代価ヲ以テ御買上可相成事但家作等有之地所ノ儀ハ必ス持主承諾ノ上タルヘ
シ尤世上一般ノ利益ノ為ニ御用相成候節ハ券面通リノ代金及建物等ニ応シ相当ノ手
当差遣ハシ上地可申付事」と定められた。これは一般に日本最初の土地収用法である
とされるが、「収用の目的、要件、手続きについての規定を欠くから、近代的な土地収
用立法であると言えるものではない」とも指摘される 67。 
 
2) 公用土地買上規則 
1875年（明治８年）に公用土地買上規則が制定され、上記の地券渡方規則二十条は
廃止された。公用土地買上規則は非常に簡単なものであるが（改正・追加された後、
12 則になった）、「近代的な土地収用制度の要素となる部分を初めて体系的に規定し
た法令である」と評価される 68。 
公用土地買上規則により、公用土地買上とは、「国郡村市ノ保護便益ニ供スルタメ
院省使庁府県ニ於テ人民所有ノ土地ヲ買上ルヲ云フ」と規定されていた。買上を行う
目的は、「国郡村市ノ保護便益」すなわち「公益」と限定されていた。同規則は、「保
護便益」の内容について、具体的に列挙していなかった、言い換えれば、包括主義を
採用していたが、「但国郡村市ノ保護便益ニ供スルタメ人民ニテ鉄道電線上水等ノ大
土工ヲ起ス時」は「此ノ規則ニ準スル」と定めていた。公用土地買上規則の実際的運
用については、規則制定当初（1876－1880年）において、その運用の中心は、第一次
的に、官公署の建設敷地の取得、次に殖産興業のための工場等の敷地の取得、及びそ
れに関連する社会資本の整備を意味する道路等の土地取得であり、その後、公用土地
買上の適用範囲は学校病院の敷地の取得まで拡大した、公用土地買上の運用の中心が                                                        
66 小澤道一『逐条解説土地収用法（第三次改訂版）(上)』（ぎょうせい、2012年）2頁。 
67 小澤前出注（66）・３頁。 
68 小澤前出注（66）・４頁。また、公用土地買上規則の具体的な内容について、橋本誠一「一八七五（明治八）年
公用土地買上規則の成立と展開—近代公用収用法制研究序説」阪大法学 149・150合併号 305－352頁を参
照。 
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鉄道建設の用地取得へと移ったとの変化があった 69。 
公用土地買上ができる主体については、原則として「院省使庁府県」と限定されて
いたが、特許を得た「人民」にも公用土地買上規則の準用が認められていた 70。 
公用土地買上を要するとき、内務省を通じて大政官に上陳・允裁を得る手続きが必
要であるとされていた。公用土地買上の要件については、「公用買上ハ必ス其地ヲ要
セサルヲ得サルニアラサレハ之ヲ行ハサルモノトス」と定められていた。 
そのほかに、公用土地買上規則において、補償に関しては、買上地価や補償決定の
方法等も定められた。 
なお、公用土地買上規則は、司法手続による争訟の解決について一切規定していな
かった。土地の所有者は、「単に（事前補償を中核とする）損失補償手続を通して自己
の利益を主張することのみ」71ができるに過ぎなかった。 
 
2. 明治憲法下 
１) 明治 22年土地収用法 
1889年（明治 22年）に大日本国憲法が公布された後五カ月余、土地収用法（以下
明治 22年土地収用法という）が公布され、上記の公用土地買上規則は廃止された 72。
「この法律は、「収用」、「使用」の用語を用いることにより、従来の強制売買（買上）
の観念を払拭したこと、収用対象事業を明定したこと等の点で画期的な立法であった」
と評価される 73。 
明治22年土地収用法は、土地を収用しうる事業の内容を初めて具体的に列挙し
た。同法二条は、「（一）国防其他兵事ニ要スル土地、（二）政府、府県郡市町村及公
共組合ノ直接ノ公用ニ供スル土地、（三）官立公立ノ学校病院其他学芸及慈善ノ用ニ
供スル土地、（四）鉄道電信航路標識及測候所ノ建設用地、（五）河川溝渠ノ掘鑿道
路橋梁埠頭水道及下水ノ築造用地、（六）防火及水害予防並検疫所火葬場其他公衆ノ
衛生ニ要スル土地ノ工事ニ要スル土地」を収用・使用することができると定めてい
た。 
その手続きとして、内閣が工事のため土地を収用または使用する必要があること
を認定すること、その認定を受けようとするときは、起業者が工事計画書と図面を
地方長官に提出し、地方長官が審査して内務大臣に具申し、内務大臣がこれを閣議
に提出することが定められた。工事が認定された後、内閣は官報によって起業者、
起業地、工事の種類を公告しなければならない。工事の認定が告示された後、起業
者と土地所有者及び関係者と補償について協議して、協議調わざるときは、土地収
用審査委員会の裁決を求めることとなった。 
                                                        
69 橋本前出注（68）・325－326頁。 
70 「院省使庁」は、中央政府諸官庁（国）である。「府県」は公共団体である。橋本前出注（68）・317頁。 
71 橋本前出注（68）・349頁。 
72 明治 22年土地収用法の立法過程については、橋本誠一「一八八九（明治二二）年土地収用法の立法過程
（1）（2）」静岡大学法経研究 39号 97-126頁・40号 203-246頁を参照。 
73 小澤前出注（66）・５頁。 
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その他、明治22年土地収用法は、損失補償及び土地収用審査委員の制度も設け
て、「当時としては完備した法律であった」74。 
 
２) 明治33年土地収用法 
1900年（明治 33年）に、新しい土地収用法が制定された（以下明治 33年土地収用
法という）。この法律は、明治三一年から施行される民法との整合、調和も図った。明
治 33年土地収用法は、第一章「総則」、第二章「事業ノ準備」、第三章「事業ノ認定」、
第四章「収用ノ手続」、第五章「収用審査会」、第六章「損失ノ補償」、第七章「収用ノ
効果」、第八章「費用ノ負担」、第九章「監督、強制及罰則」及び第十章「訴願及訴訟」
からなる。より精緻な構造を持っていた。 
なお、この法律は制定後廃止までの間数次の改正を経た。 
 
3. 現憲法下 
１) 昭和 26年土地収用法の制定 
周知のように、現行の土地収用法は、日本国憲法の制定に伴い、1951 年（昭和 26
年）に公布されたものである 75。その基本構造はほぼ上記の明治 33 年土地収用法を
踏襲したが、私権の保護を徹底して、画期的な改正を見ることとなった。 
そして、事業の公共性を保障することに関しては、この法律（昭和 26 年土地収用
法）には次の特色がある 76。 
①明治時代の旧法は、土地を収用しうる事業の内容を規定していたが、それは漠然
的なものである。昭和 26 年土地収用法は、収用適格事業の内容を精密に限定して、
行政庁による収用権の濫用を防ぐのによりよく機能している（三条）。 
②事業の認定については、明治時代の旧法は、それが簡易的な手続で行われるとし
ていたが、昭和 26 年土地収用法はその制度を維持して、一定の地方的な事業につい
ては都道府県知事に事業認定をなしうることとした（十七条二項）、事業認定申請の
内容を公告・縦覧に供し一般からの意見を聴取しうる途を開いた（二十四条）、学識
験者の意見聴取、公聴会の開催等の規定を置いた（二十二条、二十三条）を規定した
といった点で、より民主的・慎重な手続を措置している。 
③昭和 26 年土地収用法は、都道府県知事がした事業の認定に対して、利害関係を
有する者が当該事業の認定について不服があるときは、建設大臣に訴願することがで
きるとした（百二十九条）。 
２） 今までの改正 
土地収用法は 1951 年に制定された後、頻繁に改正が行われているが、そのうち大
きな改正は 1967年（昭和 42年）法律第 74号及び 2001年（平成 13年）法律第 103
号によるものである。昭和 42 年の改正は、地価対策の一環であるが、土地価格固定                                                        
74 小澤前出注（66）・４頁。 
75 昭和二六年土地収用法を制定する背景、経緯等について、高田賢造・国宗正義『土地収用法』（日本評論
社、1953年）9頁を参照。 
76 昭和二六年土地収用法の特色について、高田・国宗前出注（75）・9—18頁、小澤前出注（66）７頁を参照。 
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制 77の導入に伴い、収用しまたは使用しようとする起業地の範囲は事業認定の時点で
即地的に確定されることになる。 
平成 13 年の改正の背景及び目的については、「土地収用法は、昭和 26 年に制定さ
れてから、約半世紀が経過しているものの、昭和 42 年を最後に抜本的な改正がなさ
れていませんでした。一方、社会情勢の変化により、公共事業に対しては、近年、住
民の理解の促進、円滑かつ効率的な実施の確保、循環型社会の形成の推進など、現行
土地収用法が必ずしも想定していなかった様々な課題への対応が求められています。
したがって、これらの課題に適切に対応するため、土地収用法の見直しを行い、事業
認定手続の透明性等の向上、収用裁決関連手続の合理化などを図る必要があります」
と説明される 78。 
そして、事業認定に関しては、①起業者による事前の事業説明の義務化（十五条の
十四の追加）、①公聴会開催の義務化（二十三条の改正）、③社会資本整備審議会等第
三者機関の意見聴取（二十五条の二の追加）、④事業認定理由の公表（二十六条の改
正）といった改正がなされる。 
 
二、 日本土地収用法における事業認定の基本構造 
現行日本土地収用法全体の構造は複雑なものでるが、【図２】が示しているように、
その手続は大雑把に事業認定手続と収用裁決手続という二段階に分けられている。事
業認定手続は事業認定庁 79が、申請事業が土地を収用するに値する公共性を有するこ
とを認定する手続を指す。収用裁決手続は収用委員会が土地所有者等に対する補償金
の額等を決定する手続を指す。本稿は前者のみ検討の対象とする。 
 
                                                        
77 土地価格固定制とは、土地に対する補償金の額の算定時点を裁決時に置いていた従前の裁決時主義を転
換し、その時点を事業認定の告示の時にまでさかのぼらせることにより開発利益を公共に吸引することを言う。小
澤前出注（66）・９頁。 
78 国土交通省総合政策局土地収用管理室監修、土地収用法令研究会編著『土地収用法平成 13年改正のポ
イント』（ぎょうせい、2002年初版発行）３頁。 
79 事業認定庁は、事業認定に関する処分を行う機関である。 
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【図２】 
 
1. 土地収用法の目的 
事業の認定を理解するためには、土地収用法全体の精神及び目的を解明しておく
必要がある。土地収用法１条は、「この法律は、公共の利益となる事業に必要な土地
等の収用又は使用に関し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴う損失の補償等
について規定し、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、もって国土の適正
且つ合理的な利用に寄与することを目的とする」と規定している。これは土地収用
法の基本精神を規定しており、各条項の解釈運用に当たって、たえず顧慮されるべ
き条文であると考えられる 80。 
憲法２９条１項においては、財産権の保護、私有財産制度の維持がされていると
ともに、同条３項は正当な補償の下に、公共のためには、私有財産を用いることが
できると規定されている。憲法２９条の規定の受け皿として、土地収用法は、一方
では、公共の利益を促進することを念頭として、他方では、私有財産を保護する立
場を立って、収用権の濫用を防ぐことと正当な補償を求めることに努力して、もっ
て「公共の利益の増進と私有財産との調整」を図る。土地収用法の「解釈・運用
は、この点に着意して適切・正確が期せられることが肝要である」81。 
また、土地収用法１条は、「国土の適正且つ合理的な利用に寄与すること」も目的
とする。この立法の趣旨は、昭和 26年に土地収用法が制定される当時の社会情勢を
背景とするものであるが、次のように説明される 82。 
                                                         
80 小澤前出注（66）・41頁。 
81 高田・国宗前出注（75）・21頁。 
82 高田・国宗前出注（75）・21−22 頁。 
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土地は、古来どの国においても社会経済上重要な意義をもち、とりわけわが
国のように、本来国土狭小にして資源に比較的恵まれない地理的条件のもとで
は、経済的にその利用の合理化ということが、特に強調せられるわけである。
殊に国家・公共団体の公益活動は、近来いよいよ活発となり、漸次広般な分野
にまで進出する傾向にある。従って、特定の地域にこの種の公益活動が競合す
る事例は、従前に比し増加しつつある。このように公益事業相互の競合のある
ほかに、従来、法的には私有地として全く私人の権利に委ねられたままであっ
た農地等も、農地改革の達成、食糧の確保という見地からこれに対する法的規
制は増大し、私有地とはいえ今日の農地は、国民経済上重要な意義を有するに
いたっている。従って、土地収用に当たっては単に公益事業の遂行と補償の適
正ということのみならず、土地全体を国土の一部として、その適正且つ合理的
な利用という理念もまた、特に顧みられるべきである。 
 土地収用法二条（土地の収用又は使用の根拠）、四条（四条地）、十八条二項の
（四）（事業認定申請書に事業の認定を申請する理由の記載）、二十条（事業認定の
要件）等の規定は、上記の思想を示すものであるとされている 83。 
 
2. 収用適格事業 
土地収用法３条は、収用適格事業の範囲について、その事業の根拠法を引用した
り、対象施設を例示する等の方法により、できるだけ明確に限定している。その範
囲内においてのみ、行政権に判断の余地を与える、いわば完全制限列記主義が採ら
れている。包括主義（具体の事業について収用の要否を行政権に判断させるもの）
と比べ、制限列記主義は、「行政権の裁量の幅を制限し、国民の権利の保護には適す
る」という利点があるが、「社会の変化に弾力的に対応しえず、新たな種類の公益事
業が生じたときには、一々法律の改正を必要とするというわずらわしさがある」84。 
昭和 26年土地収用法において、収用適格事業は 33の号に定められていたが、社
会の変化に対して新しい事業法が制定されるに伴い、現在は 49の号（１号から 35
号まで）に増加されてきた。なお、それら以外に、他の法律で土地等を収用し、又
は使用することができる旨定められた事業が相当数存在する 85。 
土地収用法３条の各号のいずれに該当するものに関する事業 86ならば、直ちに土                                                        
83 高田・国宗前出注（75）・22頁。 
84 小澤前出注（66）・76頁。 
85 例えば、土地区画整理法七十九条、都市再開発法六十九条、住宅地区改良法十一条・十三条・十五条、測
量法十九条、鉱業法百四条・百五条、採石法三十五条、森林法五十条、日本国とアメリカ合衆国との間の相互
協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定
の実施に伴う土地等の使用に関する特別措置法三条、日本国における国際連合の軍隊の地位に関する協定
の実施に伴う土地等の使用及び漁業の操業制限等に関する法律、下水道法三十二条、災害救助法二十六
条、砂防法二十二条、海岸法十八条、電気事業法五十八条、電気通信事業法二十七条以下、漁港漁場整備
法二十四条一項・三十六条一項、国土調査法二十七条、公有水面埋立法十四条、地すべり等防止法十六条、
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律十七条、自衛隊法百三条がある。小澤前出注（66）・119頁。ま
た、都市計画法 69条、70条 1項は、都市計画事業について、これを土地収用法第３条各号の一に規定する事
業に該当するものとみなして同法の規定を適用し、また、土地収用法上の事業認定は行なわず、事業認可・承
認をこれに代えるものとしている（後述 75頁参照）。 
86 土地収用法三条では、「各号のいずれに該当する事業」ではなく、「各号のいずれに該当するものに関する事
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地を収用しまたは使用することができるのではない。そのほかに、具体の事業につ
いて、起業者 87は、第三章第一節の定める手続をとり、二十条各号の要件の該当性
についての判断を受けた上で事業認定を受ける必要がある（十六条）。 
  
3. 事業の認定 
１) 事業の認定に関する処分 88を行う機関 
土地収用法第十七条では、①国又は都道府県が起業者である事業、②事業を施行
する土地（以下「起業地」という。これは法律の原文である——引用者注）が二以上
の都道府県の区域に渡る事業、③一の都道府県の区域を超え、又は道の区域の全部
にわたり利害の影響を及ぼす事業その他の事業で次（イからチまで、なおその内容
を省略する）に掲げるもの、④上記の事業に係る関連事業については、国土交通大
臣が事業の認定に関する処分を行うとされているが、その以外の事業については、
起業地を管轄する都道府県知事が事業の認定に関する処分を行うとされている。 
すなわち、土地収用法は、起業者がだれであるか、起業地の範囲、事業の性質の
三つの基準によって、事業認定の権限を国土交通大臣と都道府県知事との間で配分
している 89。 
 
2） 事業認定の申請 
起業者は、事業の認定を受けようとするときは、起業者の名称、事業の種類、収
用又は使用の別を明らかにした起業地、事業の認定を申請する理由を記載した事業
認定申請書を、国土交通大臣或いは都道府県知事に提出しなければならない（十八
条一項）。 
また、事業認定の申請書には、①事業計画書、②起業地及び事業計画を表示する
図面、③事業が関連事業に係るものであるときは、起業者が当該関連事業を施行す
る必要を生じたことを証する書面、④四条地があるときは、その土地に関する調
書、図面及び当該土地の管理者の意見書、⑤起業地内にある土地の利用について法
令の規定による制限があるときは、当該法令の施行について権限を有する行政機関
の意見書、⑥事業の施行に関して行政機関の免許、許可又は認可等の処分を必要と
する場合においては、これらの処分があつたことを証明する書類又は当該行政機関                                                        
業」との表現がとられる。その趣旨は、「『関する』といい、単に『該当する事業』との表現でないのは、多くの場合
は、未着手・未完成の事業が、その事業計画の段階で土地の収用・使用の問題が発生するのであるから、第三
条各号の一に該当する以前のものであるが多かろう。例えば、第二十一号の学校の例でいえば、学校教育法に
よる学校は、同法による認可を得て初めてそうなうのであるが、土地取得の必要の起るのはその認可のある前で
あることが多い。そこで学校教育法による学校に該当する以前にも、『……に関する事業』ならば、収用・使用を
可能ならしめる必要もあるわけである。この種の場合の事業認定の手続としては、事業の認定の際に、当該事業
の所轄官庁の意見を訊し、本条各号の一に該当するものに関するや否やを精査して、事業の認定をなしうるわ
けである」と説明される。この点について、二十条一号も同じである。高田・国宗前出注（75）・39—40頁。 
87 「起業者とは、土地、第五条に掲げる権利若しくは第六条に掲げる立木、建物その他土地に定着する物件を
収用し、若しくは使用し、又は前条に規定する土石砂れきを収用することを必要とする第三条各号の一に規定
する事業を行う者をいう」とされている（土地収用法第八条第一項）。 
88 「事業の認定に関する処分」とは、事業の認定（土地収用法第二十条）及び事業の認定の拒否（土地収用法
第二十八条）を指す。 
89 小澤前出注（66）・294頁。 
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の意見書、⑦事前説明会における実施状況を記載した書面を添付しなければならな
い（十八条二項）。 
上記の事業認定申請書及び添付書類は具体事業の公共性を判断する際の最も基礎
的な資料である。国土交通大臣又は都道府県知事は、事業認定申請書を受理した日
から三月以内に、事業の認定に関する処分を行なうように努めなければならない
（十七条三項）。 
 
3） 事業認定の実質的要件 
 土地収用法二十条は、事業認定の公益性の判断の実質的要件を規定している。す
なわち、国土交通大臣又は都道府県知事は、申請に係る事業が以下の各号のすべて
に該当するときは、事業の認定をすることができるとされている。 
一  事業が第三条各号の一に掲げるものに関するものであること90（以下一号
要件という、二以下についても同様である）。 
二  起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。 
三  事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること。 
四  土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。 
事業認定の実質的要件については、次の節で具体的に検討する。なお、二号要件
の検討は省略する。 
 
4） 事業認定の手続的要件 
事業認定の手続的要件として、土地収用法は、①事業の説明（十五条の十四）、②
土地の管理者及び関係行政機関の意見聴取（二十一条）、③専門的学識及び経験を有
する者の意見の聴取（二十二条）、④公聴会の開催（二十三条）、⑤事業認定申請書の
送付及び縦覧（二十四条）、⑥利害関係人の意見書の提出（二十五条）、⑦第三者機関
の意見の聴取（二十五条の二）を規定している。これから、それぞれについて簡単に
説明するが、⑦第三者機関の意見の聴取については、別の項を立てて分析する。 
（① 事業の説明）起業者は、事業の認定を申請する前に、当該事業の認定につ
いて利害関係を有する者に対して、事業の目的及び内容を説明しなければならな
いとされている。事業の認定について利害関係を有する者 91は、土地所有者、関
係人（八条二項）、準関係人（四十三条二項）のみならず、事業の恩恵に浴する者
や事業により環境面での影響を受ける者も含まれる 92。事業の説明は、事業認定
手続と裁決手続の円滑な進行を促進することを目的として、設けられるものであ
り、合意形成という効果を求めないと解されている 93。                                                         
90 「に関するもの」という表現について、前出注（86）を参照。 
91 「事業の認定について利害関係を有する者」の文言は、④公聴会の開催（二十三条）、⑥利害関係人の意見
書の提出（二十五条）にも見られる。それらの意義は同じである。 
92 小澤前出注（66）・384頁。 
93 これについて、平成 13年土地収用法改正前にも、「主要な事業については、程度の差はあれ、周辺住民に
対して何らかの形で事業の説明が行われるのが通例であったといってよい。計画策定段階において住民の意見
を反映させるための措置について定める規定を置く法律もある……しかし、本法自体の中にはこうした規定がな
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（② 土地の管理者及び関係行政機関の意見聴取）事業認定の申請書には、上
記④〜⑥の意見書の添付がなかったとき、その他必要があると認めるときは、
四条地の管理者又は当該事業の施行について関係のある行政機関若しくはその
地方支分部局の長の意見を求めなければならない。また、事業の施行について
関係のある行政機関又はその地方支分部局の長は、事業の認定に関する処分に
ついて、国土交通大臣又は都道府県知事に対して意見を述べることができると
されている。四条地の管理者から答えを得ない場合、又は事業の施行に反対す
る旨の答えを得た場合には、「認定庁は、事業の認定が行えないのではなく、衝
突する二つの事業の公益性の大小の判断を慎重に行ったうえで、認定するか、
拒否するかを決定することができる」94。土地利用の制限に関する所管行政機関
から、その制限を解除する旨の答えを得ない場合に、事業の認定をすることは
許されないと解される95。事業の施行に関し免許等の権限を有する行政機関に答
えを得ない場合には、二号要件の該当性を判断することは不可能であるため、
事業の認定を行うことは許されない96。 
（③専門的学識及び経験を有する者の意見の聴取）二十条の公益性判断を適切
に行うためには、専門的な科学技術的又は社会科学的見地から十分に検討を行
う必要がある。学識経験者の意見を求めるべきか否かの判断は、認定庁の裁量
に属する97。 
（④公聴会の開催）昭和26年土地収用法では、事業認定庁は、必要があると認
めるときは、公聴会を開いて一般の意見を求めなければならないとされてい
た。なお、平成13年の改正によって、公聴会の開催は義務化された。すなわ
ち、事業認定庁は、事業の認定について利害関係を有する者から請求があると
き、又はその他必要があると認めるときは、公聴会を開催しなければならない
こととされた。（例えば、以下圏央道に関する一連の事業認定の取消訴訟で紹介
するように）、事業の施行によってもたらされる影響が広く及ぶ事業について
は、事業の認定は非常に複雑な価値判断である。この場合に、広く意見を求め
て社会に支配的な価値観を探求することとするのが適当である。また、事業認
定庁は、公聴会を開催する必要はないと判断しても、利害関係を有する者がそ
の開催を請求するときには、住民参加と裁決手続の円滑化という見地からも、
公聴会の開催が望ましい。                                                         
かったために、右の事業の説明を欠く事業もあれば、事業の説明が行われてもその方法や程度が様々である、
という状況であった。このため、事業に反対する運動が高まり、その結果事業認定手続が遅延する事例が出てい
た。また、裁決手続においても、とりわけ、本来補償問題の処理を主たる任務としている収用委員会の審理にお
いて、事業認定の違法・不当が繰り返し主張され、いたずらに審理が遅延するケースが続出していた。本条（十
五条の十四、引用者注）は、こうした事情に鑑み、事業認定手続と裁決手続の円滑な進行促進することを目的と
して、設けられたものである」と説明される。小澤前出注（66）・277—278頁。また、藤田宙靖「改正土地収用法を
めぐる若干の考察」藤田『行政法の基礎理論(下巻)』(有斐閣、2005年(初出 2002年))344−366 頁（352—354頁）
も参照。 
94 小澤前出注（66）・367頁。 
95 小澤前出注（66）・367頁。 
96 小澤前出注（66）・368頁。 
97 小澤前出注（66）・369頁。 
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（⑤事業認定申請書の送付及び縦覧と⑥利害関係人の意見書の提出）国土交通
大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとするときは、申
請に係る事業が第二十条に規定する要件に規定する要件に該当しないことが明
らかである場合を除き、起業地が所在する市町村の長に対して事業認定申請書
及びその添付書類のうち当該市町村に関係のある部分の写を送付しなければな
らない。市町村長がそれらの書類を受け取ったときは、直ちに起業者の名称、
事業の書類及び起業地を公告し、公告の日から二週間その書類を公衆の縦覧に
供しなければならない。事業の認定について利害関係を有する者は、縦覧期間
内に、都道府県知事に意見書を提出することができる。都道府県知事は、国土
交通大臣が認定に関する処分を行おうとする事業について、その意見書を受け
取ったときは、直ちに、これを国土交通大臣に送付する。「事業認定はしばしば
収用又は使用を事実上決定的ならしめるような重要な効果をもつ。従って、こ
の行政処分を行う前に、利害関係人に対し意見提出の余地を与えて利害関係人
の保護をはかったもので」、それらの規定は、「いわば、手続の民主化として重
要な意義をもつ」と考えられる98。 
 
5） 第三者機関の意見の聴取 
 平成13年土地収用法の改正において、独立の第三者機関の意見の聴取という規定
が追加されたことは注目される。具体的に言えば、「国土交通大臣は、事業の認定に
関する処分を行おうとするときは、あらかじめ社会資本整備審議会99の意見を聴き、
その意見を尊重しなければならない。都道府県知事は、事業の認定に関する処分を
行おうとするときは、あらかじめ土地収用法三十四条の七一項の審議会その他の合
議制の機関100の意見を聴き、その意見を尊重しなければならない」とされている。 
 専門的学識及び経験を有する者の意見の聴取と異なり、第三者機関の意見の聴取
は、「全体としての利益衡量・価値判断について、各分野の学識経験者よりなる集合
組織から意見を聴取する」ことである101。第三者機関の意見の聴取の趣旨は、事業
認定における公益性の判断においては、従来比して高度かつ複雑な利益衡量が求め
られるようになっているから、各分野における学識経験者によって構成される合議
体からの意見を聴取することとし、多様な分野の専門家による議論を通じて、事業
認定における公益性に関する専門的かつ総合的な意見を形成させ、これを事業認定
の公益性判断の参考に供することにより、事業認定の中立性及び信頼性を向上させ
る必要があるということにある102。                                                         
98 高田・国宗前出注（75）・99頁。 
99 社会資本整備審議会は、国土交通省設置法十三条の規定により設置されている。社会資本整備審議会のう
ち、事業認定の審議に携わる委員については、法学界、法曹界、都市計画、環境、マスコミ、経済界等の分野か
らバランスよく人選するとともに、事業推進の立場にある中央省庁の OBの任命は原則として行わないこととして
いる。小澤前出注（66）・389頁。 
100 審議会その他の合議制の機関の委員選任と運営が都道府県の自治事務である。この機関は、地方自治法
百三十八条の四・三項及び二百二条の三・一項に規定する付属機関に該当する。小澤前出注 460頁。 
101 小澤前出注（66）・386頁。 
102 土地収用法令研究会前注出（78）・62頁。 
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第三者機関の意見の聴取の手続は、意見書の提出がない場合や、意見書の提出が
あってもその意見書に記載された意見の内容は事業認定庁が行おうとしている処分
と反対しているものでない場合には、とられない。その趣旨は、「事業認定庁が行お
うとする事業認定に関する処分（事業の認定又は却下）を行うことについてその反
対の趣旨の意見書の提出がない場合には、当該事業の公益性判断に関しての利益衡
量は容易なものである蓋然性が高いため、第三者機関の意見聴取を行わなくとも、
事業認定庁は自ら既存の情報を基に公益性の判断を行うことで十分に処分の適正性
は担保されること」にある103。「しかし、反対の趣旨の意見書が提出されたからとい
って、常に微妙・困難な価値判断が必要なケースだと考えることはできない。この
場合でも、判断が容易なケースも数多い。逆に、反対の趣旨の意見書が提出されな
い場合でも、微妙・困難な価値判断を必要とするケースも、数は少ないだろうが、
起こりうる」という指摘がある104。 
また、事業認定庁は、第三者機関の意見を尊重しなければならないとされてい
る。この意見尊重義務を規定する部分は、衆議院の修正により加えられたものであ
る。第三者機関の意見が合理的でないことが明らかであるような例外的な場合を除
き、事業認定庁は第三者機関の意見に従うことになると考えられている105。このこ
とによって、第三者機関は重い責任を負うこととなることに注意しなければならな
い106。 
 
5） 事業認定の告示 
国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を
起業者に文書で通知するとともに、起業者の名称、事業の種類、起業地、事業の認定
をした理由及び図面の縦覧場所を国土交通大臣にあっては官報で、都道府県知事にあ
っては都道府県知事が定める方法で告示しなければならないとされている（二十六
条）。 
「事業の認定をした理由」は、平成 13 年改正により追加されたものである。その
趣旨は、①判断の慎重と公正妥当を担保し、その恣意を抑制すること、②理由を知ら
せることによって不服申立てや訴訟を行う上で便益を与えること、③相手方に対して
説得すること、④決定過程を公開することにある 107。 
事業認定の効力は告示の日から生じるとされている（二十六条四項）。事業認定の
告示の法効果として、起業者に対して、土地収用法の定める手続を履践することによ
って最終的には事業の認定に係る土地を収用し、又は使用しうる地位が付与されると                                                        
103 これ以外に、その趣旨は、「実際上の問題として、事業の公益性については疑義が全く提起されていない
が、関係権利者が行方不明の場合や関係権利者間で権利の帰属に争いがある場合などの事情で任意買収が
できず、やむなく収用手続を行う事例も多々ありますから、このような事案までも第三者機関からの意見聴取を義
務づけるのは、不合理である」ということにもある。土地収用法令研究会前出注（78）・66—67頁。 
104 小澤前出注（66）・387頁。 
105 土地収用法令研究会前出注（78）・63頁。 
106 小澤前出注（66）390頁。藤田前出注（93）・354—355頁。 
107 小澤前出注（66）・394—395頁。 
 50 
ともに、関係人の制限、土地の保全義務、補償金の支払請求権、裁決申請の請求権、
損失補償の制限等の具体的な権利義務が発生する 108。そして、【図】が示しているよ
うに、収用裁決手続に入ることになる。 
 
 
第２節 土地収用における公共性の認定 
 
現行の土地収用法 20 条においては、事業認定の実体的要件が明確に規定されてい
る。事業認定要件のうち、１号要件、３号要件及び４号要件は、具体的な事業の公共
性の判定に関するものである 109。この三つの要件については、現行土地収用法と明治
33 年土地収用法とで「実質的に異なるものであるとはいえない」と指摘される 110。
これから、それぞれの要件について検討する。 
 
一、 １号要件 
１号要件は、「事業が第三条各号の一に掲げるものに関するものであること」と規
定している。すなわち、事業認定庁は、ひとまず申請に係る事業が収用適格事業に該
当するか否かについて判断を行う。本章第１節二の２（収用適格事業）で紹介したよ
うに、収用適格事業の範囲について、土地収用法は完全制限列記主義を取る。 
 １号要件の該当性については、事業認定庁に判断の自由を与える余地が全くないよ
うにみえる。例えば、土地収用法３条 24号が、「国、地方公共団体、独立行政法人国
立病院機構、国立研究開発法人国立がん研究センター、国立研究開発法人国立循環器
病研究センター、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開発
法人国立国際医療研究センター、国立研究開発法人国立成育医療研究センター、国立
研究開発法人国立長寿医療研究センター、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会、
国民健康保険組合若しくは国民健康保険団体連合会、国家公務員共済組合若しくは国
家公務員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合若しくは全国市町村職員共済
組合連合会が設置する病院、療養所、診療所若しくは助産所、地域保健法 （昭和二十
二年法律第百一号）による保健所、若しくは医療法 （昭和二十三年法律第二百五号）
による公的医療機関又は検疫所」と規定している。同号は、病院、療養所、診療所、
助産所、保健所、医療機関、検疫所といった具体的な施設を列挙しているとともに、                                                        
108 小澤前出注（66）・396、399頁。 
109 ２号要件は「起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること」と規定している。本稿は
それを取り扱わない。 
110 この点について、小澤道一は、明治 33年土地収用法において、現行土地収用法 20条に直接該当する条
文は置かれていなかったが、「収用・使用の根拠条文（一条）及び収用適格事業を規定した条文（二条）から、事
業認定の要件として、①申請に係る事業が二条列記の事業に該当すること、②収用の目的が「公共ノ利益ト為
ルヘキ事業」（一条）であること及び③「土地ヲ収用又使用スルノ必要アル」ことを導出することができ」、「解釈論
としても、美濃部博士は、認定を与えるか否かを決するには、①「其の申請に係る収用の目的が法律に依り土地
収用法を適用し得べきものと定められ居る事業に該当するや否や」、②「其の収用の目的が公益に適するや否
や」及び③「其の目的の為めに特定の起業地に於いて収用を許すことが公益上適当であるや否や」を審査しな
ければならないとして」おり、美濃部博士のあげる①は 20条１号に、②は４号に、③は３号にほぼ相当するものと
考えてよいと述べる。小澤前出注（66）・332頁。美濃部達吉『公用収用法原理』（有斐閣、1936年）150頁。 
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それらの施設を設置する機関、又はそれに根拠づける事業法も明確に規定している。 
このような１号要件の定めについて、その判断は覊束行為であると通常説明される
111。名古屋地判昭和 46年 4月 30日判決（訟務月報 17巻８号 1300頁）においては、
当該事業が１号要件に該当するかどうかは争われなかったにもかかわらず、土地収用
法 20 条に規定する事業認定の積極的、実体的要件のうち１号ないし３号の各要件に
該当するかどうかの判断は性質上覊束された判断であるというべきであると判示さ
れた。 
ただし、土地収用法３条では、「その他公共の利害に関係のある河川」（２号）、「国
……が設置する農業用道路……その他これに準じる施設」（五号）といった表現があ
って、これらの表現を仔細に点検すると、「認定庁に判断の余地があると解さざるを
えない号が存在する」と指摘されることにも注意する必要がある 112。 
 
二、 ３号要件 
３号要件は、「事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること」
と規定している。３号要件は、「第二条に「土地の利用上適正且つ合理的」とあること
からくる」と考えられる 113。また、事業認定の要件と第二条、第四条等の規定は、同
じような思想を反映するものであることは、既に本章第１節二の１（土地収用法の目
的）で述べた。 
周知のように、３号要件は、「当該土地（起業地）がその事業のように供されること
によって得られるべき公共の利益」と「当該土地がその事業の用に供されることによ
って失われる私的ないし公共の利益」とを比較衡量し、前者が後者に優越すると認め
られることを意味すると理解されている。この解釈は、「宇都宮地判昭和 44年 4月 9
日日光太郎杉事件の一審判決（行集 20巻 4号 373頁）を以て嚆矢」とし、「判例上踏
襲されて来ており……学説にも異論は見られない」114（以下この解釈を「日光太郎杉
判例法理」と呼ぶ）。 
日光太郎杉事件前に、事業認定の適否を争うものとして、松原、下筌両ダム建設事
業等のための事業認定の無効確認請求に関する蜂の巣城事件判決（東京地判昭和 38
年 9月 17日、判時 352号 12頁）があった。この判決は、３号要件に関する具体的な
解釈は示さなかったが、２、３号要件の判断は「羈束されているもの」と解し、また、
４号要件については、その「公益性に関する判断のみは本来行政の究極目的に関する
事柄であるから一応行政庁の自由裁量に委ねられているものと解するのを相当とす
るけれども、それとても裁量の限界を逸脱し濫用にわたるときは違法になるものと解
すべきである」と判示した。その上で、「基本計画の未定から来る本件事業計画中の
発電効果の不確定さ、事業費のうち発電事業者の負担すべき金額もしくは割合が不明
であること等も未だもつて法第二〇条各号の要件の具備することを否定させるに至                                                        
111 小澤前出注（66）・337頁。 
112 小澤前出注（66）・337—338頁。 
113 高田・国宗前出注（75）・94頁。 
114 小澤前出注（66）・342—343頁。 
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るもの」ではない、ダムサイトの選定その他本件事業計画の技術的欠陥、不合理性に
ついても、「起業者 115の自由な裁量に委ねられている事柄であつて」、「起業者の決
定がその裁量の限界を逸脱し裁量権の濫用となつたり、或は、所期の効果を達成する
ことの難しいものであるとも考えられない」とし、「本件事業の認定を無効もしくは
違法ならしめるものとは云えない」との結論を下した。 
後に検討するように、３号要件の判断について、日光太郎杉事件一審判決は、蜂の
巣城事件判決と同様、それを羈束されたものとして判断代置方式で審査している。他
方、同事件控訴審判決は、３号要件に関する裁量判断の余地を認めつつ、判断過程統
制の審査方法を判示している。その後も、判断代置によって３号要件を審査した裁判
例があるが、近時の多くの裁判例は、事業認定庁に裁量権があると認めつつ、裁量権
濫用型審査を行っている。以下敷衍しよう。 
 
1. 日光太郎杉事件一審判決——「日光太郎杉判例法理」の登場 
１) 事案の概要 
日光太郎杉事件は、道路拡幅事業のための土地収用をめぐる事件である。栃木県知
事（一審被告、控訴審控訴人）は、国道一二〇号線（日光市から沼田市に至る）のう
ち 280メートルにわたる部分の拡幅を行うため、起業者として、いわゆる太郎杉をは
じめとする巨杉群 15本の伐採を含め、宗教法人東照宮（一審原告、控訴審被控訴人。）
の境内地であり且つその所有に係る土地を収用しようとする事業計画を策定した。昭
和 39年 5月 22日に、事業認定庁たる建設大臣（一審被告、控訴審控訴人）は、栃木
県知事からの申請に基づき、事業の認定（以下本件事業認定という）を行い、それを
告示した。同月 26日に、栃木県知事は土地細目を公告した。昭和 42年 2月 18日に、
栃木県土地収用委員会（一審被告、控訴審控訴人）は本件土地につき収用の時期を同
年 4 月 10 日とする収用裁決を行った。原告は、事業の認定及び土地細目の公告の違
法を主張してその取消訴訟を提起した。また、収用裁決が行われたため、その取消訴
訟も提起した 116。これらの取消の訴訟は併合審理された。                                                         
115 事業認定無効確認訴訟である蜂の巣城事件において、ここで「起業者」の裁量が問題にされているのは、起
業者と事業認定庁が同一である（建設大臣）からだと思われるが、その当否は議論の余地がある。 
116 日光太郎杉事件においては、事業認定及び土地細目の公告が、取消訴訟の対象たる行政処分に当たるか
どうかということも問題となった。これについて、一審判決は、「事業の認定に引続いて土地細目の公告がなされ
ると、これによって収用されるべき土地が具体的に特定され、かつ、該土地については、形質変更禁止の法的制
限が付与されるに至るとともに、一旦これらの行政処分がなされると、起業者と関係人との間に協議が整う等の特
別の事情がないかぎり、最終処分たる収用裁決までの手続が履践されるのが通例であって、しかも、それまでに
は相当の時日を要することが予想されるとあってみれば、先行処分たる事業認定に違法があり、右の先行処分
が一連の手続の中核をなす行為であるような場合には、最終処分がなされるのを待つまでもなく、先行処分が行
われた段階で、その違法を是正し、関係人に対し、これによって受ける不利益から救済される道を与えることは
必要であり、行政処分の取消訴訟の制度が国民の権利保障のためのものであつて、人権保障に奉仕する手段
であることに鑑みれば、右のような場合には、国民に対し、できるだけ広く、かつ早く救済の途を与えることは、憲
法第三二条の趣旨とするところでもあると解すべきである」と論じて、肯定的な答えを示した。 
 原告適格について、一審判決は「本件土地については、具体的な権利を有しない者が、かかる理由の下に本
件のような訴を提起した場合には、被告等が主張するように、国民一般としての利益を主張するものであるから、
取消訴訟としては不適法である」としつつ、原告は本件収用手続において収用されるべき本件土地の所有者で
あるから、収用手続の各処分の取消を求めるにつき法律上の具体的な利益があると判断した。 
 また、上記の蜂の巣城事件判決も、事業認定は、抗告訴訟の対象となるものと解して土地細目の公告があれ
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2） ３号要件についての判断枠組 
本件事業認定について、原告はそれが①土地収用法４条に違反する、②３号要件に
違反する、③４号要件に違反すると主張したが、一審判決は、後述のように②３号要
件に違反すると本件事業認定等を違法としたため、結果的には①と②の主張のみにつ
いて判断を行った。まず、裁判所は、①土地収用法４条違反について、「一応、本件に
は土地収用法第四条は適用されないものとの前提のもとに」、②３号要件についての
判断に進む。 
そこでまず、裁判所は、土地収用法１条を引用した上で、「収用しようとする事業が
『公共の利益となる事業』であることはもとより、さらに、『その土地を当該事業の
用に供することが土地の利用上適正かつ合理的である』ことが要求されている（同法
第二条）のであつて、これは、土地を収用する場合の基本的原則ともいうべく、同法
第二〇条第三号が、事業の認定をするについては、事業計画が右の要件を具備するも
のであることの確認を要するとしているのも、かかる原則を具体化したものに外なら
ない」と論じた。この議論は、「土地の適正かつ合理な利用」が要求されることを強調
したものであると見られる。 
続いて、一審判決は、「即ち、土地収用の制度は、『国土が適正かつ合理的に利用』
されることを究極の目的としながらも、その過程にいては、『公共の利益の増進の私
有財産との調整』が図られることを要求しているもの」であると述べた上で、かかる
観点のもとに、３号要件の趣旨は、「第一義的には、『当該土地がその事業の用に供さ
れることによって得られるべき公共の利益』と、『当土地がその事業の用に供される
ことによって失われる私的ないし公共の利益』とを比較し、前者の方が後者よりも一
層重要であること、即ち、当該土地の利用に関する私的ないしは公共的な利益の総合
的な比較衡量の趣旨である」と解釈した。先述した日光太郎杉判例法理の提示である。 
そして裁判所は、日光太郎杉判例法理の要件該当性を判断するためには、当該事業
計画の内容および右事業によって意図される公共の利益、収用されようとしている土
地の現在の利用状況およびその私的ないし公共的な価値等について、具体的な検討が
なされなければならないとする。そして、「本件道路の拡巾を企図する本件事業計画
は、それ自体、高度の公共的必要性を有しているもの」である一方、本件土地及び太
郎杉を初めとする巨杉群は「これらの景観的・風致的・宗教的・歴史的および学術的
価値を同時に併有するようなものは、ひとり原告だけの利益としてではなく、広く国
民全体に共通した利益・財産として理解されるべきであり、それは、社会的にみて重
要な価値を有しているもの」であると認定した。 
上記の事実認定を基礎として、一審判決は、「本件土地の有する文化的価値は貴重
なものであり、これは代替性がなく、一度び失われればいかに高額の費用をかけても
人間の創造力のみによってはこれを復元させることは困難であるのに対し、本件事業                                                        
ば、形質変更禁止の効力を生ずると同時に、当面の収用の対象が明確になるから、この段階においては、右公
告のあった土地の所有者は、右事業認定につき利害関係を有し、その取消しを訴求する原告適格を有するもの
と認めた。 
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計画の意図する道路事業には代替性 117があり、従って、このような道路拡巾事業のた
めに、本件土地を収用し、その有する文化的価値を毀損することは、土地収用法第二
条・第二〇条第三号にいう『土地の適正かつ合理的な利用に寄与するもの』とはとう
てい解し難いのである、本件事業計画は、道路拡巾の必要性を、最も安易かつ安価な
方法で満たそうとするに急のあまり、これによって失われる国民共通の利益ともいう
べき景観的・風致的・宗教的・歴史的・学術的文化価値の重大さを見失ったものとい
われても仕方がなく、従って、本件事業認定は違法なものとして、取消されなければ
ならない」との結論を下したのである。 
 
3） 日光太郎杉判例法理についての検討 
上記の判決文から、日光太郎杉判例法理には、二つの意義があると整理することが
できる。第１に、「公共の利益」と「失われる利益」の比較衡量という方法論を示した
ことである。第２に、失われる利益として、所有者の私的利益のみならず、公共の利
益（本件の場合、国民共通の利益ともいうべき景観的・風致的・宗教的・歴史的・学
術的文化価値がそれに該当する）をも比較衡量の対象としたことである。 
前者については、「事業認定庁としては、「公共の利益」と「失われる利益」との双
方を比較衡量したうえで収用を認めるべきか否かを決定するという判断過程をとる
のは、自然の成行きであると思われる」118と指摘される。一審判決においても、利益
等の比較衡量によって３号要件の該当性を判断すること自体は、もともと、被告側に
おいて主張されていたところのである 119。「さらに遡れば、旧法時代から、いわゆる
四条地の収用の可否についてはこの利益衡量という方法論が一般に採用されてきた
ところであって」120、本判決は、これを３号要件の解釈一般に敷衍したものとみるこ
とができるとされる 121。 
後者については、「土地収用は、本来、公共の利益となる事業の遂行と私有財産保護
の調整を図る制度であり、必ずしも地域環境の保全や周辺第三者の利益に配慮した制
度ではない」122。昭和 26 年土地収用法制定当初においても、３号要件、４号要件は                                                        
117 起業者栃木県知事は、本件事業計画を立てるに際して、本件事業計画案（Ａ案）の他に、Ｂ案（御旅所案）、
Ｃ案（トンネル案）、およびＤ案（星の宮案）の四案を立案した。 
118 小澤前出注（66）・342頁。 
119 被告らは、「土地収用法第二〇条第三号にいう「土地の利用が適正かつ合理的である」かどうかについて判
断するためには、当該土地を利用しようとする事業の性質およびその公益性・必要性等と、当該土地の現在に
おける利用状況とを比較衡量して判断しなければならない」と述べた。 
120 小澤前出注（66）・342頁。昭和 2年の改正により、「現ニ土地ヲ収用又ハ使用スルコトヲ得ル事業ノ用ニ供ス
ル土地ハ特別ノ必要アルニ非ザレバ之ヲ収用又ハ使用スルコトヲ得ズ」と規定されていた（明治 33年土地収用
法二条の二）。この点について、改正案説明書において、「特別ノ必要アル場合トハ公共用地ヲ収用又ハ使用ス
ルニ非サレハ公共事業ヲ遂行スル能ハサル場合ニ於テ曩ニ設定セラレタル事業ノ受クル公益上ノ損失カ後ニ為
サルル事業ノ公益ヨリ小ナル場合ヲ言フ公益ノ大小ハ価値ノ大小ニ依リテ定ムヘク其ノ判断ハ社会百般ノ事情ヲ
斟酌シテ具体的ノ場合ニ付定ムヘク或ハ異種事業間ニ於テ公益ノ大小軽重ヲ比較スルヲ得スト為ス説ナキニ非
スト雖前項説明ノ標準ニ依レハ必スシモ不可能ナラス現在ニ在リテモ亦同一土地ヲ二箇ノ公共事業カ競合シテ
収用セムトスル場合ハ生シ得ヘキ問題ナルヲ以テ事業認定ノ場合ニ斟酌スレハ足ル或ハ両事業カ同一価値ヲ
有スルトキハ如何ニ措置スヘキヤノ問題ヲ生スヘシト雖実際上起ルヘキコト二非ス」と説明された。 
121 小澤前出注（66）・342頁。 
122 越智敏裕「日光太郎杉事件——土地の適正利用と文化的自然環境の保護」別冊ジュリスト、171号 188−189
頁（188頁）。 
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「いずれも、専ら、例えば、その土地を農地のままにしておくこととそこに鉄道や道
路を通すこととの間での経済的効果の比較、といった見地から判断されたもの」であ
る 123。それにもかかわらず、一審判決は、「土地の適正かつ合理的な利用」を強調し、
さらにそれを土地収用制度の究極的目的としていることによって、文化利益や環境利
益等への配慮を３号要件の中に読み込むこととする点で極めて重要な意義を持って
いる。 
 
2. 日光太郎杉事件控訴審判決——判断過程の統制 
１) 控訴審判決の判断枠組 
被告らは控訴した。以下では控訴審判決の②３号要件に対する判断のみについて検
討する。 
まず、控訴審判決は、日光太郎杉判例法理に従って判断した上で 124、「控訴人建設
大臣の、この要件の存否についての判断は、具体的には本件事業認定にかかる事業計
画の内容、右事業計画が達成されることによってもたらされるべき公共の利益、右事
業計画策定及び本件事業認定に至るまでの経緯、右事業計画において収用の対象とさ
れている本件土地の状況、その有する私的ないし公共的価値等の諸要素、諸価値の比
較衡量に基づく総合判断として行なわるべきもの」であると解し、それぞれの要素、
価値を事実として認定を行なった。また、控訴審判決が事実として認定した諸点も、
一審判決とはほぼ同じである。 
その上で、３号要件該当性についての事業認定庁の判断をどのように審査するかに
ついては、控訴審判決と一審判決とでは相違がある。一審判決は特に言及していなか
ったが、判決当時の学説では、３号要件の判断を覊束裁量であると解する立場が有力
であり、一審判決も、この立場に立って、審理方法としては判断代置によって審査を
行った 125。これに対して、控訴審判決は、３号要件の判断について、「控訴人建設大
臣が、この点の判断をするについて、或る範囲において裁量判断の余地が認められる
べきことは、当裁判所もこれを認めるに吝かではない」と述べ、事業認定庁に裁量権
があることを認めた。 
そして、その裁量判断については、控訴審判決は、「前認定のような諸要素、諸価値
の比較考量に基づき行なわるべきものである以上、同控訴人がこの点の判断をするに
あたり、本来最も重視すべき諸要素、諸価値を不当、安易に軽視し、その結果当然尽
すべき考慮を尽さず、または本来考慮に容れるべきでない事項を考慮に容れもしくは                                                        
123 藤田前出注（93）・350頁。 
124 控訴審判決において、裁判所は、「土地収用法は「公共の利益の増進と私有財産の調整をはかり、もつて国
土の適正且つ合理的な利用」を目的とする（同法一条参照）ものであるが、この法の目的に照らして考えると、同
法二〇条三号所定の「事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること」という要件は、その
土地がその事業の用に供されることによって得らるべき公共の利益と、その土地がその事業の用に供されること
によって失なわれる利益（この利益は私的なもののみならず、時としては公共の利益をも含むものである。）とを
比較衡量した結果前者が後者に優越すると認められる場合に存在するものであると解するのが相当である」と述
べた。 
125 正木宏長「判断過程の統制について——日光太郎杉事件判決再読」水野武夫先生古稀記念論文集『行政と
国民の権利』（法律文化社、2011年）179−196頁（180—181頁）。 
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本来過大に評価すべきでない事項を過重に評価し、これらのことにより同控訴人のこ
の点に関する判断が左右されたものと認められる場合には、同控訴人の右判断は、と
りもなおさず裁量判断の方法ないしその過程に誤りがあるものとして、違法となるも
のと解するのが相当である」、いわゆる判断過程統制の審理方法 126を示した。 
控訴審判決は、上記の方法を用いて、「本件土地付近のもつかけがいのない文化的
諸価値ないしは環境の保全という本来最も重視すべきことがらを不当、安易に軽視し、
その結果右保全の要請と自動車道路の整備拡充の必要性とをいかにして調和させる
べきかの手段、方法の探究において、当然尽すべき考慮を尽さず、また、この点の判
断につき、オリンピツクの開催に伴う自動車交通量増加の予想という、本来考慮に容
れるべきでない事項を考慮に容れ、かつ、暴風による倒木（これによる交通障害）の
可能性および樹勢の衰えの可能性という、本来過大に評価すべきでないことがらを過
重に評価した点で、その裁量判断の方法ないし過程に過誤があり……本件事業計画を
もって土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるべきであるとする
控訴人建設大臣の判断は、その裁量判断の方法ないし過程に過誤があるものとして、
違法なものと認めざるをえない」との結論を下した。 
 
2） 判断過程統制についての検討 
 裁量判断の余地を認める理由については、控訴審判決は具体的に説明していない。
控訴人側は、３号要件の判断が行政庁の自由な裁量に委ねられているものでないこと
について争わないが、「本件のように事業計画が高度の公共的必要性を具備し、しか
も、その公共的必要性と当該土地の有する景観その他の価値との比較衡量に極めて微
妙かつ高度な価値判断を要する事案については、専門的技術的な行政庁の判断を尊重
されて然るべきもの」と主張した。裁量判断の明示的な承認はそのような控訴人の主
張に対応するものではないか。すなわち、控訴審判決は、３号要件について、専門的・
技術的な判断の必要性を考慮して、事業認定庁の判断を尊重する立場に立つと理解し
てよいだろう 127。ちなみに、３号要件について、裁量判断の余地を認める理由につい
て、成田空港事件一審判決（東地判昭和 59年 7月 6日、判例時報 1125号 25頁）は、
「政策的又は専門技術的な判断」を要することを明確に説明した。その後、３号要件
について裁量判断の余地を認める裁判例は、後に紹介する圏央道あきる野ＩＣ事件一
審判決を除き、その立場に立つ。 
３号要件の判断について事業認定庁に裁量権があることと認めた控訴審判決は、事
業認定庁の判断の形成過程において、「不当な軽視、考慮不尽、他事考慮、過大評価」
といった判断の結果を左右した誤りがあるかどうかを審査する。判断の形成過程を審
査するというアプローチを採用することで、本件控訴審判決は、同じ白石裁判長によ
る群馬中央バス事件判決（東地判昭和 38 年 12 月 25 日、行裁例集 14 巻 12 号 2255
頁）、個人タクシー事件判決（東地判昭和 38 年 9 月 18 日、行裁例集 14 巻 9 号 166                                                        
126 判断過程統制の方法は本判決で用いられたことで注目されたものである。正木前出注（125）・179頁。 
127 ３号要件について、羈束から裁量への転換の背景には、当時の裁量に関する議論がある。その具体的な検
討について、正木前出注（125）・181—182頁を参照。 
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頁）とは共通しているとされる。なお、群馬中央バス事件判決及び個人タクシー事件
判決は、聴聞や公聴会といった行政手続における事実認定の過程で瑕疵に注目してい
たのに対して、本件控訴審判決は、単に行政手続ではなく、より行政判断の実体的な
内容に立ち入っていることに特徴がある 128。 
そして、３号要件判断の実体的な内容としては、どの価値、要素を比較衡量に入れ
るべきか、どの価値、要素を重視すべきかあるいは過大に評価すべきではないかとい
ったようなことについて、控訴審判決が、裁判所自身の価値観を基準として、事業認
定庁のそれを審査しているのではないかとも指摘される 129。例えば、オリンピツクの
開催に伴う自動車交通量増加の予想を本来考慮に容れるべきでない事項とすること、
暴風による倒木（これによる交通障害）の可能性および樹勢の衰えの可能性を本来過
大に評価すべきでないことがらとすることなどがその例である 130。そうであれば、控
訴審判決の採用した裁量過程統制の審理方法は、実は判断代置と極めて近いものなの
ではないかという指摘もある。 
 
3. 日光太郎杉事件後の裁判例 
日光太郎杉事件後、道路、空港、ダム、廃棄物処分場等の建設に関する事業認定の
取消を求める訴訟が相次いで出てきた。また、収用裁決の取消訴訟で、先行する事業
認定の適法性を争うものも少なくない。例えば、能登海浜道路用地収用事件（金沢地
判昭和 61年 12月 12日、判例地方自治 29号 65頁）、二風谷ダム事件判決（札幌地判
平成 9年 3月 27日、判時 1598号 33頁）はその例である。それらの判決は、３号要
件の解釈について、日光太郎杉判例法理をとることでは一致しているが、用いた審理
方法については必ずしも一致していない。 
 
1) 判断代置の裁判例 
３号要件の該当性について、日光太郎杉事件一審判決に戻って、判断代置によって
審査を行った裁判例がある。例えば、三井寺事件判決（大津地判昭和 58 年 11 月 28
日、判時 1119号 50頁）、営団地下鉄 11号線建設工事事件判決（東地判平成 2年 4月
13日、判例地方自治 74号 63頁）及び保倉川改修工事事件判決（東地判平成 5年 11
月 29日、判例地方自治 125号 65頁）、以下紹介する圏央道をめぐる第 2陣訴訟一審
判決（東地判平成 17年 5月 31日、訟務月報 53巻７号 1937頁）及び控訴審判決（東
高判平成 20年 6月 19日、裁判所ウェブサイト）、日の出町廃棄物処分場事件第一審
判決（東地判平成 17年 11月 25日、判例時報 1919号 15頁）は、その例である。 
三井寺事件判決は、「三号の要件は、その判断事項が収用制度の根幹にかかわるも
のであり（法一条、二条参照）、しかも事業の認定が収用権の発動という国民の権利
を剥奪するに至る一つの処分であることに鑑みれば、その判断は覊束されているもの                                                        
128 塩野宏「判例評論」178号（135－140頁）138頁。正木前出注（125）・183—184頁。 
129 正木前出注（125）・186頁。 
130 この点に関する議論について、阿部泰隆『行政裁量と行政救済』（三省堂、1987年 11月 1日）125—126頁
を参照。 
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と解するのが相当である」と論じつつ、「四号の公益性に関する判断は行政庁の専門
技術的、政策的判断を尊重せざるを得ないため自由裁量に属するもの」と解釈する。 
日の出町廃棄物処分場事件第一審判決は、３号要件について、裁量判断の余地があ
るかどうかについて、特に言及していないのに対して、「法 20条４号は、同条３号に
よって事業計画自体の合理性が肯定される場合であっても、当該土地を取得するのに
強制的な土地収用という手段を用いるだけの「公益上の必要性」を要することを規定
したものと解され、この公益性に関する判断は事業認定庁の専門技術的・政策的判断
に基づく裁量に属し、裁量権の範囲を超え又はその濫用があると認められる場合に限
り違法となる」と明確に判示している。この点に鑑みれば、同判決は、三井寺事件判
決と同じような立場に立つものと言える。 
これに対して、営団地下鉄 11 号線建設工事事件判決、保倉川改修工事事件判決、
圏央道第 2陣訴訟の一審判決及び控訴審判決は、特に言及していなかったが、４号要
件の判断についても、判断代置によって審査を行ったとみられる。 
なお、日光太郎杉事件後、事業認定の取消を求めた裁判例の多くは、３号要件の判
断について、行政裁量を認める 131。 
 
2) 圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決 
日光太郎杉事件後、事業認定を違法と判定した裁判例としては、前掲二風谷ダム事
件判決と圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決（東京地判平成 16年 4月 22日、判例時報
1856号 32頁）しかない。二風谷ダム事件判決は、日光太郎杉事件控訴審判決とほぼ
同じように、判断過程統制の審理方法をとって、３号要件の該当性を否定した上で、
事業認定を違法なものと判断した。すなわち、公共の利益のために、アイヌ民族の民
族的・文化的・歴史的・宗教的諸価値が譲歩することを求める場合に、行政庁にそれ
らの貴重な価値への「最大限の配慮」が課されるべきであるが、事業認定庁は、事業
によって得られる利益が失われる利益に優越するかどうかを判断するために必要な
調査、研究等の手続を怠り、アイヌ文化に対する影響を可能な限り少なくする等の対
策を講じないまま、安易に前者の利益が後者の利益に優越するものと判断し、結局事
業認定をしたことになり、裁量権を逸脱した違法があるとされている 132。 
一方、圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決は、日光太郎杉事件、二風谷ダム事件と異
なる独自の判断枠組を示している。以下それを紹介する。 
 
i 事案の概要 
 圏央道は、東京都心から約 40キロメートルないし 60キロメートル圏に位置する都
市を相互に連絡することにより、地域間の交流を拡大し、地域経済及び地域産業の活
性化を促すとともに、首都圏から放射状に伸びる高速自動車国道を相互に連絡するこ
とにより、都心部への交通の集中を緩和し、都心部一極集中型から多極分散型への転                                                        
131 小澤前出注（66）・354頁。 
132 二風谷ダム事件では事業認定を違法としたが、事情判決により請求は棄却された。 
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換による首都圏全体の調和のとれた発展に貢献すること等を目的に計画された総延
長約 300キロメートルの環状道路である 133。この圏央道については、それぞれ異なっ
た区間についての事業認定及び収用裁決の取消を求めた、第１陣から第３陣に至る訴
訟が提起された。 
圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決は第１陣訴訟に当たる。この第１陣訴訟では、あ
きる野市牛沼字飛鳥山地内から同市下代継字早道場地内までの間、青梅市友田町二丁
目地内から同市河辺町一丁目地内までの間及び同市河辺町八丁目地内から同市新町
一丁目地内までの間における一般有料自動車専用道路の新設工事等にかかる事業等
（一般有料自動車専用道路の新設工事に伴う附帯事業並びに市道付替工事、以下本件
事業とする）が問題とされた。これらの事業について、東京都知事が、環境影響評価
手続を経た上で、都市施設（道路）として、都市計画決定を行った。起業者である国
（建設大臣・当時）及び日本道路公団は、各事業区間内における用地の買収に応じな
かった地権者らの所有地を起業地として、事業認定を申請し、平成 12年 1月 19日、
国土交通大臣（建設大臣・当時）から事業認定（以下本件事業認定とする）を得た。
続いて、東京都収用委員会は、本件各土地について、収用裁決（権利取得裁決及び明
渡裁決）をした。 
これに対して、圏央道あきる野インターチェンジ建設予定地に所有権などの権利を
有する原告ら及び周辺住民である原告らが、圏央道は建設の必要性がなく、周辺の環
境を悪化させるものであるから、圏央道について事業認定を行うことは三号及び四号
の要件を満たしておらず、また、本件事業認定に際して周辺住民の意見を十分反映さ
せていないことなど事業認定の手続にも違法があったとして、本件事業認定の取消し
を求めた。収用裁決に対しても訴訟が提起されているが、本稿では事業認定に対する
取消訴訟のみについて検討する。 
 
ii ３号要件についての判断枠組 
まず、３号要件の解釈について、圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決（以下単に「一
審判決」という）は日光太郎杉判例法理に従って判断した。そして、比較衡量の対象
として、利便性の向上、交通渋滞の緩和の積極的な価値、道路の建設に要する費用、
付近住民の健康や周辺環境に与える影響、環境被害の対策が要する費用、文化財等の
価値等の失われる公共の利益、及び財産の価値等の失われる私的な利益があげられて
いる。 
本件においては、事業認定の前提として、都市計画法に基づく都市施設としての都
市計画決定が行われていることはすでに述べた。一審判決は、「都市計画法一三条の
定める都市計画基準は土地収用法二〇条三号の定めをより具体的に規定したものと
もみ得るところであるから、土地収用法に基づく事業認定を申請した事業が都市計画
決定を前提とするものである場合においては、当該都市計画決定が都市計画基準に合
致するとは認められないときには、特段の事情のない限り、当該事業計画は土地収用                                                        
133 http://www.ktr.mlit.go.jp/honkyoku/road/3kanjo/kenoudo/ 
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法二〇条三号の要件の該当性も認められないと判断するのが相当である」と論じた。 
続いて、一審判決は、「事業認定の前提要件」に関する特徴的な判断を示す。すなわ
ち、事業によって設置される営造物に瑕疵があると認められる場合の取り扱いについ
て、土地収用法は、明示的な規定を置いていない。しかし判決によれば、その場合、
「法がこのような事態を是認しているものとは到底考えられず、上記のように明文の
規定を欠いているのは、公共工事の起業者がそのような瑕疵ある営造物の設置を計画
するはずがないとの前提に立っていることによるものと理解すべきであり、法はこの
点を事業認定における黙示的な前提要件としている」というのである。そうだとする
と、事業認定庁としては、事業認定申請書とその添付資料により、当該事業によって
設置される営造物に瑕疵があるものと認めた場合には、法の想定している公共事業で
はないとの理由により、そのままでは事業認定をすることはできないとの判断をすべ
きである。その点を指摘してもなお起業者が計画の変更等をしない場合には、３号要
件に関する日光太郎杉判例法理を用いた比較衡量等をするまでもなく、申請を却下す
るか、瑕疵のない内容への変更を条件に事業認定をすべきだとされる 134。 
ここでの営造物の瑕疵の概念について、一審判決は、国家賠償法二条一項にいう営
造物の設置又は管理の瑕疵の概念を引用している。「営造物の設置又は管理の瑕疵と
は、営造物が通常有すべき安全性を欠いている状態、すなわち他人に危害を及ぼす危
険性のある状態を指すのであるが、これには、営造物に物理的な瑕疵がある場合のみ
ならず、営造物が供用目的に沿って利用されることとの関連においてその利用者以外
の第三者に対して危害を生ぜしめる危険性がある場合（いわゆる供用関連瑕疵）をも
含むものであり、営造物の設置・管理者において、このような危険性のある営造物を
公共の利用に供し、その結果周辺住民に社会生活上受忍すべき限度を超える被害を生
じせしめた場合には、原則として同項の規定に基づく責任を免れることができないも
のと解されるのである（最高裁昭和 56年 12月 16日民集 35巻 10号 1369頁）。」   
また、瑕疵の有無の認定については、一審判決は、「起業者が提出した資料が十分で
なく、瑕疵ある道路の建設が行われるとは直ちに認められないものの、提出された資
料及び審査時点で事業認定庁が有する知見及び公知の事実（法令等を含む）に照らし
てそうした疑念を生じさせるものである場合には、事業認定庁は、瑕疵ある道路の建
設を許容してはならない義務を有している以上、そうした疑念について、起業者に追
加資料の提出や追加調査を命じることによって、将来予測され得る事態がどの程度の
ものかを確かめ、その上で瑕疵が生じ得るものかどうかを認定判断すべきである……
そうした疑念を生じさせる内容であるにもかかわらず、事業認定庁がその点について
十分な調査をしないまま事業認定が行われた場合には、法が事業認定の前提として要
求している要件を満たすか否かについての判断をしていないものとして、当該事業認
定は違法とされるべきである」との判断基準を判示した。                                                         
134 一審判決は、道路の通行によって生じる騒音について供用関連瑕疵が生じるに至ったことについての設置・
管理者の予測・回避可能性について、平成 7年 7月 7日最高裁判決（民集 49巻 7号 1870頁）の判示を引用
した上で、「公の営造物の管理者には、供用開始後の営造物の利用状況を正しく予測し、当初から瑕疵のない
営造物を設置する義務があることを前提としているものと解されるのである」と判断した。 
 61 
一審判決によれば、事業認定庁は、上記の前提要件を満たしている申請についての
み、３号要件の該当性を検討することとなる。この点については、以下のように論じ
られる。 
 
ところで、法二〇条３号要件の判断に当たり、事業認定庁に広範な裁量を認
める考えの中には、その根拠として、３号要件の判断については専門的技術的
判断を伴うことを理由とする見解もある。しかしながら、すべての事業計画が
特段の専門的技術を必要とするとは限らないのであり、かつ、事業認定を求め
る事業には法三条が定めるとおり様々なものがあり、事業認定庁はかならずし
もこれらの多種多様な事業について専門的技術を有している行政庁であると
は限らない。また、法二〇条三号の要件がきわめて一般的抽象的な規定である
ことに照らしても、かならずしも事業認定庁に専門的技術を前提とした判断を
求めているとも解されない。 
むしろ、法二〇条三号の判断に当たり事業認定庁に認められる裁量とは、事
業認定庁の有する専門的技術的知識に由来するものではなく、得られる価値と
失われる価値との比較衡量をするに当たり、性質上そのままでの比較対象が困
難な複数の価値について、事業認定庁における政策的判断としてそのいずれを
優先させるかという意味においての裁量であり、事業認定庁の政策判断力に由
来するものと解される。 
すなわち、法二〇条３号要件の審査に当たっては、事業認定庁において得ら
れる利益と失われる利益との比較衡量を行うべきであることは前述のとおり
であるが、事業認定の対象とされる公的事業の場合、私法の分野における利益
衡量のように同質の価値を比較検討するのとは異なり、その基本的対立軸とな
るのは、事業によって生じる公共の利益と起業地内の私人の利益との衝突であ
るところ、これらはいずれも質的に異なる利益であって、単純にその大きさを
比較できるというものではない。また、公共の利益の範ちゅうにおいても、事
業によって生じる便益（道路建設の場合であれば利便性の向上、渋滞の解消）
と、失われる利益（環境一般に与える悪影響、受忍限度の範囲内において地域
住民に生じる騒音、大気汚染等の不快感等）については、やはり利益の質が異
なり、何らかの特別な視点によらない限りそのまま比較衡量することは実際上
困難であるといわざるを得ないのである。このような、さまざまな性質を異に
する利益を比較衡量という手法を使って勘案するに当たり、結局のところどの
ような価値を最も重視すべきかということについては、現行の法体系の下で社
会に普遍的に受け入れられた価値の優先順位を探求する必要が生じるのであ
り、そのような場面で作用するのが事業認定庁に認められた裁量であるという
べきである。 
 
上記のような事業認定庁の裁量に基づく判断については、一審判決は、それが、「事
業認定庁に与えられた裁量の趣旨からして本来考慮すべきでない要素を過大に重視
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し、また、本来考慮すべき要素を不当に軽視し、その結果が判断を左右したものと認
められる場合には、その判断過程には社会通念上看過することができない過誤欠落が
あるというべきであり、同判断はとりもなおさず裁量判断の方法ないしその過程に誤
りがあるものとして、違法となると解するのが相当である」としている。 
 以上のような事業認定の前提要件及び３号要件の解釈を前提として、一審判決は、
まず事業認定の前提要件の該当性を審査して、「本件道路が事業計画どおりに建設さ
れ、供用が開始された場合には、相当範囲の周辺住民に対し受忍限度を超える騒音被
害を与えるものと認められ、その点において、瑕疵ある営造物の設置を目的とする事
業といわざるを得ず、上記要件に該当しないものであったにもかかわらず、これを看
過して事業の開始を是認したものであって、この点のみを取り上げても違法といわざ
るを得ない。その上、本件事業認定は、本件道路の供用による大気汚染の発生の有無
について、接地逆転層発生の有無及び浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の影響の有無の二点
で、なお、それらによる被害発生の疑念が払拭できず、それらが発生すると相当重大
な結果が発生するおそれがあり、かつ、さらに確度の高い調査をする余地もあったの
に、これらを行わないまま、事業の開始を是認したものであって、上記要件該当性の
判断を怠った違法があるというべきである（しかも、本件全証拠によっても、これら
の疑問は解消されていない。）」との結論を下した。 
また、一審判決は、念のため、事業認定の前提要件が満たされるとして、３号要件
の該当性についても検討を行った。そして、圏央道全体及び本件事業の意義（交通渋
滞・混雑の緩和）、本件事業の必要性を認めないし、代替案の検討を全く行っていな
いことからしても本件事業の合理性は裏付けられていないとして、「事業認定庁は、
事業によって得られる公共の利益の点につき、具体的な根拠もないのにこれがあるも
のと判断したと認めざるを得ず、その判断過程には社会通念上看過することができな
い過誤欠落があったといわざるを得ない」と判断した。 
 
iii 検討 
紹介してきたように、圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決は、都市計画決定と事業認
定の関係、３号要件の判断について裁量権の由来（専門的技術的知識に由来するもの
ではなく、政策判断力に由来する）135、３号要件における比較衡量要素の抽出（現行
の法体系の下で社会に普遍的に受け入れられた価値の優先順位）等の点について、
色々な主張を持ち出したが、それらの主張を適用して、事業認定の適法性を判断する
のではなく、むしろ、事業認定の前提要件を満たさないこと、並びに３号要件の該当
性を判断するに当たって、事業によって得られる公共の利益を十分に認められないこ
とを理由として、本件事業認定を違法なものと判定した。                                                         
135 ３号要件の判断については、日光太郎杉事件控訴審判決は、明確に説明していないが、「専門的・技術的な
判断の必要性」があるために、行政裁量を認めると理解してよいが、成田空港事件一審判決（東地判昭和 59年
7月 6日、判例時報 1125号 25頁）は、明確に「政策的又は専門技術的な判断」を要するという理由で、裁量の
余地があると認める。その後、３号要件について裁量の余地を認める裁判例は、この圏央道あきる野ＩＣ事件一
審判決を除き、その立場に立つ。 
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なお、事業認定の前提要件を満たさないことだけで、事業認定の違法性が直ちに導
かれるのではなく、事業認定庁は、「その点を指摘してもなお起業者が計画の変更等
をしない場合には」、事業認定の申請を却下するか、または、瑕疵のない内容への変
更を条件に事業認定をすべきであるとされることに注意しなければならない。そして、
圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決は、仮に事業認定の前提要件を満たすとした場合の
三号要件の該当性についても「念のため」として審査を行ったのである。 
圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決も述べるように、営造物の瑕疵となりうる騒音、
大気汚染等を、３号要件判断の問題として考慮するという考え方がある。なお、その
ことだけでは足りず、当該事業には、国家賠償法上の設置管理の瑕疵がある場合には、
事業認定の前提要件を満たさなくなり、そのような瑕疵が生じない場合には、初めて
３号要件の比較衡量が行われることになると判示している。しかも、瑕疵の有無の判
断については、事業認定庁に裁量の余地がないとされている。こういう枠組をとるこ
とによって、道路によって周辺住民にもたらす騒音、大気汚染等の不利益に対して、
事業認定庁に十分な配慮が課されることには優れた点があると言えよう。 
また、瑕疵の有無の認定については、事業認定庁が「十分な調査をしないまま事業
認定が行われた場合には、法が事業認定の前提として要求している要件を満たすか否
かについての判断をしていないものとして、当該事業認定は違法とされるべきである」
とされている。そして、事業認定庁は、明文の規定がある資料だけでなく（事業認定
申請書とその添付資料、学識経験者の意見、利害関係人の意見、第三者機関の意見等）、
必要に応じて起業者から事情聴取を行い、関連資料の提出を求め、起業者に調査を命
じるなどをすることもできるとされている。 
他方では、上記の枠組によって、営造物による騒音、大気汚染等の被害について、
国家賠償法上の責任の有無を認定するために設定する受忍限度の水準が、事業認定の
適法性も左右するようになる。この点について、福井秀夫の以下の指摘に十分な注意
を支払う必要がある 136。 
 
受忍限度の水準を低下させることによって、程度はともかく必ず発生して、
誰かが苦痛を味わっているところの被害を、少なくとも金銭換算によって救済
することが可能となるわけであるから、法解釈によって、あるいは立法による
明示的な基準の変更によって、受忍限度水準を国家賠償法上の責任や民事上の
責任の判断に当たって限りなくゼロに近づけていくことには、一定の合理性が
あるといえる。 
しかし、救済範囲を広げるために受忍限度の水準を下げようとすると、それ
が事業認定の違法性を同時にもたらすこととなるときには、損害賠償の救済範
囲の拡大が直ちに事業の差止めをも意味するということを念頭において受忍
限度水準の設定を行わなければならなくなることから、その場合にかえって判                                                        
136 福井秀夫「圏央道事業認定・収用裁決取消訴訟第１審判決及び圏央道代執行手続執行停止事件最高裁決
定」、法学教室 288号（19−26頁）21−22頁。 
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決の現場では、国家賠償責任の救済範囲を広げることを躊躇するようになり、
司法判断へのプレッシャーとして機能することが予想される。 
 
なお、圏央道あきる野ＩＣ事件控訴審判決（東京高判平成 18年２月 23日判例時報
1950号 27頁）は、事業認定申請の添付資料から当該営造物の欠陥や騒音等が生ずる
危険を看取し得るときには、これらの事項が３号要件充足性の判断において考慮され
る要素となり得るものと解するのが相当であるとし、上記の判断枠組を覆した 137。 
 
3) 裁判例の動き 
圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決後、事業認定の取消を求めた裁判例のほとんどは、
３号要件について、日光太郎杉判例法理を踏まえた上で、事業認定庁に広範な裁量を
前提に、判断過程において、裁量踰越・濫用となる限定的な違法事由の有無のみを審
査する。すなわち、３号要件の判断について、「その基礎とされた重要な事実に誤認
があること等により重要な事実の基礎を欠くこととなる場合、又は事実に対する評価
が明らかに合理性を欠くことや判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこ
と等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合
に限り、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となる」とされて
いる 138。 
上記の審査方法の下で、裁判所は、３号要件の判断に当たっては、事業によって得
られる公共の利益と失われる公共の利益ないし私的利益の存否を事実認定としたう
えで、そのような事実について、事業認定庁には誤認があるかどうか、そして、それ
らの利益の大きさ・程度について、事業認定庁の評価は、社会通念に照らし著しく妥
当性を欠くものであるかどうか、さらに、失われる重要な利益（例えば、事業によっ
て周辺住民にもたらされる騒音、大気汚染等の被害）について、事業認定庁が十分に
配慮したかどうかといったことを審査しているのである。 
 
三、 ４号要件 
４号要件は、「土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること」と
規定している。４号要件の意味については、二つの見解が分けられている。                                                         
137 圏央道第２陣訴訟一審判決において、原告らも行政機関である事業認定庁が瑕疵ある営造物の設置を許す
ことは、法の支配に服すべき行政機関が自ら法に違反することを意味し、法がこのような事態を是認しているとは
考えられないから、法はこの点を事業認定における黙示的な前提要件としているものと解すべきである旨を主張
するが、同判決は「黙示的な前提要件」の当否をさておき、営造物の瑕疵とまで評価することはできないとして、
その余の点について判断するまでもなく、原告らの上記主張を採用しなかった。 
138 この判断基準は、小田急線連続立体交差事業認可取消訴訟の本案判決である最高裁判決（平成 18年 11
月 2日、判例自治 286号 77頁）において判示されたものである。事業認定の取消を求めた裁判例のうち、この
判断基準をそのまま引用した裁判例がある（例えば、第二京阪道路事件一審判決（大阪地判平成 22年 10月
15日、訟務月報 59巻 9号 2441頁）、圏央道第３陣訴訟一審判決（東地判平成 22年 9月 1日、判例時報
2107号 22頁）、内海ダム再開発一審判決（高松地判平成 26年 10月 6日）、東九州自動車道事件一審判決
（福岡地判平成 28年 1月 25日）等））が、引用しない裁判例もある（例えば、圏央道第３陣訴訟控訴審判決（東
高判平成 24年 7月 19日）等）。それにもかかわらず、これらの裁判例は、３号要件の該当性についてほぼ同じ
ように審査している。 
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1. 見解１——３号要件への融合 
見解１は、昭和 26年 12 月 15日管理局長通牒「土地収用法第三章事業の認定の規
定運用に関する件」一（ニ）において、示されているものである。すなわち、４号要
件の意味は、申請に係る個々の事業が有する具体的な公益性の有無を判断するところ
にあるとされている。この意味であれば、それは３号要件に含まれ、融合することに
なると考えられる 139。すなわち、３号要件における比較衡量を判断するに当たって
は、事業によって得られる公共の利益が十分に認められれば、４号要件の該当性も充
足されるようになる。 
見解１に立つとみられる裁判例が少なくない 140。例えば、上述の営団地下鉄 11号
線建設工事事件判決は、４号要件について具体的に解釈していなかったが、地下鉄 11
号線事業が、首都圏の拡大に伴う首都圏西南部から都心への輸送力増強、銀座線の混
雑緩和、渋谷副都心の育成、皇居西北地域の再開発への寄与との目的を達成するため
のものであり、その公益性が極めて高いことを事実として認定した上で、４号要件の
該当性を認めた。 
また、鹿島地区県道事件判決（水戸地判平成 3年 9月 17日判決、判例地方自治 93
号 86頁）は、３号要件について、事業によって得られる公共の利益として、「鹿島地
域において、重要な通勤用ないし物資輸送用道路である本路線の混雑を解消し、その
幹線道路としての機能を十分発揮させること」を認めた上で、４号要件が充足されて
いると判断した。 
 
2. 見解２——１号から３号までの要件における考慮事項以外のあらゆる条件の考
慮 
見解２は、「収用し、又は使用する公益上の必要」というのは、20条 1号から３号
までの具体的基準のほかに、さらに広く公益的見地から、あらゆる諸条件を検討して
収用又は使用する必要の有無を考慮すべきことを示す趣旨であって、その諸条件を検
討し審査した結果は、憲法 29条 3項にいう「公共のため」、土地収用法 2条の「公共
の利益となる事業のための必要」の観念に合致しなければならないわけであることを
指す 141。 
なお、1 号から３号までの要件における考慮事項以外のあらゆる条件とは、一体ど
ういうもの指すかについては問題が残される。三井寺事件判決は、「四号は同条一号
から三号までの具体的基準のほかにさらに公益的見地からあらゆる諸事情を検討し
て当該事業計画に供される土地を収用または使用する必要の有無を考慮すべきこと                                                        
139 小澤前出注（66）・362頁。 
140 紹介する裁判例のほかに、保倉川改修工事事件判決、東北横断道事件一審判決（秋田地判平成 8年 8月
9日、判例地方自治 164号 76頁）、名古屋市高速度鉄道第４号線事件一審判決（名古屋地方裁判所平成 14
年３月 27日、裁判所ウェブサイト）、圏央道あきる野ＩＣ事件控訴審判決、静岡空港事件一審判決（静岡地判平
成 22年３月 18日、訟務月報 58巻 11号 3765頁）、第二京阪道路事件一審判決、東九州自動車道事件一審
判決も見解１に立つものと見られる。 
141 高田・国宗前出注（75）・90頁。小澤前出注（66）・362−363 頁。 
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を要求するものである」と明確に述べた上、代替案の検討を４号要件の考慮事項とし
て審査を行う。すなわち、裁判所は、４号要件を判断するにあたっては代替案を排し
て本件計画案が採用されるに至った判断過程およびそこで考慮された判断資料、判断
要素に社会観念上著しく妥当を欠く点があるか否かを審査すべきであるとされてい
る。なお、代替案を４号要件の問題とするものは、この判決しかない。 
 
1) ４号要件における考慮事項——徳山ダム事件一審判決 142 
 徳山ダム事件一審判決（岐阜地判平成 15年 12月 26日、判例時報 1858号 19頁）
は、４号要件の趣旨は、「広く収用・使用の必要性、緊急性を要する」ことにある
と解釈した上で、同要件の審査に当たり考慮される事情について、地権者等が土地
の売買契約に応じず収用・使用の必要性があること、事業の推進について各自治体
の意見、知事、議会の意見を挙げている。 
 そして、同判決は、本件事業認定申請の時点で既に約 1300億円が投ぜられ、本件
起業地の約 97％が既に公団により買収されるとともに、旧Ｐ２村に居住していた世
帯は下流に移住し、既に集落も存せず、田畑のほとんどは原野となっていたこと、
本件事業認定申請後に本件起業地の一部が原告らによるいわゆるトラスト運動の対
象となり、任意買収が極めて困難となったこと、本件事業が完成できない場合に
は、本件事業による洪水調節，流水の正常な機能の維持、都市用水の確保及び発電
といった種々の効果が実現できない状況になること、県市町村や旧徳山住民らか
ら、本件事業の早期完成を求める要望や決議がなされていることを認定した上で、
これらの事実を総合して、４号要件の該当性を認めた。 
 
2) ４号要件における考慮事項についての検討 
 ここで、徳山ダム事件一審判決の枠組を前提として、より複雑な仮想的状況を考
えてみよう。現在、収用実務では、原則として、用地取得率が 80％となった時又は
用地幅杭の打設から３年を経た時のいずれか早い時期までに、事業認定申請に係る
準備に着手し、着手後 1年以内をめどに当該申請を行うこととされている 143。ここ
で例えば、起業地の 80％が買収されたが、①その取得された用地の所有者の数はわ
ずかであり、事業予定地における多くの所有者は任意買収に応じていない、②事業
の施行について、激しい社会的な反対運動がある、③事業の早期完成を求める要望
や決議などもなされていないといった場合、事業認定庁は、4号要件を充足しない
として認定を拒否することができるかが問題となる。この問題について、小澤道一
は、「激しい社会的な反対運動があり、事業認定をすれば極めて大きな社会的混乱
が予見される場合に、事業認定の時期を遅くらせても事態の改善がないときには、
認定拒否することに合理性がある」と主張し、肯定的な答えを提示する 144。そうで                                                        
142 ４号要件の取扱いについて、徳山ダム事件一審判決と大体同じようなものとして、圏央道第２陣訴訟一審判
決、苫田ダム事件判決、（岡山地判平成 17年７月 27日、訟務月報 52巻 10号 3133頁）、日の出町廃棄物処
分場事件一審判決、圏央道第３陣訴訟一審判決、新石垣空港事件一審判決（東京地判平成 25年９月 17日、
判例タイムズ 1407号 254頁）等もある。 
143 「公共事業に係る事業認定等に関する適期申請のルール化について」（平成元年中央用地対策連絡協議
会事務局長通知）などに基づくものである。土地収用法令研究会前出注（78）・11頁。 
144 また、小澤は、外国人居住地区において事業が計画され、事業に対する外国人の反対運動があって、これ
が外交上の重大問題となったときには、外交的配慮に立って、認定拒否をすべきとも主張する。小澤前出注
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あれば、４号要件によって社会安定性に考慮することも要求されると解する余地が
あるのではないか。 
 また、上記の考慮事項以外、新東京国際空港事件一審判決（東京地判昭和 59年 7
月 6日、判例時報 1125号 25頁）は、最適地が他に存するときは、土地収用法 20
条、特措法七条の各３号要件に違反するとの原告らの主張に対して、判断を行うに
際して、「事業認定の審査に当たり、事業認定申請書等から代替案のあることが判
明しており……代替案に係るより適当な起業地に関する権利が容易に取得しうるよ
うな場合には収用法二〇条四号、特措法七条四号の要件を欠くと解する余地がない
ではない」と述べ、新しい考慮事項を提示している。しかし、４号要件の該当性に
ついては、同判決が、空港建設の必要性（東京地区における長期の航空需要に対応
し、かつ将来国際航空路線で出現する新機種を受入れるため、新たに国際航空を建
設することが必要であり、新空港を建設しなければ東京の政治的経済的活動に重大
な支障を与え、ひいては我が国の国際的地位・信用にも影響を及ぼすこと）のみに
ついて判断を行う。小澤道一は、この判決を見解１に立つものとみられる裁判例と
して挙げることに注意しなければならない 145。 
  
 
第３節 事業認定の性格 
 
第２節においては、本案審査の場面を念頭に置いて、事業認定の実質的な要件の解
釈と事業認定庁の判断に対する司法審査の手法に関する検討を行った。しかし、原告
適格を判断する場面においては別の問題がある。すなわち、事業認定の性格について、
それが専ら公共の利益の増進と私有財産との二つの対立する利益の調整を目的とす
るものであるという見解と、それに加えて公共事業を規制する性格も併有するもので
るという見解との基本的な対立が、第三者の原告適格の有無の判断に影響しているの
である。前者は日光太郎杉判例法理（３号要件の解釈）と緊張関係にある。以下、事
業認定と第三者の原告適格が問題になった圏央道第３陣訴訟控訴審判決を素材とし
て問題状況を指摘し（一）、ついで、都市計画手続と土地収用における公共性の関係
の考察を試みる（二）。 
 
一、 事業認定と第三者の原告適格－圏央道第３陣訴訟控訴審判決の考察 146 
1. 前提１：第三者原告適格の判断枠組——法律上保護された利益説 
 近年、道路、空港、ダム、廃棄物処分場等の公共事業に伴って発生する騒音、振動、
大気汚染、水質汚染等の被害が大きな社会問題となっている。収用対象となる土地に
所有権等の権利を有する者（以下地権者という）だけではなく、そのような被害から
免れる利益（以下居住環境利益という）を享受する周辺住民も、原告として、事業認                                                        
（66）・334-335頁を参照。 
145 小澤前出注（66）・362頁。 
146 本節の記述は、矯姝「判例評釈事業認定取消訴訟における周辺住民の原告適格」六甲台論集法学政治学
篇 63巻２号 99-116頁と大幅に重複する。 
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定の取消を求めた訴訟は相次いで出てきた。これらの裁判例は、周辺住民の原告適格
を否定するという結論においては一致しているが、その理由付けについては一致して
いない。 
第三者原告適格の判断枠組については、「法律上保護された利益説」が判例の立場
である。具体的に言えば、原告適格が認められるためには、「不利益要件」——当該処
分が原告にとって不利益なもの、すなわち原告の一定の利益に対する侵害を伴うもの
であること——、「保護範囲要件」——その利益が、当該処分に関する法令で保護されて
いる利益の範囲に含まれるものであること——、「個別保護要件」——当該法令による保
護が、原告ら個別関係者の利益を、単にその法令によって保護される公益の一部とし
て位置づけるのではなく、公益とは区別して個別かつ直接に保護するものであること
——といった三つの要件が満たされることを要するものとされている 147。2004 年行訴
法改正によって、第三者の原告適格に関する９条２項が新設された後も、この判断枠
組は基本的に変わっていないと思われる 148。 
日光太郎杉判例法理によって、上記の居住環境利益が失われる利益として３号要件
における比較衡量の対象となっていることは当然ながら、そのため、それが３号要件
によって「保護されている」－原告適格を基礎づける保護範囲要件あるいは個別保護
要件の意味において－と言えるかどうかがここでは問題になった。この点について、
圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決を初めとする多数の裁判例は、３号要件が、周辺住
民の居住環境利益について、「公益的見地から一般的に」保護しようとするものであ
る（「保護範囲要件」該当性を認める）が、「個々人の個別的利益としても保護すべき
ものとする趣旨を含むと解することは、やはりできないものというべきである」（「個
別保護要件」該当性を否定する）とする 149。これに対して、圏央道第３陣訴訟控訴審
判決（東京高判平成 24年７月 19 日、裁判所ウェブサイト）は、「保護範囲要件」該
当性も否定している。以下この点を敷衍しよう。 
 
2. 前提２：都市計画決定が行われている都市施設の建設事業の流れ 
圏央道第３陣訴訟では、圏央道海老名北インターチェンジから八王子ジャンクショ                                                        
147 小早川光郎「抗告訴訟と法律上の利益・覚え書き」成田頼明先生古稀記念『政策実現と行政法』（有斐閣、
1998年）47頁。 
148 行政事件訴訟法９条２項は、「裁判所は、処分又は裁決の相手方以外の者について前項に規定する法律上
の利益の有無を判断するに当たっては、当該処分又は裁決の根拠となる法令の規定の文言のみによることな
く、当該法令の趣旨及び目的並びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮するものと
する。この場合において、当該法令の趣旨及び目的を考慮するに当たっては、当該法令と目的を共通にする関
係法令があるときはその趣旨及び目的をも参酌するものとし、当該利益の内容及び性質を考慮するに当たって
は、当該処分又は裁決がその根拠となる法令に違反してされた場合に害されることとなる利益の内容及び性質
並びにこれが害される態様及び程度をも勘案するものとする」と規定している。 
149 由喜門眞治は、圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決等について、「付近住民について個別保護要件を欠くとい
う見解であろう」と述べる。由喜門「事業認定取消訴訟の原告適格について」『水野武夫先生古稀記念論文集 
行政と国民の権利』（法律文化社、2011年）76−94頁（81頁）。これに対して、興津征雄は、「前掲東京地判平成
22・9・1（本稿では圏央道第３陣訴訟一審判決である）を始めとする諸判決が、周辺住民の原告適格を否定した
理由は、そのいずれを否定したことによるのか、必ずしも明らかではない」と述べる。興津征雄「計画の合理性と
事業の公共性—《計画による公共性》論から見た土地収用法と都市計画法—」吉田克己他編『都市空間のガバナ
ンスと法』（信山社、2016年）287−313 頁（295頁）。 
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ンまでの区間における一般有料自動車専用道路の新設工事等にかかる事業等（一般有
料自動車専用道路新設にあわせ、ジャンクション新設やバイパス新設が計画された）
が問題とされた。これらの事業について、東京都知事が、環境影響評価手続を経た上
で、都市施設（道路）として、都市計画決定を行った。以下の検討の前提として、圏
央道事業のように、都市施設として都市計画の決定が行われている施設の場合におけ
る建設事業の流れを整理すると、【図３】のようになる。 
 
 
 
 
【図３】 
 
 【図３】に示したように、都市施設として都市計画の決定が行われている施設の建
設事業については、都市計画事業の認可又は承認を受けて事業を施行することもでき
るが（B）、この手続を経ずに土地収用法上の事業認定を受けて行うことも可能とされ
ている（C）。また、起業者が任意の交渉によって、すべての事業用地を取得し、公共
事業を完成させることもあり得る（A）。 
 
3. 原告適格に関する判旨とその判断枠組み  
（１） 判旨 
周辺住民の原告適格について、圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、原審の判断をその
まま引用したが、環境影響評価法及び東京都環境影響評価条例が土地収用法と「目的
を共通にする関係法令」（行政事件訴訟法（以下行訴法）９条２項）に該当するという
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控訴人の主張について、以下のような独自の判断を付加した。 
1) 「土地収用法１条は、同法の目的について、『公共の利益となる事業に必要な土
地等の収用又は使用に関し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴う損失の補
償等について規定し、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、もって国土
の適正かつ合理的な利用に寄与することを目的とする。』としていることからす
れば、同法が直接目的とするところは、公共の利益の増進と私有財産との調整を
図ることであり、その結果として、国土の適正かつ合理的な利用に寄与すること
を目指すものと理解できる。」 
2) 「土地収用法は、私的自治の原則からすれば、公共の利益となる事業の事業者と
いえども、当該事業を推進する上で必要となる土地の取得は、同土地に所有権等
の権利を有する者との任意の交渉によるべきであるものが、上記原則を貫けば、
地権者の意向次第で、公共の利益となる事業が頓挫してしまい、社会全体から見
て相当でないこともあるので、既に関係法令に基づく免許・許可・認可等を取得
するなどして、適法に事業遂行権を取得した事業者について、一定の要件の下に、
その申請に対して事業認定という行政処分を行い、事業認定を受けた事業者にお
いて、任意の買収に応じない地権者から土地の権利を取得できることとし、その
手続を定めたものであると理解することができる。」 
3) 「土地収用法は、既に適法に公共事業の遂行権を取得している事業者が、事業用
地を確保しようとする場面で初めて登場する法律であり、第１次的には、事業者
側の利益（事業の公共性）と事業用地の地権者の私有財産との調整を目的とした
ものであるから、当該公共事業自体の法適合性は、原則として、その前提となっ
ているものと解される。もちろん、公共事業自体が違法である場合（例えば、法
の要件を欠いているため本来なら認可されるべきでなかったのに誤って認可さ
れたといったよう場合）には、土地収用法 20条 3号の要件該当性の判断の中で、
そのような事情が考慮されることは当然のこととしても、それは、あくまでも特
定の土地について収用の必要性が生じた場合に、これを可とするか否かという具
体的な場面で考慮されることであって、これを離れて、当該公共事業の一般的な
法適合性を問題とすることは予定されていないもの、すなわち、具体的な収用案
件から離れた当該公共事業の一般的な法適合性の有無は、原則として、土地収用
法の関与するところではないと解するのが相当である。」 
4) 環境影響評価法、東京都環境影響評価条例などの環境諸法令は、「本来的には、
事業自体の遂行の可否を決するに際して、事業遂行による環境への影響を判断す
るに際して、検討されるべきものであり」、土地収用法と目的を共通にする関係
法令には該当しないというほかはない。 
5) 「以上のような解釈の正当性は、事業用地がすべて任意買収によって確保された
場合にも、控訴人らの主張するような環境被害等が発生することがあり得るとこ
ろ、そのような事態となるのは、ごく例外的な場合を除けば、特定の土地が事業
用地として使用されること自体に起因するのではなく、事業者が関係法令で要求
された手続を遵守して（必要があれば許可等を取得して）、公共事業（本件につ
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いていえば圏央道事業）の遂行権を取得し、当該事業を遂行することに起因する
もの、すなわち、そもそもの公共事業自体によって生じるものと理解するほかな
いということからも、裏付けられているものといえる。」 
 
（２） 判断枠組み 
1) 土地収用法の目的 
まず、土地収用法全体の目的について、圏央道第３陣訴訟控訴審判決は特徴的な理
解を示す。すでに紹介したように、土地収用法１条は、同法の目的を、①「公共の利
益の増進と私有財産との調整を」図り、もって②「国土の適正且つ合理的な利用」に
寄与することと規定している。控訴審判決は、①を法の「直接目的」とした上で、②
を上記の二つの対立する利益が調整された「結果」として位置付ける。すなわち、②
が副次的・付随的なものであることが強調されているのである。 
この点、日光太郎杉一審判決は、「土地収用の制度は、『国土が適正かつ合理的に利
用』されることを究極の目的としながらも、その過程においては、『公共の利益の増
進の私有財産との調整』が図られることを要求しているものであって……」と述べて
いた。微妙な違いではあるが、日光太郎杉一審判決において②を強調することと異な
り、圏央道第３陣訴訟控訴審判決において、地権者の私有財産と公共の利益の二元的
対立構造を示す①が前面に出され、②が後景に退いていることが窺える。 
 
2) 「事業遂行権」と「公共事業の一般的な法適合性」 
 続いて、圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、「事業用地の取得は、地権者との任意の
交渉によるべきであるものが、地権者の意向次第で、公共の利益となる事業が頓挫し
てしまうということ」を出発点として、土地収用法が、「既に関係法令に基づく免許・
許可・認可等を取得するなどして、適法に事業遂行権を取得した事業者について、一
定の要件の下に、その申請に対して事業認定という行政処分を行い、事業認定を受け
た事業者において、任意の買収に応じない地権者から土地の権利を取得できることと
し、その手続を定めたもの」であると位置付ける。ここで、「事業遂行権」という概念
が登場するが、起業者がどのような「関係法令」に基づいて、それを「適法に」取得
するのか、具体的に説明されてはいない。 
また、「事業遂行権」と対をなすものとして圏央道第３陣訴訟控訴審判決が提示す
るのが、「公共事業の一般的な法適合性」という概念である。控訴審判決は、土地収用
法は、「既に適法に公共事業の遂行権を取得している事業者が、事業用地を確保しよ
うとする場面で初めて登場する法律であり、第 1次的には、事業者側の利益（事業の
公共性）と事業用地の地権者の私有財産との調整を目的としたものである」ことを再
び強調した上で、「公共事業自体の一般的な法適合性」は、「原則として」、その調整
の前提となっているものであると解している。ここまで検討してきた、事業認定取消
訴訟における第三者の原告適格が問題とされた裁判例において、この概念が用いられ
るのは圏央道第３陣訴訟控訴審判決が初めてである。もっとも、「事業遂行権」と同
様、同概念自体の意味についても、具体的には説明されていない。 
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上記の議論は、次のような考え方に基づくものと理解できるだろう。 
 
居住環境利益、文化等の利益といったような利益も含めた諸利益の調整は、事
業者が適法的に「事業遂行権」を取得した時点で終了しているはずである。ま
た、その利益調整は、例えば本件に即して言えば、都市計画法、環境影響評価
法、東京都環境影響評価条例等の関係法令の下で行われるものであり、当該公
共事業には、これら関係法令上、健康被害、環境被害をもたらすといったよう
な違法な事情がないことが既に確認されている筈である（公共事業の一般的な
法適合性）。そのような先行した利益調整を前提として、土地収用法が、「事業
用地を確保しようとする場面で初めて登場する」。そのようなものとしての土
地収用法の関心は、あくまで、「一般的な法適合性」とは切り離された、いわ
ば「剥き出し」の「事業の公共性」——上記引用部分では、それが「事業者側の
利益」と等置されている——が、私有財産を強制的に奪うのに十分であるかどう
かという比較衡量のみにある。 
 
要するに、圏央道第３陣訴訟控訴審判決によれば、公共事業については、二種類の
利益調整過程がある 150。第一に、公共事業自体を行うべき必要性の有無を判断するた
めに行われる利益調整であり、そこでは、例えば道路法、道路運送法、河川法、都市
計画法といった事業法の下で、環境利益等の諸関係利益が調整され、それが「公共事
業の一般的な法適合性」の内容となる（以下これを「総合的利益調整」という）。第二
に、当該公共事業に必要な土地を取得するために私人の財産権を剥奪すべき必要性の
有無を判断するために行われる利益調整である。そこでは、前者の利益調整の結果を
所与の前提とした上で、土地収用法の下で、公共の利益と財産的利益という二つの対
立的利益が調整される（以下これを「二元的利益調整」という）。こちらの利益調整過
程においては、「公共事業の一般的な法適合性」そのものが問題になることはない。 
圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、土地収用法の事業認定手続が専ら「二元的利益調
整」であるという理解を強調した点に特徴がある。それによれば、公共事業自体が違
法なものである場合に、「その違法な事情が３号要件該当性の判断過程において考慮
されることは当然のこととしても、それは、あくまでも特定の土地について収用の必
要性が生じた場合に、これを可とするか否かという具体的な場面で考慮されることで
あって、これを離れて、当該公共事業の一般的法適合性を問題とすることは予定され
ていないものである」とされる。もちろん３号要件該当性を判断するに当たっては、
前提としての「一般的な法適合性」に関連するような事情も、当然ながら判断の対象                                                        
150 この点に関する議論は、角松生史及び興津征雄の論文に示唆を受けた。角松論文は、連邦憲法裁判所試
走場判決（BVerfGE 74,264）の分析を踏まえた上で、「収用法上の公益」と「計画法上の公益」の区別を分析し、
それは「対立的公益観」と「調整的公益観」とも表現できるとする（『「計画による公共性」再考－ドイツ建設法にお
ける「計画附随的収用」－』三辺夏雄/磯部力/小早川光郎/髙橋滋編『原田尚彦先生古稀記念 法治国家と行
政訴訟』（有斐閣、2004年）513−549 頁（545頁注（52）））。この区別を踏まえつつ、興津論文は、日本法におけ
る収用を伴う事業の公共性判断のあり方を分析し、「収用法的な思考と計画法的な思考の対抗と分節の構造を
明らかにする」ことを試みる（興津・前出注(149)）。 
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となる。しかし、例えば仮に、公共事業によってもたらされる騒音、大気汚染、振動
等による周辺住民の被害が受忍程度を超えるものであって、そのため同事業が事業法
上違法なものとされるとしても、その「事業法上の違法」は、直ちに「収用法上の違
法」を帰結するわけではない。確かに事業法上のそのような違法があることで、「事
業の公共性」の大きさ・程度に影響するかもしれないが、それが直ちに３号要件にお
ける比較衡量の結果を左右するわけではない。以上が、圏央道第３陣訴訟控訴審判決
の理解である。 
このように圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、周辺住民の居住環境利益それ自体につ
いての利益調整は、先行する「総合的利益調整」の過程においてなされるべきものと
みなしている。土地収用法上の事業認定における３号要件該当性の判断過程において、
「日光太郎杉判例法理」の下で、これらの利益が考慮されるとしても、それは周辺住
民との利益調整を行っているのではなく、あくまで公共の利益と財産的利益の調整で
の「二元的利益調整」を行っているものである、したがって、周辺住民の利益は、原
告適格の文脈における「保護された利益」としては、およそ考慮されることはないと
いうのである。かくして本判決は、居住環境利益等について、「保護範囲要件」該当性
を否定することになる。 
上のような判断を前提として圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、環境影響評価法、東
京都環境影響評価条例等の法令についても、やはり「総合的利益調整」であって、「公
共事業の一般的な法適合性」に関するもの、即ち「本来的には、事業自体の遂行の可
否を決するに際して、事業遂行による環境への影響を判断するに際して、検討される
べきものであり」、土地収用法上の事業認定の要件との関係では、行訴法９条２項の
関係法令に該当しないとする。 
最後に圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、上記の解釈の正当性を裏付けるものとして、
環境被害等が発生する事態が生じるとしても、それは「特定の土地が事業用地として
使用されること自体に起因するのではなく」、「事業者が関係法令で要求された手続を
遵守して、公共事業の遂行権を取得し、当該事業を遂行することに起因するもの、す
なわち、そもそもの公共事業自体によって生じる」もののであるとする。なぜなら、
「事業用地がすべて任意買収によって確保された場合」（【図】の「Ａ」の場合）にも、
「控訴人らの主張するような環境被害等が発生することがあり得る」からである。す
なわち、環境被害等を発生させるのは、「公共事業の一般的な法適合性」の欠如であ
って、土地収用法上の事業認定の違法性ではないというのが圏央道第３陣訴訟控訴審
判決の考え方である。 
 
（３） 検討 
1) 公共事業を規制する性格の併有 
以上のとおり、圏央道第３陣訴訟控訴審判決は、土地収用法の目的について、「公共
の利益の増進と私有財産との調整を」図ることを重視して、同法で定められている事
業認定の性格について、それが専ら二元的利益調整を目的とするものであり、「公共
事業の一般的な法適合性」を問題とするものではないと理解して、周辺住民の原告適
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格を否定するのである。 
これに対して、圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決は、原告適格の文脈において、「土
地収用法は、公共の利益と個々人の具体的な私有財産の調整を図ることを目的とする
ものであり、第３章の事業認定の手続も、基本的視点としては上記の観点から設けら
れたものということができる」と述べる一方、第２節二の３で述べたように、本案審
査の箇所では、「事業認定における黙示的な前提要件」を提示した上で、公共事業自
体が違法なものである（事業によって設置される営造物に瑕疵があるものと認めた）
場合には、その前提要件が満たさないとし、事業認定庁が「申請を却下するか、瑕疵
のない内容への変更を条件に事業認定をすべきである」と判示している。すなわち、
圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決は、事業認定の性格について、それが二元的利益調
整を目的とするものであることに加えて、公共事業自体を規制する性格も併有すると
理解した上で、周辺住民の居住環境利益について、「保護範囲要件」該当性を認めた
ものと言える。 
確かに圏央道第３陣訴訟控訴審判決のように、土地収用法上の事業認定は本来二元
的利益調整のためのものに過ぎないと考えることにも理由がある。例えば【図】の「Ａ」
の場合を考えてみよう。この場合そもそも収用手続は行われないのだから、事業認定
によって当該公共事業の「一般的な法適合性」を確保することができないことは明ら
かである。その確保は、用地取得以前になされる事業法による「総合的利益調整」に
期待するしかない。この点に鑑みれば、環境被害等の発生は、「特定の土地が事業用
地として使用されること自体に起因するのではなく」、「当該事業を遂行することに起
因するもの、すなわち、そもそもの公共事業自体によって生じるもの」という控訴審
判決の議論には説得力がある。 
しかしながら、現実に存在する現行土地収用法制度の下における事業認定は、実際
に公共事業自体を規制する性格も併有するものとなっている。 
すでに紹介したように、土地収用は、本来、公共の利益となる事業の遂行と私有財
産保護の調整を図る制度であり、必ずしも地域環境の保全や周辺第三者の利益に配慮
した制度ではない。日光太郎杉事件一審判決は、土地収用の目的について、「土地の
適正かつ合理な利用」が要求されることを強調した上で、日光太郎杉判例法理を提出
した。そして、その判例法理によって、事業認定庁が３号要件の該当性を判断するに
当たって、事業認定にかかる事業計画の内容、事業計画が達成されることによっても
たらされるべき公共の利益、事業計画策定及び事業認定に至るまでの経緯、事業計画
において収用の対象とされている本件土地の状況、その有する私的ないし公共的価値
等の諸要素、諸価値等について、総合的な比較衡量を行うべきことになる。 
また、事業認定が行われる前に、起業者による事前の事業説明会、専門的学識及び
経験を有する者の意見の聴取、公聴会の義務的な開催、第三者機関の意見聴取といっ
た一連の手続が置かれている。これらの手続きを経て、事業認定庁は、土地所有者、
関係人、準関係人、事業の恩恵に浴する者、事業により環境面での影響を受ける者、
専門家、独立の第三者機関、更に社会一般の意見を聴取して、様々な情報を収集した
上で、上記の総合的な比較衡量を行う。 
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このような過程においては、事業認定庁は、事業の公共性が私有財産を強制的に奪
うのに十分であるかどうかだけでなく、代替案の優劣、環境被害に関する措置等公共
事業自体の適正性に関することも同時に問われるのは当然である。現行土地収用法の
下で、事業認定が公共事業自体を規制する性格を併有することは否定できない。 
 
2) 都市計画事業認可との不均衡 
周辺住民に原告適格を認めないことには、都市計画事業認可との不均衡の問題も
ある。都市計画事業については、土地収用法第３条各号の一に規定する事業に該当
するものとみなし、同法の規定を適用し、また、土地収用法上の事業認定は行なわ
ず、事業認可・承認をこれに代えるものとされている（都市計画法69条、70条1項）
が、土地収用法上の事業認定による手続と都市計画事業認可による手続のいずれに
よって事業を施行するかは、前述のように、起業者の選択に任されている。 
事業認可によって事業を施行する場合（【図】の「Ｂ」の場合）、周辺住民の原告適
格については、平成 17年 12月 7日小田急線連続立体交差事業認可取消訴訟上告審判
決（民集 59巻 10号 2645頁、以下小田急判決という）の法理が妥当する。周知のよ
うに、小田急判決においては、都市計画事業認可が「都市計画に事業の内容が適合す
ることを基準としてされるもの」であることから（都市計画法第 61条）、都市計画決
定の適法要件である「当該都市について公害防止計画が定められているときは都市計
画がこれに適合したものでなければならない」という規定、「公聴会の開催、住民意
見の反映、都市計画案の縦覧」等の手続上の規定が都市計画事業業認可の適法要件に
もなるとされ、それを前提として、根拠法令としての都市計画法に加え、公害対策基
本法及び東京都環境影響評価条例を関係法令として参酌し、事業認可が違法になされ
た場合の被害の内容・性質等を勘案した結果、一定範囲内の周辺住民の原告適格が認
められている。 
だとすると、同じ公共事業であっても、周辺住民の原告適格を認めるか否かが、都
市計画事業認可と事業認定のいずれを選択し事業を施行するかということによって
変わってくることになる。しかも、前に述べたように、この点は起業者の選択に任さ
れている 151。 
上記の不均衡を解消するためにも、事業認定取消訴訟の場合にも一定範囲内の原告
適格を認めていく方が方向性としては望ましいと言えるだろう。上述したように、事
業認定が専ら二元的利益調整を目的とするものではなく、公共事業を規制する性格も
併有するものであると理解し、周辺住民の居住環境利益については、「保護範囲要件」
該当性を認めるとすれば、騒音、振動、大気汚染等の健康被害の内容・性質を勘案し
                                                        
151 由喜門前出注（149）・82頁。興津前出注（149）・304−305 頁。 
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て 152、一定範囲内の周辺住民の原告適格が認める余地がないわけではない 153。しか
しながら、「Ａ」の場合を考えると、そもそも事業認定自体は存在しないのだから、そ
れが、公共事業を規制するものとして、周辺住民の居住環境利益を十分に守るには限
界がある。 
 
3) 総合的利益調整に関する法整備 
 周知のように、公共事業といえども、それが計画策定された以降長期間にわたって、
任意買収の形で進められており、最後の段階では、用地を確保するために、土地収用
が登場し、任意買収に応じない地権者に対して、強制的にその財産権を奪うことで、
事業の完成に至るという行政の運用が可能とされている。この見地からすれば、事業
認定は、事業の公共性は私的財産を強制的に奪うのに十分であるかどうかを判断する
ために機能するものであり、二元的利益調整を目的とするものに過ぎないと言わざる
を得ない。しかし、任意買収はもともと平等主体間の合意によってなされるものであ
るため、そこにおいては、公権力の発動に根拠づけるものとして、事業の公共性は要
求されないし、総合的利益調整も必ずしも十分になされていない 154。そして、収用の
手続に入ると、総合的利益調整が事業認定の場面で行われるしかないことになる。事
業認定の性格について、異なった理解が生じるのは、上述したことにあるだろう。 
藤田宙靖が指摘するように、問題は本来、収用という方法を採るか或いは任意買収
という方法によるかはともかく、いずれにせよ、一定の公共事業を計画し実施するに
当たって、総合的利益調整をどう行うか、ということなのである 155。そこで、解決策
としては、藤田が収用のための利益調整に先立ち、公共事業の計画立案に際しての利
益調整、そして実施計画に際しての利益調整がなされるべきであり、その利益調整に
関する公共事業の立案計画手続き、公共事業実施計画手続き、そして、そのベースと
なる総合的な国土計画手続き、総合的な土地利用計画手続きの整備が必要であると提
案する 156。これらの計画手続きの内容、およびそれと土地収用法との接合について、                                                        
152 2004年改正に新設された９条 2項は、原告適格の判断にあたり、「当該処分において考慮されるべき利益の
内容及び性質を考慮するもの」としているが、この点について、判断を行うのは圏央道第２陣訴訟一審判決のみ
である。同判決は、「騒音、振動、大気汚染等」の健康被害から免れる利益に対して、「他の利益よりも法律上保
護された利益に当たりやすい」と述べつつ、それは、「違法な原子炉設置許可によって生ずるかもしれない災害
のように極めて大規模かつ深刻であって直接的なものであるとはいえないし、違法な開発許可によって当該開
発区域のがけ下の住民に及ぶかもしれないがけ崩れの被害のように直接的、個別的で、かつ深刻なものというこ
ともできない」とした上で、「生命、身体の安全にかかわるような利益である限りは、法令により常に個別具体的な
利益として保護されているとまで解することはでき（ず）」、周辺住民の個別具体的な利益を保護していると解す
べき条文上の手がかりが何もない以上、健康被害を免れる価値が法律上保護された利益に当たるということもで
きないとする。しかし、この論理に立つ場合、逆に言えば、被害の程度が著しい利益の「内容及び性質」によって
は、「個別保護要件」を充足する可能性もあるのではないか。すなわち、判決②〜⑤の判断枠組みの下では、周
辺住民の原告適格を認める可能性もありうることになろう。 
153 この点について、由喜門眞治の議論を参照。由喜門前出注（149）・87−91 頁。また、大貫裕之は、改正行訴
法の９条２項の考慮事項、視点を当てはめるならば、少なくとも、居住環境の利益を享受する者は、事業認定の
取消を求める原告適格を有すると解すべきであると主張する。大貫裕之「最新判例批評」判例時報 1900号
193−205 頁(196頁)。 
154 この点について、藤田前出注（93）・357頁を参照。 
155 「総合的利益調整」は本稿が用いる表現であり、藤田は「地域の住民の利益等の関係諸利益との間の調整」
という表現を用いる。藤田前出注（93）・357頁。 
156 藤田前出注（93）・357頁。 
 77 
筆者は具体的に検討する能力を有しない。 
他方で、圏央道事業のように都市施設に関する都市計画決定が先行する事業につい
ては、都市計画法上は、都市計画の手続きにおいて、総合的利益調整が行われる筈で
ある。これから、項を改めて都市計画決定と事業認定との関係について、検討を加え
る。 
 
二、 都市計画手続きと土地収用 
1. 都市施設についての都市計画基準 
都市計画区域について、都市計画に、道路、都市高速鉄道等を都市施設として定め
ることができるとされている（都市計画法 11条）。都市計画法は、都市計画について、
健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保すべきこと等の基本理念の下
で（都市計画法２条）、都市施設の整備に関する事項で当該都市の健全な発展と秩序
ある整備を図るため必要なものを一体的かつ総合的に定めなければならず、当該都市
について公害防止計画が定められているときは当該公害防止計画に適合したもので
なければならないとし（都市計画法 13条１項）、都市施設について、土地利用、交通
等の現状及び将来の見通しを勘案して、適切な規模で必要な位置に配置することによ
り、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定めること（都市計
画法 13条１項の 11）としている。 
小田急線連続立体交差事業認可取消訴訟の本案判決である最高裁判決（平成 18 年
11月 2日、判例自治 286号 77頁）において、上記の基準に従って、都市施設の規模、
配置等に関する事項を定めるに当たっては、当該都市施設に関する諸般の事情を総合
的に考慮した上で、政策的、技術的な見地から判断することが不可欠であるといわざ
るを得ないと解釈されている。周辺住民の居住環境利益を十分に配慮することが要請
されることは当然であるが、当該都市施設に関する自然的及び社会的条件並びに人
口・土地利用・交通量等その他の事情も考慮されるべきである 157。 
要するに言えば、都市施設に関する都市計画において、道路、高速鉄道等の都市施
設については、一つ一つバラバラにその必要性を判断するだけではなく、「都市全体
として適正な配置」を考慮することも重要であると考えられる 158。 
 
2. 都市計画決定と事業認定 
都市施設事業については、事業者は、都市計画事業の認可又は承認を受けて事業を
施行することもできるが、この手続を経ずに土地収用法上の事業認定を受けて行うこ
とも可能とされている。事業認可（承認）によって都市施設事業を完成する場合に、                                                        
157 興津前出注（148）・298頁。 
158 生田長人は、都市施設に関する都市計画においては、「都市全体として適正な配置がなされているかどうか
ということも重要な点である」と指摘する。生田長人『都市法入門講義』（信山社、2010年）126頁。なお、「とくに
都市施設に関する都市計画は、もともと一体としての大規模な面的開発を狙った市街地開発事業とは異なり、定
められたそれぞれの都市計画区域内において必要に応じて整備されるべき施設の総合計画としての意義を持
っていない」という観点もあることに注意しなければならない。村松勲「都市計画と環境アセスメント」東京学芸大
学紀要・第３学門（社会科学）51集（2000年）1−15 頁（8頁）。 
 78 
その要件として、都市計画に事業の内容が適合することが要求されているが、事業認
定によって都市施設事業を完成する場合には、そのような規定がない。そして、事業
認定と都市計画決定との関係はどうなるかは問題となる。この点について、都市施設
に関する都市計画決定が先行している場合において、土地収用法上の事業認定の取消
を求めた訴訟について、従来の裁判例（営団地下鉄 11 号線建設工事事件判決、名古
屋市高速度鉄道事件判決（名古屋地判平成 14年 3月 27日、裁判所ウェブサイト）、
第二京阪道路事件一審判決（大阪地判平成 22年 10月 25日、訟務月報 59巻９号 2441
頁）及び控訴審判決（大阪高判平成 24年１月 24日、訟務月報 59巻９号 2409頁）、
圏央道第１陣から第３陣に至る訴訟）においては、以下のような三つの立場があると
整理することができる。 
 
（1） 立場１ 
営団地下鉄 11号線建設工事事件判決において、裁判所は、地下鉄 11号線に関する
都市計画決定（昭和 43 年 12 月 28 日付け建設省告示第 3731 号によって）を審査せ
ず、「本件事業計画は、右都市計画決定に適合する」ことで、直ちにそこにおいて示す
公共性（首都圏西南部から都心への直通運転により大量輸送機関の確保、銀座線の混
雑緩和、渋谷副都心の育成、都心部皇居西北地域の発展への寄与）を事業によって得
られる公共の利益と認める。その上で、同判決は、「本件起業地は、本件事業の目的達
成のための諸条件を充分考慮して選定された、本件事業の適地であり、しかも、本件
事業のために必要最小限のものである」と判断して、３号要件の該当性を認めた。 
すなわち、都市計画決定においてなされた総合的利益調整を前提として、事業認定
においては、その総合的利益調整の結果としての公共性と私有財産との二元的利益調
整のみ行うとされている。また、その二元的利益調整については、すでに紹介したよ
うに、裁判所が、判断代置の手法によって審査を行ったのである。 
 
（2） 立場２ 
第２節二の３で紹介したように、圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決においては、「土
地収用法に基づく事業認定を申請した事業が都市計画決定を前提とするものである
場合においては、当該都市計画決定が都市計画基準に合致するとは認められないとき
には、特段の事情のない限り、当該事業計画は土地収用法二〇条三号の要件の該当性
も認められないと判断するのが相当である」とされている。そうであれば、事業認定
をするにあたって、都市計画決定において考慮される諸般の事情（特に騒音、大気汚
染、振動等周辺住民に与える不利益）を、３号要件における考慮事項として、比較衡
量をする必要があることになるだろう。 
 また、上記の比較衡量について、同判決は、その対象となるのは、さまざまな性質
を異にする利益であり、どのような価値を最も重視すべきかということについては、
現行の法体系の下で社会に普遍的に受け入れられた価値の優先順位を探求する必要
が生じるのであり、そのような場面で事業認定庁の裁量判断を認める。 
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（3） 立場３ 
都市施設に関する都市計画決定が先行する事業認定の取消を求めた訴訟について
多くの裁判例は、「都市計画法に基づく都市計画決定の手続と、土地収用法に基づく
事業の認定の手続は、その根拠法令、目的、効果を全く異にするものである上、連続
した一連の手続となっているものでもない。そうすると、都市計画決定手続の重大明
白な瑕疵により当該都市計画決定が無効な場合は、事業の認定の要件の判断に影響し
得るとしても、そのような場合を除き、都市計画決定手続の瑕疵が当然に事業の認定
に承継されるということはできない」という立場をとる。 
 
3. 広域を視野に入れる都市施設 
 上述したように、都市計画においては、都市施設について、単に一つ一つバラバラ
にその必要性のみ判断するのではなく、都市全体の視野で、それが有する機能・効果
も考慮すると考えられる。すなわち、広域的視野に立って都市施設の公共性を検討す
ることである。立場１はそのような公共性を承認することはすでに述べたが、立場３
をとる裁判例のうちにも、そのような公共性を承認するものもある。例えば、圏央道
第３陣訴訟控訴審判決はその例である。同判決は、社会資本整備重点計画、都市再生
プロジェクト決定、全国総合開発計画、首都圏基本計画、さらに東京都の未来像（平
成 18年策定の「10年後の東京」）で挙げられた政策目標（都市圏環状道路の整備を進
めることなどにより国際競争力の強化、新たな都市拠点の形成等を通じた都市構造の
再編等）の実現に資するものとして圏央道が位置付けられる以上、そのような意味で
の公共性を認める。なお、立場１と異なり、立場３の場合では、都市計画より上位の
計画との適合性についても事業によって得られる公共の利益が求められる。 
野田崇の分類によると、上記のような公共性は、いわば「構想実現の公益」に属す
る 159。「構想実現それ自体を事業がもたらす公共の利益であると解することが仮に許
されるとした場合に、当該構想はどのようなものであるべきなのか」ということは問
題となる 160。野田は、「この構想は、目指すべき将来像であり、将来へ向けた形成目
標であることを考えると……基本的には政治的選択の問題なのではないか」と指摘し
た上で、「政策的ないし政治的判断については……その当否の判断基準それ自体も民
主的に決定されるべきもの」であると述べる 161。そして、野田は、全国総合開発計画、
首都圏整備計画について、その民主政的正統性が確保されていることを論じるが、「当
該事業が計画に位置付けられていることが、当該事業がもたらす公共の利益として土
地収用を正当化する機能を果たす場合、計画は個別の市民の権利に対して侵害的に機                                                        
159 野田崇は、事業を実施することにより得られる公共の利益がどのように説明されているかに着目して 20件の
裁判例を紹介して、そこで説明されている事業利益については、利益をどこに見出すかによって、おおざっぱに
「現に存在するインフラ不足への対応、計画量の充足、構想の実現」に分類する。そして、構想の実現を公共性
として承認する裁判例として、営団地下鉄 11号線建設工事事件判決（立場１）、圏央道あきる野ＩＣ事件控訴審
判決（立場３）が挙げられる。圏央道あきる野ＩＣ事件一審判決（立場２）は、「現に存在するインフラ不足への対
応」の意味での事業の公共性が争われ、否定された事例として、挙げられる。野田崇「行政決定の技術性と政治
性に関する試論」吉田克己他編『都市空間のガバナンスと法』（信山社、2016年）315−343 頁（330−331 頁） 
160 野田前出注（159）・338頁。 
161 野田前出注（159）・337−338 頁。 
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能していることに」なって、「このような意味での民主政的正統性は多分に形式的で
あり、個別の市民との関係での正当化は必ずしも十分ではないのではないか」とも指
摘する 162。 
個々の市民との関係で、上記のような広域的計画を正当化する仕組みとして、野田
は参加手続をあげて、そして、「国民の意見」を反映させることに加えて、直接に権利
侵害を受け得る者に特別の参加機会を与えるべきかという問題について検討を行う。
結論として、野田は、「少なくとも全国規模ないし圏域規模の構想を描く総合的な計
画については、個々の利害関係人ないし広い意味で影響を受ける人的集団の権利利益
や関心を直接に反映させるための手続を導入することよりも、政治的な責任性を確保
することが求められるのではないか」と指摘する。 
広域的計画への個々の利害関係人の参加によって、そこにおいて総合的利益調整も
なされることになるだろう。しかし、野田も述べるように、国土開発計画や首都圏整
備計画のような広域にわたる総合計画においては、個別の事業の路線や立地が具体的
に決定されているわけではない。そうであれば、個々の市民のどの権利利益は事業に
よってどのような影響を受けるかは未確定である。この場合に、利害関係人とはいえ
ども、どのような利害関係を有するか、またはどのような意見を反映するかは問題に
なるし、総合的利益調整も、十分になされることができないだろう。 
そうであれば、「個別の市民との関係での正当化」という意味での個々の利害関係
人の参加は、事業の路線や立地が具体的に決定された後において、可能になるだろう。
事業認定は、即地的なものであるし、利害関係人の参加手続も措置されている。しか
し、事業認定は、公共事業の最後段階で行われるものであり、それについて取消訴訟
が提起されても一気呵成に事業が完成に至るという行政運用に鑑みれば、事業自体に
反対する者にとって不公正が生じる可能性がある。そこで、都市計画においては、「個
別の市民との関係で」、「構想実現の公益」を正当化することを求めるしかない。都市
計画については、公聴会（都市計画法 16条）、公告縦覧・意見書提出（都市計画法 17
条）といった参加手続が置かれている。 
上記の議論を踏まえると、都市計画決定と事業認定との関係については、立場３の
ように両者を切り離すのではなく、事業認定も都市計画事業認可のように都市計画決
定に適合することが要求されることになるだろう。そして、事業認定の段階では、都
市計画において行われた総合的利益調整の結果が所与とされ、それと私有財産との二
元的利益調整のみが行われるとされるべきである。 
 
  
                                                        
162 野田前出注（159）・338−339 頁。 
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第４章 日中土地収用制度における公共性の比較 
 
収用は、特定の物に関する所有権その他の権利をその権利者の意思にかかわらず、
強制的に奪うことを指す。土地収用に関する法整備は、土地所有権の確立を前提とす
る。既に述べたように、社会主義国である中国においては、土地の所有権について、
集団所有と国家所有という公有制が確立されている。土地公有制の下で、私人の間に
おける土地所有権の譲渡しは一切禁止されているが、国有地及び集団所有地には使用
権が設定されており、法に従い、それを譲り渡すことが許される。そして、このよう
な土地所有権制度の下で、「土地徴収」——集団所有地の所有権を奪う——と「国有地上
の建築物の収用」——国有地における建築物の所有権を奪い、同時に当該土地の使用権
も回収する——とが区別されている。後者については、その要件、手続き並びに損失の
補償等が、専ら徴収・補償条例でまとめて規定されているのに対して、前者に関する
規定は、土地管理法、土地管理法実施条例等に散在しており、非常に不完全なもので
ある。そのため、土地収用における公共性の認定に関する法制度上の比較に意味があ
るのは後者のみであるが、現在中国では、前者について、土地所有権の本質にも関わ
る重要な改革が試みられている。そこで本稿は、まずこの土地徴収制度の改革につい
て検討し（第１節）、続いて国有地上の建築物の収用における公共性認定について日
本法と比較しながら、国有地上の建築物の収用における公共性の認定制度を改善する
ために、日本法からどのような示唆があるかについて検討する（第2節）。 
 
第１節 土地徴収制度の改革 
一、 現行土地徴収制度の問題点 
第２章では、現行の土地管理法の下における土地徴収が、「計画的収用」と「単独
的収用」の二つに分類できることを述べた。この「計画的収用」は本質的に問題を抱
えた制度である。 
既に述べたように、計画的収用は、必ずしも具体的な事業の存在を前提とするもの
ではない。事業の性質及び内容を問わず、実際に都市の拡大する規模が確定された時
点で、その発動が決められるものである。また、計画的収用によって収用された土地
の多くは、最終的に工場・倉庫用地、住宅用地及び商業サービスに供するために、地
方政府から事業者に有償で譲り渡される。「土地使用権出譲金」は、全部地方政府の
基金予算に算入され、地方政府財政の主な収入になってきた。 
このような仕組みの下では、地方政府の意向は、できるだけ、より多い集団所有地
を収用して、しかも、農民に支払うべき補償を低く抑える方向に動く。そのため、計
画に定められる建設用地の指標は、実際には人口の流入地ではない都市が必要な規模
以上に拡大されることを防ぐのに機能しない。都市の合理的な規模が保障されない一
方で、経済の発達した人口の流入地においては、土地の不足が都市の発展を抑制する
という問題が生じるのである。加えて、低い額の補償しか受けられない農民の利益も
十分に保障されていないことになる。 
 
二、 土地徴収制度の改革 
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上記の問題を解決するアプローチとして、集団所有地の使用権について市場取引を
認めることが提唱されてきた163。そうすれば、計画的収用をなくし、政府の収用権を
発動する目的を公共の利益のみに縮小することが可能になるし、農民の経済的利益に
対する保障も強まる164。実のところ、中国では、集団所有の建設用地の使用権を取引
の対象とする、いわば「インビジブルな土地の市場」が形成されていた165のだが、そ
れは土地の管理に違反するものと取り扱われていた。 
2013年に、共産党中央委員会の政策として、「都市と農村との同一の建設用地の市
場を作る。計画及び用途規制を実施することを前提として、集団所有の経営的な建設
用地を、国有の建設用地と同一視して、土地の市場に入らせることを許す。土地収用
の範囲を縮小したり、土地収用の手続を規範的にさせたりして、農民の権利に対する
保障を、合理的・規範的・多元的なものと改善する」ことが明確にされている166。こ
こでいう集団所有の経営的な建設用地は、生産経営性質を有する集団所有の建設用地
を指し、「農村の集団的経済組織の使用する郷（鎮）土地利用の全体計画で画定され
る建設用地」、「企業を営む、土地の使用権を出資として、他人と企業を共同に経営す
るために使用する集団所有の建設用地」を含む。この政策の具体化は、北京市大興区
をはじめ33区域で実験的に実施されている167。 
そして、2017年5月23日、国土資源部は、土地管理法改正案を公表した。それによ
れば、集団所有地使用権の制限に関する規定（現行土地管理法の43条及び63条）が削
除され、「都市と農村との同一の建設用地の市場を作る。土地利用の全体計画に適合
する集団所有の経営的な建設用地が、使用権の払下げ、土地の賃借、出資等の方式で、
他人に使用されることができる」という条文が追加されている（土地管理法改正案の
63条）。なお、集団所有の他の建設用地（農民の住宅用地、及び公共施設用地）につい
ては、その使用権を他人に譲り渡すことができないとされている。 
また、上記の土地管理法改正案においては、農用地について、「永久基本耕地保護
制度」が設けられている。各省、自治区、直轄市が画定した永久基本耕地は、当該行
政区内の耕地の 80％以上を占めなければならない（土地管理法改正案の 34 条）。建
設のために、永久基本耕地を利用しようとする場合に、国務院から農地転用の批准を
受けなければならない（土地管理法改正案の 43条２項）。永久基本耕地以外の農用地
（以下一般農用地という）については、「土地利用の全体計画において、確定された                                                        
163 この点に関する議論はたくさんある。例えば、呉月芽「农村集体建设用地使用权入市流转的可行性探析（農
村集団所有建設用地の使用権を市場に入らせる実行性に対する検討）」（経済地理 2005年 25巻 3号）
401−410頁、王暁霞・蒋一軍「中国农村集体建设用地使用权转政策的梳理与展望（中国農村集団所有建設用
地使用権回転政策の整理及び展望）」（中国土地科学 2009年 23巻 4号）38−42頁等を参照。  
164 メリットとして、土地利用の効率化、建設用地取得手続きの簡単化、都市と農村との格差の縮小等も列挙され
る。呉月芽前出注（163）402頁、王暁霞・蒋一軍前出注（163）・39頁。 
165 呉月芽前出注（163）・401頁 
166 「中共中央全面的深化改革に関する若干重大な問題の決定（３）」（中国共産党中央委員会第 18回定期総
会第 3次会議、2013年 11月 12日）人民網 http://politics.people.com.cn/n/2013/1116/c1001-23560979-
3.html 
167 「国務院に北京市大興区等 33試点県（市・区）でかかわる法律規定の改正及び実施に関する権限を与える
との決定」（全国人民代表大会常務委員会第 12回定期総会第 13次会議、2015年 2月 17日）新華網
http://news.xinhuanet.com/politics/2015-02/27/c_1114461294.htm 
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都市、農村の建設用地規模の範囲内に、その計画を実施するために、農用地を建設用
地に転用しようとするとき、土地利用の年度計画に基づき、幾つかのまとまりに分け
て、省・自治区・直轄市人民政府から農地転用の批准を受けなければならない」と規
定されている（土地管理法改正案の 43条３項）。 
土地利用の全体計画に適合する集団所有の経営的な建設用地については、その使用
権を譲り渡すことができるとされているため、一般農用地から転用された建設用地に
ついては、集団所有の経営的な建設用地の使用権を設定することができる。しかし、
永久基本耕地から転用された建設用地については、そのような使用権を設定すること
はできない。そして、現行土地管理法の下では、43条の規定している例外を除き、集
団所有の農用地は、収用された後国有建設用地になるとされているのに対して、土地
管理法改正案によると、集団所有の一般農用地は、「土地徴収」を経ずに、集団所有の
ままで経営的な建設用地になることもありうるとされている。 
上記のような仕組みの下で、土地管理法改正案は、44条を追加して収用適格事業を
列記しており、「土地徴収」の範囲を限定する。すなわち、具体的な事業がなければ、
「土地徴収」を行うことができない。この改正が実現すれば、「計画的収用」はなくな
ることになる。 
土地管理法改正案44条の内容と徴収・補償条例8条の内容とは、（五）の事業を除き、
ほぼ同じである。改正案44条の（五）は、収用目的の1つとして、「土地利用の全体計
画で画定した都市建設用地の範囲内で、政府が都市計画を施行するために行われる開
発」と規定している（以下都市開発という）。徴収・補償条例の対象となる旧市街地の
再開発事業においては「危険な建築物の集中しているまたはインフラの施設の不完備
な地域」においては、再開発によって、生活環境及び居住環境が改善され、不特定多
数の住民がその利益を享受するという公共性が認められる。しかし、農地の都市開発
事業については、そのような特徴は認められないため、その公共性をどこに見出すか
が問題となる。 
他方、補償基準について、土地管理法改正案は、48条を追加して、「省・自治区・直
轄市は、地域ごとにその土地の総合的価格を明確にして公表しなければならず、農用
地徴収の補償基準及び安置基準を確定する」と規定している168。 
都市開発事業のための土地徴収の発動を許せれば、地方政府の意向は、できるだけ、
多い集団所有の一般農用地を収用して、土地の総合的価格を低く確定して、農民に支
払うべき補償を低く抑える方向に動くことが危惧される。そうなれば、「計画的収用」
と同じような問題が引き起こされるだろう。仮に都市開発を収用適格事業とすること
を許しても、少なくとも、一般農用地について、農民と地方政府との間での利益衝突
を調整して、合意形成に至るための手続を導入することが要求されるだろう。 
 「土地徴収」の手続について、土地管理法改正案は、社会安定性リスクアセスメン
ト制度を導入するが、徴収・補償条例と異なり、市・県人民政府は必要があると判断                                                        
168 土地管理法改正案 48条によって、農用地については、それを収用するに際して、その補償基準が「土地の
総合的価格」とされているが、集団所有の経営的な建設用地を収用するに際して、その補償基準が「土地の総
合的価格」とされるか、あるいは市場価値とされるかは明確にされていないのである。 
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する場合に、それを行うとされているに止まっている（土地管理法改正案 46条２項）。 
また、土地管理法改正案において、徴収・補償条例における「徴収決定」のような
ものが措置されていないし、「土地徴収」の要件についても、44条以外に、何も規定
されていない。「土地徴収」の公共性に関して、司法救済を求める道が示されていな
いのである。 
 
第２節 国有地上の建築物の収用における公共性認定の改善：日本法を参考にして 
 徴収・補償条例は、国有地上の建築物の収用における公共性の認定について、その
要件、手続等を規定している。しかし、既に分析したように、それらの規定は、収用
権の濫用を抑制するのにあまり機能していない。中国と比べて、日本の土地収用法に
おける事業認定は優れた制度であるが、第３章第３節で分析したような独自の問題を
抱えている。これから、この二つの公共性認定制度を比較しながら、国有地上の建築
物の収用における公共性の認定制度を改善するために、日本法からどのような示唆が
あるかについて検討する。但し、系統的な検討を加えることまではできず、いくつか
の指摘に止めざるを得ない。 
 
一、 徴収決定と事業認定 
すでに検討したように、日本においては、公共事業といえども、それが計画策定さ
れた以降長期間にわたって、任意買収の形で進められており、最後の段階で、用地を
確保するために、土地収用が登場し、任意買収に応じない地権者に対して、強制的に
その財産権を奪うことで、事業の完成に至るとされている。そして、事業認定は、具
体的公共事業が私有財産を強制的に奪うのに十分な公共性を有するかどうかを判断
するために、措置されるものである。 
任意買収はもともと平等な主体間の合意によってなされるものであるため、そこに
おいては、公権力の発動を根拠づけるものとしての事業の公共性は要求されないし、
周辺住民の居住環境利益を含める諸利益、諸価値についての総合的利益調整も必ずし
も十分になされていない。そして、このような総合的利益調整は、収用の手続に持ち
込まれて、事業認定の場面で行われることになる。そのため、事業認定の性格につい
ては、それが専ら公共の利益の増進と私有財産との二つの対立する利益の調整を目的
とするものであるという見解と、それに加えて公共事業を規制する性格も併有するも
のであるという見解との対立が生じて、第三者の原告適格の有無の判断に影響してい
るのである 169。 
中国では、徴収・補償条例によって、「徴収決定」は、公共事業が計画策定された時
点で行われるものとされている。それが告示された後、建築物の所有者は、告示され
た期限以内に、徴収補償計画案による補償の方式、金額、支払期限等の事項について、
収用の実施機関と「徴収補償協議」を結ぶ。その期限以内に、収用の実施機関と建築
物の所有者との間で、「徴収補償協議」を結ぶに至らない、または、建築物の所有者が                                                        
169 参照、本稿第３章第３節。 
 85 
不明である場合には、収用の実施機関が市・県の人民政府に申請を提出して、後者は
徴収補償計画案に基づき、「補償決定」を行うことができるとされている 170。しかし、
後に検討するように、「徴収決定」がどのような性格を有するかは、必ずしも明確に
されていないのである。 
 
二、 収用適格事業について 
 日本の土地収用法３条は、収用適格事業の範囲について、その事業の根拠法を引用
したり、対象施設を例示する等の方法により、できるだけ明確に限定しており、非常
に精密なものである 171。その範囲内においてのみ、行政権に判断の余地を与える、い
わば完全制限列記主義が採られている。そして、収用適格事業該当性についての事業
庁の判断は、覊束行為であり、裁判所は、判断代置の方法によってそれを審査すると
されている 172。 
日本法と異なり、徴収・補償条例８条は収用適格事業を具体的に列挙した上で、最
後に「法律又は法規命令で規定している他の公共の利益のため」とも規定しており、
いわば不完全な制限列記主義が採られている。なお、この二つの立法例は、収用権の
幅を、法が確定している収用適格事業の範囲内に限定するという点では、本質的な相
違がない。 
また、徴収・補償条例８条は、収用適格事業を具体的に列挙するに際して、「インフ
ラ施設」、「公共事業」、「科学技術」、「文化」といった不確定概念を用いており、日本
の土地収用法３条の内容と比べて、非常に漠然としたものである 173。裁判所も、具体
的事業が収用適格事業に該当するかどうかについて積極的に審査するわけではない
174。結局のところ、同条の規定は形骸化されることになった。 
裁判所が、収用適格事業の該当性についてより積極的に審査することが望ましいが、
それに加えて、立法上でも、単に不確定概念を用いて、収用適格事業の範囲を画定す
るのではなく、日本土地収用法３条のように、具体的な施設を列挙するとともに、そ
れらの施設を設置する機関、又はそれを根拠づける事業法も明確に規定する方法を通
じて、できるだけ収用適格事業の範囲を明白に規定するとように工夫しなければなら
ないだろう。 
 
三、 計画によるコントロールと３号要件 
 日本の土地収用法は、収用の公共性判断について、具体的事業が収用適格事業に該
当するものであることに加えて、それが３号要件（事業計画が土地の適正且つ合理的
な利用に寄与するものであること）、４号要件（土地を収用し、又は使用する公益上
の必要があるものであること）も充足しなければならないとしている。そして、収用                                                        
170 参照、本稿第２章第３節二の１。 
171 参照、本稿第３章第２節一。 
172 参照、本稿第３章第２節一。 
173 参照、本稿第２章第３節二の１。 
174 参照、本稿第２章第３節三。 
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の公共性判断について、３号要件の該当性についての判断が最も重要な役割を演じて
きた。 
 上で述べたように、土地収用は、本来、公共の利益となる事業の遂行と私有財産保
護の調整を図る制度であり、必ずしも地域環境の保全や周辺第三者の利益に配慮した
制度ではない。なお、３号要件の解釈については日光太郎杉判例法理が確立していて、
それによれば、事業認定庁は、事業計画の内容、事業計画策定及び事業認定に至るま
での経緯、事業によって得られる公共の利益、事業によって失われる私的ないし公共
の利益等の諸要素、諸価値の比較衡量に基づき、総合的な判断を行うべきであるとさ
れている 175。このような過程においては、事業認定庁は、代替案の優劣、環境被害に
関する措置等公共事業自体の適正性に関することも同時に問うのは当然である。事業
認定が公共事業自体を規制する性格も併有することは否定できない。 
 中国の徴収・補償条例上、国有地上の建築物収用の公共性判断については、国民経
済及び社会発展計画（または年度計画）及び都市計画が、最も重要な役割を演じるこ
とになる 176。しかし、国民経済及び社会発展計画（または年度計画）においては、具
体的事業は必ずしも定められない。それが定められた場合であっても、人民代表大会
がどのような形でそれを審議するかは明確にされていない。また、都市計画において
も、具体的事業は必ずしも定められない。それが定められる場合でも、都市・農村計
画法はその基準を具体的に規定していない 177。要するに、国民経済及び社会発展計画
（または年度計画）、都市計画のコントロール機能は決して十分なものではない。 
 そして、市・県の人民政府が、具体的事業が国民経済及び社会発展計画（または年
度計画）、都市計画等に適合するかどうかを判断するにあたり、一体どのような具体
的事項を考慮すべきかについては明確にされていないのである。 
 
四、 公共性認定の手続について 
日本の土地収用法においては、事業認定の手続として、①起業者による利害関係者
に対する事業の説明(15 条の 14)、②土地の管理者及び関係行政機関の意見聴取(21
条)、③専門的学識及び経験を有する者の意見の聴取(22条)、④公聴会の開催(23条)、
⑤事業認定申請書の送付及び縦覧(24 条)、⑥利害関係人の意見書の提出(25 条)、⑦
第三者機関の意見の聴取(25条の２)が定められている。これらの手続は、事業認定手
続と裁決手続の円滑な進行を促進するのに、又は公正妥当な事業認定が行われること
を保障するのに、機能している。 
これに対して徴収・補償条例においては、「徴収決定」の手続的要件として定めら
れているのは、社会安定性リスクアセスメントを行うことのみである。また、社会安
定性リスクアセスメントの詳細については、同条例は具体的に規定していない。それ
を具体的に規定しているのは、地方規章である。 
すでに、紹介したように、社会安定性リスクアセスメントを行うにあたっては考慮                                                        
175 参照、本稿第３章第２節二。 
176 参照、本稿第２章第３節三の３。 
177 参照、本稿第２章第３節二の１。 
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すべき事項が一般的に「合法性」、「合理性」、「実行性」、「コントロールできる程度」
とされている。そして、「合理性」の具体的内容については、当該収用は、多数の国民
の基本的権利が侵害されるかどうか、多数の国民の利益に叶い、彼らの支持が得られ
るかどうか等と一般的に規定されている。そうであれば、中国においても、行政庁は、
収用について、社会安定性リスクアセスメントを行うにあたっては、実際のところ、
３号要件のような、諸利益、諸価値についての比較衡量をして総合的判断を行うので
はないか。 
また、社会安定性リスクアセスメントは、あくまでも、社会安定性を維持すること
を目的とするものであり、その最も重要な内容は、「コントロールできる程度」につ
いての評価である。すでに検討したように、日本においても、４号要件により、事業
認定を行うにあたっては、社会安定性への考慮することが要求されると解する余地も
ないわけではない 178。しかし、「コントロールできる程度」を評価するにあたって、
一体どのような要素を考慮すべきであろうかという問題は残される。 
要するに、徴収・補償条例において、社会安定性リスクアセスメントは「徴収決定」
の手続的要件と位置付けられているが、そこにおいては、実際のところ、日本土地収
用法における３号要件又は４号要件のように、収用の実体的要件に関する実質的判断
が行われているのではないか。 
なお、社会安定性リスクアセスメントを行う主体や社会安定性リスクアセスメント
の結論が「徴収決定」に対して有する効力については、地方によって異なっている。
「徴収決定」が社会安定性リスクアセスメントの結論に直ちに拘束される場合とそう
ではない場合とがあるのである 179。前者の場合、社会安定性リスクアセスメントと
「徴収決定」の判断過程が共通していることを前提とするものと理解できるため、結
局は「徴収決定」においても上記の実質的な判断が行われているとみなすことができ
る。ここでの「徴収決定」は、二元的利益調整を目的とするものであるか否かはとも
かく、公共事業を規制する性格を有するものだとひとまず言えるだろう。これに対し
て後者の場合には、「徴収決定」の過程で、公共事業について十分な利益調整がなさ
れていないことになる。 
また、中国では、裁判所が行政行為の適法性を審査する場合、行政規章はその根拠
とならない。すなわち、裁判所は、徴収・補償条例を根拠として、社会安定性リスク
アセスメントが「実施されたかどうか」のみについて審査を行い、その実体的内容を
審査しないことになる。仮に「徴収決定」の過程において、実質的な判断が行われて
いたとしても、具体的な判断の当否は全く行政庁に委ねられてしまう。 
上記の問題を解決するためには、社会安定性リスクアセスメントの内容を「徴収決
定」の実質的要件とすることを立法上定めるのが望ましいだろう。社会安定性リスク
アセスメントの結論が「徴収決定」を拘束することを定めた上で、裁判所が社会安定
性リスクアセスメントの実施の有無のみならずその内容の審査も行うことを明確に                                                        
178 参照、第３章第２節三。 
179 参照、第２章第３節四の２。 
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すべきである。 
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第５章 終わりに 
 
本稿の検討は、以下のようにまとめられる。 
 収用は、特定の物に関する所有権その他の権利をその権利者の意思にかかわらず、
強制的に奪うことを指す。土地収用に関する法整備は、土地所有権の確立を前提
とするが、社会主義国である中国においては、土地の所有権について、集団所有
と国家所有という公有制が確立されている。土地公有制の下で、私人の間におけ
る土地所有権の譲渡は一切禁止されているが、国有地及び集団所有地には使用権
が設定されており、法に従い、それを譲り渡すことが許される 
 中国では、上記の土地所有権制度の下で、「土地徴収」——集団所有地の所有権を
奪う——と「国有地上の建築物の収用」——国有地における建築物の所有権を奪い、
同時に当該土地の使用権も回収する——とが区別される。後者については、その要
件、手続き並びに損失の補償等が、専ら徴収・補償条例でまとめて規定されてい
るのに対して、前者に関する規定は、土地管理法、土地管理法実施条例等に散在
しており、非常に不完全なものである。そのため、土地収用における公共性の認
定に関する法制度上の日中比較に意味があるのは後者のみである。 
 現行の土地管理法の下における「土地徴収」は、「計画的収用」と「単独的収用」
の二つの類型に分類でき、前者の「計画的収用」は本質的に問題を抱えた制度で
ある。計画的収用は、必ずしも具体的な事業の存在を前提とするものではなく、
その発動は、実際に都市の拡大する規模が確定された時点で決められる。また、
計画的収用によって収用された土地の多くは、最終的に工場・倉庫用地、住宅用
地及び商業サービスに供するために、地方政府から事業者に有償で譲り渡される。
その「土地使用権出譲金」は、全部地方政府の基金予算に算入され、地方政府財
政の主な収入になってきた。このような仕組みの下では、地方政府の意向は、で
きるだけ、より多い集団所有地を収用して、しかも、農民に支払うべき補償を低
く抑える方向に動く。そのため、実際には、計画に定められる建設用地の指標は、
一方では人口の流入地ではない都市が必要な規模以上に拡大されることを防ぐ
のに機能せず、他方で、経済の発達した人口の流入地においては、土地の不足が
都市の発展を抑制する問題が生じるのである。加えて、低い額の補償しか受けら
れない農民の利益も十分に保障されていない。 
 計画的収用についての問題を解決するアプローチとして、集団所有地の使用権に
ついて市場取引を認めることが提唱されてきた。これにより、計画的収用をなく
し、政府の収用権を発動する目的を公共の利益のみに縮小することが可能になる
し、農民の経済的利益に対する保障も強まる。2017年 5月 23日、国土資源部が
公表した土地管理法改正案においては、集団所有の経営的な建設用地が、使用権
の払下げ、土地の賃借り、出資等の方式で、他人に使用されることができるとい
う規定が追加されるとともに、収用の目的も限定されている。この改正が実現す
れば、計画的収用はなくなることになる。しかし、同改正案においては、土地徴
収の補償基準の確定を政府に委ねるとともに、都市開発のために収用を行うこと
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ができるとされている。そうであれば、「計画的収用」と同じような問題が引き起
こされることになる。 
 「国有地上の建築物の収用」について、徴収・補償条例においては、その   公
共性を認定する制度が設けられている。すなわち、市・県の人民政府は、(1)具体
的な事業が、徴収・補償条例８条が列記している収用適格事業に該当すること、
（２）国家安全又は国民経済および社会発展といった公共利益を保障し又は促進
するために建築物を収用する必要があること、（３）国民経済及び社会発展計画
に適合すること（低所得者向けの公営住宅プロジェクトの建設及び旧市街地の再
開発については、市・県の国民経済及び社会発展年度計画の中で入れられなけれ
ばならない）、（４）市計画に適合することといった要件を満たすと判断する場合
に、「徴収決定」を行うことができる。また、徴収決定に当たっては、社会安定性
リスクアセスメントを経なければならない。徴収・補償条例８条は、非常に漠然
としたものであり、裁判所も、具体的事業が収用適格事業に該当するかどうかに
ついて積極的に審査するわけではない。結局のところ、同条の規定は形骸化され
てしまっている。国有地上の建築物収用の公共性判断については、国民経済及び
社会発展計画（または年度計画）及び都市計画が、最も重要な役割を演じること
になる。しかし、そのコントロール機能は決して十分なものではない。 
 日本土地収用法の全体構造は複雑なものであるが、その手続は、大雑把に言って、
事業認定手続と収用裁決手続という二段階に分けられている。事業認定手続は事
業認定庁が、具体的な事業が土地を収用するに値する公共性を有するかを認定す
るものである。公共性の認定にあたっては、具体的事業が収用適格事業に該当す
るものであることに加えて、それが３号要件（事業計画が土地の適正且つ合理的
な利用に寄与するものであること）、４号要件（土地を収用し、又は使用する公益
上の必要があるものであること）も充足しなければならないとされている。特に
３号要件の該当性についての判断が、公共性の認定にあたり、最も重要な役割を
演じてきた。同要件についての確立した解釈である日光太郎杉判例法理によれば、
事業認定庁は、事業計画の内容、事業計画策定及び事業認定に至るまでの経緯、
事業によって得られる公共の利益、事業によって失われる私的ないし公共の利益
等の諸要素、諸価値の比較衡量に基づき、総合的な判断を行うべきであるとされ
ている。 
 事業認定の性格については、それが専ら公共の利益の増進と私有財産との二つの
対立する利益の調整を目的とするものであるという見解と、それに加えて公共事
業を規制する性格も併有するものであるという見解との対立があり、この対立が
第三者の原告適格の有無の判断に影響している。日光太郎杉判例法理の下で、代
替案の優劣や環境被害に関する措置等、公共事業自体の適正性に関することも同
時に問うのは当然である。また、公聴会の義務的な開催等、利害関係者・専門家・
社会一般の意見を聴取する手続が設けられている。現行土地収用法上の事業認定
が公共事業自体を規制する性格も併有することは否定できない。しかし、起業者
が任意の交渉によって、すべての事業用地を取得し、公共事業を完成させること
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もあり得ることに鑑みれば、その場合にはそもそも収用手続は行われないのだか
ら、事業認定は、公共事業を規制するものとしては限界がある。 
 藤田宙靖が指摘するように、本来の問題は、収用という方法を採るか或いは任意
買収という方法によるかはともかくとして、一定の公共事業を計画し実施するに
当たって、総合的利益調整をどう行うか、ということである。圏央道事業のよう
に都市施設に関する都市計画決定が先行する事業については、都市計画手続きに
おいて総合的利益調整が行われる筈であり、その場合の都市計画決定と事業認定
の関係が問題になる。 
 中国法上の国有地上の建築物の収用における公共性の認定制度を改善するため
に、日本法からは主に二つの示唆がある。第一に、立法上、収用適格事業につい
ては、不確定概念を用いて範囲を画定するのではなく、日本土地収用法３条のよ
うに、具体的な施設を列挙するとともに、それらの施設を設置する機関、又はそ
れを根拠づける事業法も明確に規定する方法を通じて、できるだけ収用適格事業
の範囲を明白に規定するように工夫しなければならない。第二に、社会安定性リ
スクアセスメントは「徴収決定」の手続的要件と位置付けられているが、そこに
おいては、実際のところ、日本土地収用法における３号要件又は４号要件のよう
に、収用の実体的要件に関する実質的判断が行われている。そのため、社会安定
性リスクアセスメントの内容を「徴収決定」の実質的要件とすることを立法上定
めるのが望ましい。社会安定性リスクアセスメントの結論が「徴収決定」を拘束
することを定めた上で、裁判所が社会安定性リスクアセスメントの実施の有無の
みならずその内容の審査も行うことを明確にすべきである。 
 
